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☆設立         平成２年 ４月    ☆本所所在地 兵庫県南あわじ市市青木 18-1   

☆営業地区         南あわじ市    ☆出資金         ３，９４３百万円 

☆事業利益        ２８５百万円    ☆経常利益          ３２５百万円 

☆当期剰余金       ２０８百万円    ☆総資産       ２３１，１８８百万円 

☆純資産      １７，３６２百万円    ☆貯金        ２１０，４９６百万円 

☆預金      １８４，３３３百万円    ☆貸出金        ２３，７８２百万円 

☆有価証券      ２，９６３百万円    ☆長期共済保有高   ３９７，３１９百万円 

☆短期共済新契約掛金   ７６５百万円    ☆購買品供給高      ５，６１２百万円 

☆販売品販売高   １１，１５７百万円    ☆組合員数        9，３３１人 

☆役員数           ２２人     （正組合員 ５，７３５人 准組合員 ３，５９６人）  

☆単体自己資本比率  ２０．８３％      ☆職員数            ３２６人 

    （正職員  ２５６人  嘱託・契約職員 ７０人） 

兵庫県最大級産直市場 あわじ島まるごと㈱ 美菜恋来屋 ＰＲ 

当ＪＡに関する情報は広報誌、公式ホームページでも紹介しております。 

広報誌【毎月発行】（画像は公式ホームページより抜粋） 

農作業情報をはじめ、地域のニュースや当ＪＡからの連絡事項など、組合員様やお客様とのネット

ワークを大切に、よりわかりやすく、より役に立つことを目的に情報を提供しています。 

公式ホームページ  

ＪＡあわじ島の概要・事業をはじめ、特産品の紹介、店舗・ＡＴＭ案内等、様々な情報を提供して

います。更新は随時行っています。 
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盛夏の候、組合員の皆さまには益々ご健勝のことと心よりお慶び申し上げます。

さて、ここに令和元年度の協同の成果の報告などについてご報告できる運びとなり

ましたこと、これもひとえに皆さま方のＪＡ事業運営に対する深いご理解とご協力の

賜物と厚くお礼申し上げます。

内閣府では「新型コロナウイルス感染症の影響により急速な悪化が続いており、極

めて厳しい状況にある」との基調判断をしており、先行きについては、感染拡大の防

止策を講じつつも、社会経済活動のレベルは当面、極めて厳しい状況が続くと見込ま

れ、金融資本市場の変動等の影響を注視していく必要があります。

さて、昨年度は元号が「平成」から「令和」に改まった年であり、当組合が発足し

て３０周年を迎える記念すべき年でありました。

販売関連では天候に恵まれ、主要５品目の作柄は豊作傾向となりました。特にたま

ねぎについては、生産者のご努力により「べと病」も最低限に抑えることができ、増

収となりましたが、反面、生産量の増加と輸入農産物の拡大等により販売に苦戦を強

いられました。また、共同撰果にともない排出される残渣処理に費用がかさみ、特産

事業の総利益が計画より大幅に下回る結果となりました。野菜の残渣処理については

当組合の重要な課題であり、早期に処理体制を確立して参ります。畜産関連では繁殖

和牛の市場価格が平成３０年度に過去最高価格となりましたが、新型コロナウイルス

感染拡大によるインバウンド消費の減少により和子牛価格が下落しました。

経済関連の支援策としては、たまねぎの増反意欲をお持ちで増反された生産者の方

への助成を、レタスの品質向上対策としてキルパー剤購入助成を実施させていただき

ました。

信用事業では、農業融資への利子・保証料の助成を引き続き行いました。また、相

続・贈与などの相談業務を定期的に実施し、将来への資産形成へ向けた提案などをさ

せていただきました。共済事業では、保障系、生存系商品の提案を積極的に行うこと

で、多くのお客様にご契約をいただきました。

新型コロナウイルス拡大による経済への影響は計り知れず、長期化する日銀のゼロ

金利政策の影響もあり、農協本業の事業利益の低下は避けられない状況です。今後、

更なる経営基盤の強化が早急な課題であり、次の世代へ繋げる生産基盤の強化にも取

り組まなければなりません。

既に工事を開始しております新本所会館は、令和３年の初夏にオープンの予定です。

この新しい本所を軸に、今回ご提示させていただきます「組織再編計画書」に基づき、

組織再編を力強く進めて行くことで農協改革を実践して参ります。

令和２年７月吉日

ごあいさつ
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わたしたちは、人と自然にやさしい農業、信頼のおける生産農協、安全･安心な

食と農とくらしの確立、地域振興・共生とゆとりの創造をめざします。

２．経営方針

○組合員のためのＪＡづくりを、あらゆる面で実践します。

○ＪＡの事業・活動を通じ、農家所得の向上を目指します。

３．経営管理体制

当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成さ

れる「総代会」の決定事項を踏まえ、総代会において選任された理事により構成

される「理事会」が業務執行を行っています。また、総代会で選任された監事が

理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。

組合の業務執行を行う理事には、組合員の代表者からなる役員候補者推薦会議

の決定を経て、公正な手続きにより選任されております。また、信用事業につい

ては専任担当の理事を置くとともに、農業協同組合法第 30 条に規定する常勤監

事及び員外監事を設置し、ガバナンスの強化を図っています。

１．経営理念



3

 
 

日本経済は、近年、緩やかな回復基調にあるとされていましたが、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響から、個人消費やインバウンド需要の減少、企業も設

備投資を先送りする動きが出ており、今後の動向については、先行き不透明な状

況が続いています。また、政府は令和元年５月までの農協改革集中推進期間にお

いてＪＡグループの自己改革は進展していると一定の評価を示した一方、６月に

閣議決定された規制改革実施計画では、引き続き自己改革を促すこととされてお

り、ＪＡは継続的な取り組みが求められます。

一方、わがＪＡ管内の農業情勢は、令和元年度は天候に恵まれ、主要５品目の

作柄は豊作傾向となりました。特にたまねぎについては、生産者のご努力により

「べと病」も最低限に抑えることができ増収となりましたが、反面、生産量の増

加と輸入農産物の拡大等により販売に苦戦を強いられました。また、共同撰果に

ともない排出される残渣処理に費用がかさみ、特産事業の総利益が計画より大幅

に下回る結果となりました。畜産関連では繁殖和牛の市場価格が平成３０年度に

過去最高価格となりましたが、新型コロナウイルス感染拡大によるインバウンド

消費の減少により和子牛価格が下落しました。

このような経済情勢のなか、あわじ島農協では堅実で健全な経営を基本理念と

して、次のことに取り組みました。その結果、当期剰余金は 百万円となり、計

画対比 ％となりました。

１．指導事業

（１）営農相談活動

野菜の安定生産と品質向上を目指し、関係機関と連携し、各支所・センターで

栽培講習会、くらしの活動教室、研究会等、研修会を開催し、生産振興に努めま

した。消費者の安全・安心ニーズと野菜生産農家の所得向上に応えるため、営農

相談業務における『あわじ島野菜「安全」「安心」システム』を実施しました。

（２）くらしの活動

ＪＡ組織の活性化活動として、くらしの活動教室（６１教室）、健康教室、生け

花教室などを実施しました。食の安全を守る活動として、手づくりみそ加工を実

施、また、高齢者たすけあい運動として手づくりみそを市内の高齢者施設へ寄贈

しました。

２．販売事業

令和元年産のたまねぎは、早生から中生・晩生と生育良好な圃場が多く、平年

より増収となりました。販売状況は、新興産地も含め全国的な豊作傾向となり販

売環境は芳しくありませんでしたが、状況を改善すべく拡販体制を整え、一時は

引き合いが強く単価も上昇しました。例年であれば７月下旬には全国的な流通量

は減少し、あわじ島産のシェア率が高まりますが、本年は加工業務の動きがなか

ったことと、あわじ島産についても品質懸念があったことにより、販売に苦戦を

強いられ期待に十分応えられない販売価格で推移しました。

下期の秋冬作野菜は定植作業が順調に進み、年内は品質・数量ともに安定した

出荷となりました。販売状況は、年内穫のレタス・非結球レタスは堅調な価格で

推移しましたが、キャベツ・白菜は全国的な豊作の影響を受け価格の低迷が続き

ました。また、加工業務用野菜・輸入青果物・冷凍食品の需要が高まり、生鮮野

４．事業の概況（令和元年度）わたしたちは、人と自然にやさしい農業、信頼のおける生産農協、安全･安心な

食と農とくらしの確立、地域振興・共生とゆとりの創造をめざします。

２．経営方針

○組合員のためのＪＡづくりを、あらゆる面で実践します。

○ＪＡの事業・活動を通じ、農家所得の向上を目指します。

３．経営管理体制

当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成さ

れる「総代会」の決定事項を踏まえ、総代会において選任された理事により構成

される「理事会」が業務執行を行っています。また、総代会で選任された監事が

理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。

組合の業務執行を行う理事には、組合員の代表者からなる役員候補者推薦会議

の決定を経て、公正な手続きにより選任されております。また、信用事業につい

ては専任担当の理事を置くとともに、農業協同組合法第 30 条に規定する常勤監

事及び員外監事を設置し、ガバナンスの強化を図っています。

１．経営理念
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菜の価格形成への圧迫は避けられない状況となり、年明け後も厳しい販売環境と

なりました。

また、令和元年産米の作況指数は、全国「 」兵庫県「 」淡路「 」となっ

ています。集荷数量は、作況指数以上に天候不良などの影響で収量の減少があり

、前年比 ％の 袋となりました。令和元年度については、概ね堅調な取

扱品の販売状況のなか、価格情勢を見極めながら有利販売に努めました。 月以降

では取扱品の価格情勢において、感染症の影響で品目ごとに明暗の分かれる環境

となりました。

３．購買事業

購買事業の主要３部門の肥料・農薬・生産資材を中心に、令和元年度の目標達

成に向かって取り組みました。特に主要３部門は予約注文を主体に有利性を発揮

できるようにし、安定供給できるよう取り組みました。厳しい状況のなか、組合

員の皆様方のご理解、ご協力をいただきましたが、購買品供給高実績は目標を下

回ってしまい、 百万円（計画対比 ％）となりました。

また、購買職員研修会等で職員の知識向上を図るとともに、迅速かつ丁寧な組

合員対応を基本としたサービス向上に努めました。

令和元年度の旅行事業は、「年金友の会親睦旅行」や「ふれあい旅行」等を実施

しました。また旅行事業については令和２年 月より㈱農協観光に移管しまし

た。

４．信用事業

令和元年度は、日銀の低金利政策の長期化、金融規制の強化等が進む中、金融

機関を取り巻く環境は一段と厳しさを増す一年となりました。このような環境の

中、利用者皆様のメインバンクとして好感をもって利用いただける利便性が高く

、明るい店舗づくりを進めるとともに、農業近代化資金やアグリマイティ資金な

ど農業資金借入に際し、利子補給・保証料助成の実施、毎週日曜日に継続して休

日ローン相談会を開催し、住宅ローンやマイカーローンなどの各種資金ニーズに

対応しました。また、発足 周年記念事業として「東京名所めぐりと屋形船夜景

の旅」として年金友の会親睦旅行の実施と定期貯金キャンペーンについても好評

を頂きました。

５．共済事業

共済事業は、３Ｑ訪問、あんしんチェック活動を通じて、保障点検活動を展開

いたしました。組合員、利用者に安心と満足を提供することを基本に加入内容説

明、商品の提案を行い、特に保障系、生存系商品の提案を積極的に実施しました。

また、利便性向上のため、キャッシュレス、ペーパーレス契約を積極的に促進致

しました。

６．畜産事業

令和元年度の畜産事業は、但馬牛・神戸ビ－フのインバウンド需要が減少した

のに加え、全世界的に新型コロナウイルスのパンデミックがあり枝肉価格は大幅

に下落しました。その影響を受け中心である和子牛は、過去最高を記録した昨年

と比較すると平均価格で ％下がり、淡路家畜市場の１年間の平均価格は 万

円となりました。一方で管内の繁殖和牛の飼育頭数については、畜産農家の増頭

意欲の高まりを受け５年連続で増頭する結果となりました。畜産販売高について

は和子牛価格・肉牛価格の下落を受け計画・昨年を下回ることとなりました。
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５．事業活動のトピックス（令和元年度）

ＪＡあわじ島は、

◆農 業「魅力ある農業を次世代へ」
◆くらし・地域「農業振興を軸とした地域社会への貢献と活性化」
◆組 織 ・ 経 営「組織、事業の再編と自己改革の実践」

をテーマとする第４次中期３ヵ年経営計画に取り組んでいます。令和元年度の主な
取組みを紹介します。

 

産地ブランド確立に 

向けた販売促進活動 

 

 

 販売促進活動
１年度 ５件（マスメディアを通じた促進活動を展開）

たまねぎの生産拡大 

 

 

 たまねぎ撰果実績
１年度 目標 １６０万ｹｰｽに対し、

実績 ２０２万ｹｰｽ（目標対比 １２６％）

生産コストの削減  肥料農薬の大量購入、見積合わせ等により仕入れ経費を削減し、
予約注文の有利性を発揮

１年度 実績 ５，３０５百万円（前年対比 ５．３％削減）

地域ふれあい活動 

地域貢献性が高い と

して、信頼と親しみを得

られる活動を実施してい

ます。

 食農教育活動
収穫体験、出前授業 １４回開催 ６０９名参加

調理体験 ２回開催 ７４名参加

 地域密着活動 １７回開催

＜ご案内＞
イベント、商品紹介、事業等については、当ＪＡの広報誌「ＪＡ広報 あわじ島」

やホームページでもご案内しております。
ホームページアドレス

持続可能な農業の実現 

地域に密着した協同活動の展開 
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６．農業振興活動

ＪＡあわじ島は、「農業者の所得増大」や「農業生産の拡大」を達成するため

地域農業の振興を図るとともに、農業を通じた豊かな地域社会の発展を目指し

て、次のような農業振興活動に取組んでいます。

１．安全・安心な農産物づくりへの取組み

ＪＡあわじ島ほんまもん元気野菜システムを実施し、生産履歴記帳運動（トレ

ーサビリティー）に取り組み、安全・安心な農産物の提供に努めています。

２．営農組織の育成・支援

野菜の安定生産と品質向上を目指し、関係機関と連携し、各支所・センターで

栽培講習会、くらしの活動教室、研究会・研修会の開催、ＪＡあわじ島営農情報

の提供（メルマガ配信）、現地圃場巡回および窓口ならびにタブレットでの営農

相談を行いました。

３．地産地消の取り組み

管内にあわじ島まるごと株式会社（美菜恋来屋）【農産物直売所】を設置し、

地域の消費者に地元の新鮮で安全・安心な農産物の提供に取り組んでいます。

４．食育の取組み

市内の小学校において、営農担当者が野菜収穫や栽培方法、バケツ稲栽培など

の出前授業を行いました。また、管内で栽培される主要野菜を使った調理実習を

実施し、「食」と「農」のつながりの大切さを伝えました。
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６．農業振興活動

ＪＡあわじ島は、「農業者の所得増大」や「農業生産の拡大」を達成するため

地域農業の振興を図るとともに、農業を通じた豊かな地域社会の発展を目指し

て、次のような農業振興活動に取組んでいます。

１．安全・安心な農産物づくりへの取組み

ＪＡあわじ島ほんまもん元気野菜システムを実施し、生産履歴記帳運動（トレ

ーサビリティー）に取り組み、安全・安心な農産物の提供に努めています。

２．営農組織の育成・支援

野菜の安定生産と品質向上を目指し、関係機関と連携し、各支所・センターで

栽培講習会、くらしの活動教室、研究会・研修会の開催、ＪＡあわじ島営農情報

の提供（メルマガ配信）、現地圃場巡回および窓口ならびにタブレットでの営農

相談を行いました。

３．地産地消の取り組み

管内にあわじ島まるごと株式会社（美菜恋来屋）【農産物直売所】を設置し、

地域の消費者に地元の新鮮で安全・安心な農産物の提供に取り組んでいます。

４．食育の取組み

市内の小学校において、営農担当者が野菜収穫や栽培方法、バケツ稲栽培など

の出前授業を行いました。また、管内で栽培される主要野菜を使った調理実習を

実施し、「食」と「農」のつながりの大切さを伝えました。

７．地域貢献情報

１．社会貢献活動

① 環境問題への取り組み状況

・ 環境にやさしい農業を目指し、化学肥料や農薬の使用量を減らす取り組み

を実施しました。

・ 省エネルギーを実践するため、「クールビズ」「節電」の実施に取り組ん

でいます。

② 公益団体等への寄付

・ くらしの活動代表者会による、手づくりみそを市内高齢者施設へ寄贈しま

した。

・ 食農教育の一環として、管内の小学生などを対象にたまねぎ、レタスの収

穫体験、調理実習などを実施しました。

２．地域貢献活動

（１）地域からの資金調達の状況

貯金残高（令和２年３月末現在）

（単位：百万円）

種 類 残 高
当 座 性 ４２ ０８２
定 期 性 １６８ ４１４
合 計 ２１０ ４９６
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（２）地域への資金供給の状況

貸出金残高（令和２年３月末現在）

（単位：百万円）

種 類 残 高

農業近代化資金 ８１５

その他制度資金 １８

農業関連融資 ５２６

事業関連融資 ６ １４２

住宅関連融資 １４ ７０９

生活関連融資 １ ２２１

その他 ３４７

合 計 ２３ ７８２

（３）文化的・社会的貢献に関する事項

① 福祉貢献活動（献血）

兵庫県赤十字血液センターの主催に対して、三原ライオンズクラブとと

もに協賛を実施しております。これからも引き続き、血液事業に理解を深

め、献血の輪を広げていきたいと考えております。

② 職員の地域貢献への参加

職員が消防団活動をはじめ、地域の行事への出店など、積極的に社会活

動に参加し、地域に根ざした活動を実践しています。

３．地域密着型金融への取り組み

① 農業者等の経営支援に関する取り組み

当ＪＡは、農業者をはじめ地域の皆様に利用される総合事業体として金

融機能のみならず、営農・経済事業や環境・文化・福祉といった面も視野

に入れた事業活動を行っています。

② 農業者等の経営支援に関する態勢整備

各支所に営農指導員を配置するとともに、関係機関と連携して、農業者

の農業技術・生産性向上に向けた相談に応じています。

また、融資担当者も農業や農業関連融資に関する知識を深め、農業者か

らの幅広い相談に応じることができるよう、日々研鑽しています。
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（２）地域への資金供給の状況

貸出金残高（令和２年３月末現在）

（単位：百万円）

種 類 残 高

農業近代化資金 ８１５

その他制度資金 １８

農業関連融資 ５２６

事業関連融資 ６ １４２

住宅関連融資 １４ ７０９

生活関連融資 １ ２２１

その他 ３４７

合 計 ２３ ７８２

（３）文化的・社会的貢献に関する事項

① 福祉貢献活動（献血）

兵庫県赤十字血液センターの主催に対して、三原ライオンズクラブとと

もに協賛を実施しております。これからも引き続き、血液事業に理解を深

め、献血の輪を広げていきたいと考えております。

② 職員の地域貢献への参加

職員が消防団活動をはじめ、地域の行事への出店など、積極的に社会活

動に参加し、地域に根ざした活動を実践しています。

３．地域密着型金融への取り組み

① 農業者等の経営支援に関する取り組み

当ＪＡは、農業者をはじめ地域の皆様に利用される総合事業体として金

融機能のみならず、営農・経済事業や環境・文化・福祉といった面も視野

に入れた事業活動を行っています。

② 農業者等の経営支援に関する態勢整備

各支所に営農指導員を配置するとともに、関係機関と連携して、農業者

の農業技術・生産性向上に向けた相談に応じています。

また、融資担当者も農業や農業関連融資に関する知識を深め、農業者か

らの幅広い相談に応じることができるよう、日々研鑽しています。

８．リスク管理の状況

◇リスク管理体制

〔リスク管理の方針〕
組合員・利用者の皆さまに安心してＪＡをご利用いただくためには、より

健全性の高い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。
このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に

対応すべく、認識すべきリスクの種類や管理体制と仕組みなど、リスク管理
の基本的な体系を整備しています。

また、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定の実施などを通じ
てリスク管理体制の充実・強化に努めています。
① 信用リスク管理
信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バラ

ンスを含む。）の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクのこ
とです。当ＪＡは、個別の重要案件又は大口案件については理事会において
対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引については、本所に融資
審査部門を設置し各支所と連携を図りながら、与信審査を行っています。審
査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を
行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っ
ています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の
自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成
・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、
貸倒引当金については「債権の償却・引当基準」に基づき必要額を計上し、
資産及び財務の健全化に努めています。
② 市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの
変動により、資産・負債 オフ･バランスを含む。 の価値が変動し、損失を被る
リスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことで
す。主に金利リスク、価格変動リスクなどをいいます。金利リスクとは、金利変
動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在し
ている中で金利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクをい
います。また、価格変動リスクとは、有価証券等の価格の変動に伴って資産価格
が減少するリスクのことです。

当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコ
ントロールすることにより、収益化及び財務の安定化を図っています。この
ため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本
に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対
応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環
境分析及び当ＪＡの保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮
し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委
員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。
運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針
などに基づき、国債等の安全な有価証券の売買を行っています。運用部門が
行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチ
ェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。
③ 流動性リスク管理

流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、
必要な資金確保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余
儀なくされることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等
により市場において取引ができないため、通常よりも著しく不利な価格での取引
を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）のことです。
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当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・調達について、安定的な
流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判
断を行う上での重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金性）
を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。
④ オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、シ
ステムが不適切であること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことで
す。当ＪＡでは、収益発生を意図し能動的な要因により発生する信用リスク
や市場リスク及び流動性リスク以外のリスクで、受動的に発生する事務、シ
ステム、法務などについて事務処理や業務運営の過程において、損失を被る
リスクと定義しています。事務リスク、システムリスクなどについて、事務
手続を整備し、定期検査等を実施するとともに、事故・事務ミスが発生した
場合は速やかに状況を把握する体制を整備して、リスク発生後の対応及び改
善が迅速・正確に反映ができるよう努めています。
⑤ 事務リスク管理

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こ
すことにより金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、業務の多
様化や事務量の増加に対応して、正確な事務処理を行うため事務マニュアル
を整備するとともに、自主検査を実施し事務リスクの削減に努めています。
また、事故・事務ミスが発生した場合には、発生状況を把握し改善を図ると
ともに、内部監査により重点的なチェックを行い、再発防止策を実施してい
ます。
⑥ システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システ
ムの不備に伴い金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使
用されることにより金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、コ
ンピュータシステムの安定稼働のため、安全かつ円滑な運用に努めるととも
に、システムの万一の災害・障害等に備えています。

◇法令遵守体制

〔コンプライアンス基本方針〕
利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対す

る社会の厳しい批判に鑑みれば、組合員・利用者からの信頼を得るために
は、法令等を遵守し、透明性の高い経営を行うことがますます重要になって
います。

このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつと
して位置づけ、この徹底こそが不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼
性向上に繋がるとの観点にたち、コンプライアンスを重視した経営に取り組
みます。

〔コンプライアンス運営態勢〕
コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事組合

長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置するとともに、本所各部門
・各支所・事業所にコンプライアンス責任者・担当者を配置しコンプライア
ンス推進の取り組みを行っています。

基本姿勢及び遵守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マニ
ュアル」を策定し、研修会を行い全役職員に徹底しています。

毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進に努める
とともに、統括部署を設置し、その進捗管理を行っています。

また、組合員・利用者の皆さまの声を真摯に捉え、前向きに事業に反映す
るため、苦情・相談等の担当者を各部・支所に配置しています。
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当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・調達について、安定的な
流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判
断を行う上での重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金性）
を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。
④ オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、シ
ステムが不適切であること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことで
す。当ＪＡでは、収益発生を意図し能動的な要因により発生する信用リスク
や市場リスク及び流動性リスク以外のリスクで、受動的に発生する事務、シ
ステム、法務などについて事務処理や業務運営の過程において、損失を被る
リスクと定義しています。事務リスク、システムリスクなどについて、事務
手続を整備し、定期検査等を実施するとともに、事故・事務ミスが発生した
場合は速やかに状況を把握する体制を整備して、リスク発生後の対応及び改
善が迅速・正確に反映ができるよう努めています。
⑤ 事務リスク管理

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こ
すことにより金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、業務の多
様化や事務量の増加に対応して、正確な事務処理を行うため事務マニュアル
を整備するとともに、自主検査を実施し事務リスクの削減に努めています。
また、事故・事務ミスが発生した場合には、発生状況を把握し改善を図ると
ともに、内部監査により重点的なチェックを行い、再発防止策を実施してい
ます。
⑥ システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システ
ムの不備に伴い金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使
用されることにより金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、コ
ンピュータシステムの安定稼働のため、安全かつ円滑な運用に努めるととも
に、システムの万一の災害・障害等に備えています。

◇法令遵守体制

〔コンプライアンス基本方針〕
利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対す

る社会の厳しい批判に鑑みれば、組合員・利用者からの信頼を得るために
は、法令等を遵守し、透明性の高い経営を行うことがますます重要になって
います。

このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつと
して位置づけ、この徹底こそが不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼
性向上に繋がるとの観点にたち、コンプライアンスを重視した経営に取り組
みます。

〔コンプライアンス運営態勢〕
コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事組合

長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置するとともに、本所各部門
・各支所・事業所にコンプライアンス責任者・担当者を配置しコンプライア
ンス推進の取り組みを行っています。

基本姿勢及び遵守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マニ
ュアル」を策定し、研修会を行い全役職員に徹底しています。

毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進に努める
とともに、統括部署を設置し、その進捗管理を行っています。

また、組合員・利用者の皆さまの声を真摯に捉え、前向きに事業に反映す
るため、苦情・相談等の担当者を各部・支所に配置しています。

◇金融ＡＤＲ制度への対応

① 苦情処理措置の内容
当ＪＡでは、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、

その内容をホームページ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連
とも連携し、迅速かつ適切な対応に努め、苦情等の解決を図ります。

当ＪＡの苦情等受付窓口 電話：信用
共済 月～金 時～ 時

② 紛争解決措置の内容
当ＪＡでは、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。

・信用事業
兵庫県弁護士会紛争解決センター（電話： ）
東京弁護士会紛争解決センター （電話： ）
第一東京弁護士会仲裁センター （電話： ）
第二東京弁護士会仲裁センター （電話： ）

まずは①の窓口または一般社団法人ＪＡバンク相談所（電話： ）
にお申し出ください。なお、各弁護士会に直接紛争解決をお申し立ていただくこ
とも可能です。

東京弁護士会紛争解決センター、第一東京弁護士会仲裁センター、第二東京弁
護士会仲裁センター（以下「東京三弁護士会」という）の仲裁センターでは、東
京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセ
スに便利な地域で手続きを進める方法があります。

１ 現地調停
東京の弁護士会のあっせん人と東京以外の弁護士会のあっせん人が弁護士会所

在地と東京を結ぶテレビ会議システム等により、共同して解決に当たります。
例えば組合員・利用者様は、兵庫県弁護士会の仲裁センターにお越しいただ

き、当該弁護士会のあっせん人とは面談で、東京の弁護士会のあっせん人とはテ
レビ会議システム等を通じてお話しいただくことにより、手続きを進めることが
できます。

２ 移管調停
東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管します。 例えば、兵庫県弁

護士会の仲裁センターに事件を移管し、以後、当該弁護士会の仲裁センターで手
続きを進めることができます。

※現地調停、移管調停は全国の全ての弁護士会で行える訳ではありません。
具体的内容は一般社団法人ＪＡバンク相談所または東京三弁護士会仲裁センタ

ー等にお問い合わせください。

・共済事業
一社 日本共済協会 共済相談所（電話： ）
https://www.jcia.or.jp/advisory/index.html
一財 自賠責保険･共済紛争処理機構 http://www.jibai-adr.or.jp/
公財 日弁連交通事故相談センター http://www.n-tacc.or.jp/
公財 交通事故紛争処理センター http://www.jcstad.or.jp/ 

日本弁護士連合会 弁護士保険ＡＤＲ
(https://www.nichibenren.or.jp/activity/resolution/lac.html)
各機関の連絡先 住所・電話番号 につきましては、上記ホームページをご覧いたただくか、①

の窓口にお問い合わせ下さい。

◇内部監査体制

当ＪＡでは、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわた
る管理及び各部門の業務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点か
ら検証・評価し、改善事項の勧告などを通じて業務運営の適切性の維持・改善に
努めています。

また、内部監査は、ＪＡの本所・支所のすべてを対象とし、内部監査計画に基
き実施しています。監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち被監査部
門に通知され、定期的に被監査部門の改善取り組み状況をフォローアップしてい
ます。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとしていますが、
特に重要な事項については、直ちに理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速
やかに適切な措置を講じています。
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９．自己資本の状況

◇自己資本比率の状況と単体自己資本の額

当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニー

ズに応えるため、財務基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。

内部留保に努めるとともに、業務の効率化等に取り組んだ結果、令和２年３月

末における自己資本比率は２０．８３％、単体自己資本の額は１７，１５３百

万円となりました。

◇経営の健全性の確保と自己資本の充実

当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資のほか、後配出資によっています。

○ 普通出資による資本調達額

項 目 内 容

発行主体 あわじ島農業協同組合

資本調達手段の種類 普通出資

コア資本に係る基礎

項目に算入した額

３，９０６百万円（前年度３，９０９百万円）

配当率又は利率 出資配当は年２．０％の割合です。

○ 後配出資による資本調達額

項 目 内 容

発行主体 あわじ島農業協同組合

資本調達手段の種類 後配出資

コア資本に係る基礎

項目に算入した額

３６百万円（前年度３２百万円）

配当率又は利率 後配出資に対する配当は０％です。

当ＪＡは、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより自

己資本比率を算出して、当ＪＡが抱える信用リスクやオペレーショナル・リ

スクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維持を図るとと

もに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。
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貯金名 特　　徴 お預け入れ期間 お預け入れ金額 対　　象

普通貯金
いつでも出し入れ自由。 おサ
イフがわりにご利用ください。

期間の定めはあり
ません。

１円以上
個人
及び法人

当座貯金
手形、小切手の決済口座貯金と
してご利用ください。

期間の定めはあり
ません。

１円以上
個人
及び法人

通知貯金

７日間の据置期間経過後、お引
出しできる貯金です。さしあた
り使う予定のないまとまった資
金にご利用ください。

７日以上
２日前のご通知で
お引出しができま
す。

５万円以上
１円単位

個人
及び法人

貯蓄貯金

毎日の最終残高に応じた利率が
適用される貯金で、専用キャッ
シュカードにより、普通貯金の
ように出し入れが自由です。

期間の定めはあり
ません。

１円以上 個人

総合口座

１冊の通帳に＜貯める＞＜受取
る＞＜支払う＞＜借りる＞とい
う４つの機能をパック。いざと
いうときには、定期貯金・定期
積金のお預け入れ金額の90％以

内で、最高300万円まで自動融

資がご利用いただけます。

期間の定めはあり
ません。

１円以上 個人

定期積金

ライフサイクルにあわせ、コツ
コツ積み立てていくのに最適で
す。目的に合わせて、掛金・期
間が選べます。

１年以上
７年以内

1,000円以上

１円単位
個人
及び法人

ス ー パー
定期

お預け入れは１円からという手
軽さ。個人のお客様は、半年複
利でさらに有利に運用いただけ
ます。

１か月以上
１０年以内

１円以上
１円単位

個人及び法人
（複利型:個人のみ）

大口定期
退職金などまとまった余裕金の
運用に最適な大型定期貯金で
す。

１か月以上
１０年以内

1,000万円以上

１円単位
個人及び法人

変 動 金利
定期

６か月ごとに利率が変わる定期
貯金です。金利上昇時には高利
回りが期待できます。

１年
２年
３年

１円以上
１円単位

個人及び法人
（複利型:個人のみ）

期 日 指定
定期

お利息は１年ごとの複利計算。
お預け入れから１年たてば、い
つでも必要なときにお引出しに
なれます。一部お引出し（１万
円以上）も可能です。

１年以上
３年以内

１円以上
300万円未満
１円単位

個人

一般財形
お給料、ボーナスから天引きす
る積立貯金です。お使い道は自
由です。

３年以上
１円以上
１円単位

個人

財形住宅

マイホーム取得を目的とした積
立定期です。財形年金貯金とあ
わせて550万円まで非課税で

す。

５年以上
１円以上
１円単位

個人

財形年金

年金のお受け取りを目的とした
積立定期です。財形住宅貯金と
あわせて550万円まで非課税で

す。

５年以上
１円以上
１円単位

個人

．主な事業の内容

（１）主な事業の内容

〔信用事業〕

信用事業では、貯金、貸出、為替などの金融サービスの提供を行っています。

利用者の皆様から信頼され利用される信用事業を確立すべく、 ・信連・農林中金が一体的に
取組む「 バンクシステム」により業務の充実・強化に努めています。

◇貯金業務
組合員の方はもちろん、地域住民の皆さまや事業主の皆さまからの貯金をお預かりしていま

す。普通貯金、定期貯金、定期積金、総合口座などの各種貯金を目的・期間・金額にあわせてご
利用いただいています。

貯金商品一覧
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◇貸出業務
協同組合金融機関として、地域農業の振興を図るための農業関連資金はもとより、組合員の皆

さまの生活を豊かにするための資金等を融資しています。
また、地域金融機関の役割として、地域の住民の皆さまへ暮らしに必要な各種ローンや、農業

関連団体・地方公共団体などへも必要な資金を融資し、地域の発展のため貢献しています。
さらに、国・県の制度資金や政府系金融機関等の資金取扱も行っております。

貸出商品一覧
貸出金の種類 お使いみち ご融資期間

住宅ローン
住宅の新築・増改築、土地の購入、新築・中古マンション及

び中古住宅の購入。住宅機構等からの借換え。
３５年以内

リフォームローン
住宅の補改修、宅地内の造園､植樹、門・塀・車庫・台所・

浴室等の設置または改良。
１５年以内

教育ローン
就学子弟の入学金、授業料、学費および家賃等教育に関する

必要な資金。

１５年以内で

かつ在学期間プラス９年

農業近代化資金 農機具、畜産用機具等 農畜産に必要な資金。
１５年以内

（農機具７年以内）

アグリマイティ 農業生産、加工販売、発電・蓄電設備等に必要な資金。
１７年以内

（農機具１０年以内）

フリーローン
組合員が生活に必要とする一切の資金。（負債整理､事業資

金等除く。）
１０年以内

マイカーローン
自動車・バイク（中古含）の購入。修理・車検・購入に付帯

する諸費用、保険掛金など。
１０年以内

カードローン 生活に必要な一切の資金。 ２年 継続審査により更新

◇為替業務

全国の ・信連・農林中金の店舗を始め、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と為替網で結び、

当 の窓口を通して全国のどこの金融機関へでも振込・送金や手形・小切手等の取立が安全・確

実・迅速にできます。

◇その他の業務・サービス

給与・年金などの自動受取、公共料金など各種自動支払い、給与振込サービス、自動集金・振込

サービスなどを行っています。

また、国債（個人向け国債、新窓販国債）の窓販業務、全国 での貯金の入出金、銀行・信用
金庫・コンビニなどでの現金引出し、キャッシュカードでの代金支払い（デビットカード）な
ど、様々なサービス提供を行っています。

（健 康 講 座 ・ 相 続 遺 言 セ ミ ナ ー）
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▼ＪＡあわじ島〒656-0462 南あわじ市市青木 18-1 ＴＥＬ：0799-42-5220 

ＡＴＭコーナー名

平日稼動時間 土曜稼動時間 日曜稼動時間 祝日稼動時間

開始 終了 開始 終了 開始 終了 開始 終了

広 田 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

倭 文 セ ン タ ー 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

松 帆 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

湊 セ ン タ ー 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

津 井 セ ン タ ー 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

伊 加 利 阿 那 賀 セ ン タ ー 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

志 知 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

榎 列 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

八 木 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

市 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

神 代 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

賀 集 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

福 良 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

阿 万 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

灘 セ ン タ ー 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

北 阿 万 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

本所（ コ ミ ュ ニ テ ィ プ ラ ザ ） 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

Ｓ Ｐ パ ル テ ィ 10：00 20：00 10：00 19：00 10：00 19：00 10：00 19：00

イ オ ン 南 淡 路 店 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

美 菜 恋 来 屋 9：00 18：00 9：00 18：00 9：00 18：00 9：00 18：00

南 あ わ じ 市 役 所 前 8：00 21：00 9：00 19：00 9：00 19：00 9：00 19：00

平日 ： ～ ： までのお問合せ 平日・土日祝日 連絡先

ＪＡバンク兵庫ＡＴＭセンター ＡＴＭセンター

ＴＥＬ： ＴＥＬ：

お問合せ先 キャッシュカード紛失等お問合せ先
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▼ＪＡあわじ島〒656-0462 南あわじ市市青木 18-1 ＴＥＬ：0799-42-5220 

ＡＴＭコーナー名
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〔共済事業〕
ＪＡ共済は、ＪＡが行う地域密着型の総合事業の一環として、組合員・利用者の皆様の生命・

傷害・家屋・財産を相互扶助によりトータルに保障しています。事業実施当初から生命保障と損
害保障の両方を実施しており、個人の日常生活のうえで必要とされるさまざまな保障・ニーズに
お応えできます。

ＪＡ共済では、「ひと・いえ・くるま」による総合保障を展開しています。

（交 通 安 全 キ ャ ラ バ ン）

（共 済 契 約 者 の つ ど い 大 会）
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共済商品一覧

特　　　　徴

終　　身

働き盛りの時は保障が大きく、掛金を払い終わっても一生涯の保障が続きます。
保障切れを心配することなく大切なご家族の生活資金や老後の万一保障を確保
できます。多彩な特約で保障内容を自由に設計できるのが特長です。まとまった
資金を活用して加入するプランもあります。

養老生命
万一のときの保障と、将来の資金づくりを両立させたプランです。多彩な特約を付
加することにより、後遺障害等、手厚く保障します。満期時には満期共済金が支払
われます。まとまった資金を活用して加入するプランもあります。

こども
必要な保障を確保しながら、お子さまの教育資金を計画的に準備できます。学資
金のお受取りは、進学時期に合わせた中学・高校・大学プランから選べます。

予定利率変動型年金
ご契約後6年目以降、その時の経済状況に合わせ予定利率を毎年見直しますの
で年金額のアップが期待できます。さらに最低保証予定利率も設定されています
ので、安心です。

が　　ん
がんと闘うための安心を一生涯にわたって手厚く保障します。すべてのがんのほ
か、脳腫瘍も対象としています。がんと診断された時から再発・長期治療まで、入
院・手術・放射線治療・治療共済金が支払われます。

医　　療
病気やケガによる入院・手術はもちろん、全額自己負担となる先進医療の技術料
も保障し最新の治療が安心して受けられます。一人ひとりのニーズにあわせて保
障の手厚さ、保障の長さ、掛け金を支払う期間などが選べます。

介　　護
一生涯にわたる介護保障で、公的介護保険制度と連動した保障内容です。要介
護２以上に認定された場合、または重度要介護状態になった時、介護共済金をお
支払いします。まとまった資金を活用して加入するプランもあります。

生活障害
身体障害者手帳制度（公的制度）に連動したわかりやすい保障で、病気やケガに
より身体の障害が残るときに不足する生活費や治療費に継続的に備えるための
プランです。

特定重度疾病
三大疾病を含む生活習慣病による所定の状態に一時金で備えられ、共済期間を
通じて、それぞれ1回、最大で4回お支払いします。一時金を給付するため、継続
的な治療による経済的負担に備えることができます。

引受緩和型終身
健康に不安を有する方も、簡単な告知で加入でき一生涯にわたってお亡くなりに
なられた時の保障が確保できます。

引受緩和型医療
健康に不安を有する方も、簡単な告知で加入できる医療保障です。持病の悪化・
再発もしっかり保障でき、入院・手術・放射線治療を一生涯保障します。

建物更生
火災はもちろん、地震や台風などの自然災害も幅広く保障します。また、火災や自
然災害によるケガにも備えられます。保障期間満了時に、満期共済金をお受取り
いただけます。

定期生命 お手頃な掛金で、万一の場合を一定期間保障するプランです。

自動車
自賠責共済では補完できない部分を保障します。相手方への賠償はもちろん、ご
自身や同乗者のケガの保障や車両保障など自動車事故を幅広く保障します。

自賠責
法律ですべての自動車に加入が義務づけられています。ハンドルを握る人には欠
かせないクルマの共済です。

傷　　害 日常のさまざまなアクシデント（死亡、後遺障害、治療）を安心プランで保障します。

賠償責任 日常生活中の賠償事故保障です。
火　　災 住まいの火災損害を保障します。

長
期
共
済

短
期
共
済

商品名
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共済商品一覧

特　　　　徴

終　　身

働き盛りの時は保障が大きく、掛金を払い終わっても一生涯の保障が続きます。
保障切れを心配することなく大切なご家族の生活資金や老後の万一保障を確保
できます。多彩な特約で保障内容を自由に設計できるのが特長です。まとまった
資金を活用して加入するプランもあります。

養老生命
万一のときの保障と、将来の資金づくりを両立させたプランです。多彩な特約を付
加することにより、後遺障害等、手厚く保障します。満期時には満期共済金が支払
われます。まとまった資金を活用して加入するプランもあります。

こども
必要な保障を確保しながら、お子さまの教育資金を計画的に準備できます。学資
金のお受取りは、進学時期に合わせた中学・高校・大学プランから選べます。

予定利率変動型年金
ご契約後6年目以降、その時の経済状況に合わせ予定利率を毎年見直しますの
で年金額のアップが期待できます。さらに最低保証予定利率も設定されています
ので、安心です。

が　　ん
がんと闘うための安心を一生涯にわたって手厚く保障します。すべてのがんのほ
か、脳腫瘍も対象としています。がんと診断された時から再発・長期治療まで、入
院・手術・放射線治療・治療共済金が支払われます。

医　　療
病気やケガによる入院・手術はもちろん、全額自己負担となる先進医療の技術料
も保障し最新の治療が安心して受けられます。一人ひとりのニーズにあわせて保
障の手厚さ、保障の長さ、掛け金を支払う期間などが選べます。

介　　護
一生涯にわたる介護保障で、公的介護保険制度と連動した保障内容です。要介
護２以上に認定された場合、または重度要介護状態になった時、介護共済金をお
支払いします。まとまった資金を活用して加入するプランもあります。

生活障害
身体障害者手帳制度（公的制度）に連動したわかりやすい保障で、病気やケガに
より身体の障害が残るときに不足する生活費や治療費に継続的に備えるための
プランです。

特定重度疾病
三大疾病を含む生活習慣病による所定の状態に一時金で備えられ、共済期間を
通じて、それぞれ1回、最大で4回お支払いします。一時金を給付するため、継続
的な治療による経済的負担に備えることができます。

引受緩和型終身
健康に不安を有する方も、簡単な告知で加入でき一生涯にわたってお亡くなりに
なられた時の保障が確保できます。

引受緩和型医療
健康に不安を有する方も、簡単な告知で加入できる医療保障です。持病の悪化・
再発もしっかり保障でき、入院・手術・放射線治療を一生涯保障します。

建物更生
火災はもちろん、地震や台風などの自然災害も幅広く保障します。また、火災や自
然災害によるケガにも備えられます。保障期間満了時に、満期共済金をお受取り
いただけます。

定期生命 お手頃な掛金で、万一の場合を一定期間保障するプランです。

自動車
自賠責共済では補完できない部分を保障します。相手方への賠償はもちろん、ご
自身や同乗者のケガの保障や車両保障など自動車事故を幅広く保障します。

自賠責
法律ですべての自動車に加入が義務づけられています。ハンドルを握る人には欠
かせないクルマの共済です。

傷　　害 日常のさまざまなアクシデント（死亡、後遺障害、治療）を安心プランで保障します。

賠償責任 日常生活中の賠償事故保障です。
火　　災 住まいの火災損害を保障します。

長
期
共
済

短
期
共
済

商品名

〔購買事業〕
組合員をはじめ地域住民のみなさまの利用ニーズに応える事業に取り組み、肥料・飼料・農薬を

はじめとする生産資材、生活用品・電気製品等の生活資材のほか、給油所事業、農機・自動車セン
ター事業、住宅設備事業と幅広い供給に努めています。

〔販売事業〕
あわじ島ブランド強化に向けて品質の向上と計画出荷による安定供給に取り組むとともに、地域

の基幹産業である農業生産の維持拡大と農業所得向上に努めています。
また、米、花卉類、果菜類等の販売のほか、保管事業、施設センター、ライスセンター、予冷セ

ンター業務により効率運用の徹底と安全作業に努めています。

（Ｊ Ａ あ わ じ 島 ス プ リ ン グ フ ェ ア）

（秋 冬 作 野 菜 栽 培 講 習 会）
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〔指導事業〕
◇生産促進業務

生産出荷の効率化研究を図るとともに、安心・安全な野菜を消費地に提供するため、「ＪＡあわ

じ島ほんまもん元気野菜システム」の運用に努めました。また、直売所での品目増加のための栽培

支援並びに食農教育に取り組みました。

◇営農相談業務

野菜の安定生産と品質向上を目指し、講習会・研修会等を開催して生産振興に努めました。ま

た、消費者の安全・安心ニーズに応えるため、適正な栽培・防除並びに農作業工程管理の実践を行

うとともに、環境にやさしい農業の実践を通じて高付加価値農業に取り組み、生産農家の所得向上

に努めました。さらに、行政等と連携して地域の課題解決に向けた各種試験研究を行っています。

◇くらしの活動業務

組合員および家族の健康を守るため、行政等と連携して健康教室を開催し、健康管理に努めてい

ます。また、営農・生活をはじめとする教室活動（生け花・介護）を実施しました。さらに、食へ

の安全志向が高まる中、国産大豆等を使用した自家用手づくりみそ加工を実施し、あわせて市内高

齢者施設に寄贈しています。

◇営農支援業務

納税協会派遣税理士による適切な確定申告指導また、農業者年金・労災保険・農地利用集積円滑

化事業の取り組みを通じて組合員サービスに努めています。また、不定期で全集荷場において残留

農薬自主検査を実施し、検査結果の情報開示を通じて消費地への安心・安全を発信しています。

〔畜産事業〕

「神戸ビーフ・但馬牛」素牛産地の維持並びに繁殖和牛の増頭を目指すため、補助事業の取り組

み及び飼育管理指導を通じて生産者の意識高揚、飼養技術の向上を図り、収益増加による生産基盤

の安定強化に努めています。

（畜 産 共 進 会）
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〔指導事業〕
◇生産促進業務

生産出荷の効率化研究を図るとともに、安心・安全な野菜を消費地に提供するため、「ＪＡあわ

じ島ほんまもん元気野菜システム」の運用に努めました。また、直売所での品目増加のための栽培

支援並びに食農教育に取り組みました。

◇営農相談業務

野菜の安定生産と品質向上を目指し、講習会・研修会等を開催して生産振興に努めました。ま

た、消費者の安全・安心ニーズに応えるため、適正な栽培・防除並びに農作業工程管理の実践を行

うとともに、環境にやさしい農業の実践を通じて高付加価値農業に取り組み、生産農家の所得向上

に努めました。さらに、行政等と連携して地域の課題解決に向けた各種試験研究を行っています。

◇くらしの活動業務

組合員および家族の健康を守るため、行政等と連携して健康教室を開催し、健康管理に努めてい

ます。また、営農・生活をはじめとする教室活動（生け花・介護）を実施しました。さらに、食へ

の安全志向が高まる中、国産大豆等を使用した自家用手づくりみそ加工を実施し、あわせて市内高

齢者施設に寄贈しています。

◇営農支援業務

納税協会派遣税理士による適切な確定申告指導また、農業者年金・労災保険・農地利用集積円滑

化事業の取り組みを通じて組合員サービスに努めています。また、不定期で全集荷場において残留

農薬自主検査を実施し、検査結果の情報開示を通じて消費地への安心・安全を発信しています。

〔畜産事業〕

「神戸ビーフ・但馬牛」素牛産地の維持並びに繁殖和牛の増頭を目指すため、補助事業の取り組

み及び飼育管理指導を通じて生産者の意識高揚、飼養技術の向上を図り、収益増加による生産基盤

の安定強化に努めています。

（畜 産 共 進 会）

当ＪＡの貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と

公的制度である「貯金保険制度（農水産業協同組合貯金保険制度）」との２重

のセーフティネットで守られています。さらに、当ＪＡの貯金は、ＪＡバンク

兵庫として組合員・利用者の皆さまにより大きな“安心”を提供するために構

築された「兵庫県版ＪＡバンク・セーフティネット」によっても守られています。

◇「ＪＡバンクシステム」の仕組み

組合員・利用者から一層信頼され利用される信用事業を確立するために、

「再編強化法（農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の

再編及び強化に関する法律）」に則り、ＪＡバンク会員（ＪＡ・信連・農林

中金）総意のもと「ＪＡバンク基本方針」に基づき、ＪＡ・信連・農林中金

が一体的に取り組む仕組みを「ＪＡバンクシステム」といいます。「ＪＡバ

ンクシステム」は、ＪＡバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システ

ム」と、スケールメリットときめ細かい顧客接点を生かした金融サービスの

提供の充実・強化を目指す「一体的事業運営」の２つの柱で成り立っています。

◇「破綻未然防止システム」の機能

「破綻未然防止システム」は、ＪＡバンクの健全性を確保し、ＪＡ等の経

営破綻を未然に防止するためのＪＡバンク独自の制度です。具体的には、

（ ）個々のＪＡ等の経営状況についてチェック（モニタリング）を行い、問

題点を早期に発見、（ ）経営破綻に至らないよう、早め早めに経営改善等を

実施、（ ）全国のＪＡバンクが拠出した「ＪＡバンク支援基金※」等を活用

し、個々のＪＡの経営健全性維持のために必要な資本注入などの支援を行いま

す。

※平成３１年３月末における残高は 億円となっています。

◇「一体的な事業運営」の実施

良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力

・提案力の強化、共同運営システムの利用、全国統一のＪＡバンクブランド

の確立等の一体的な事業運営の取り組みをしています。

◇貯金保険制度

貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくな

った場合などに、貯金者を保護し、また資金決済の確保を図ることによっ

て、信用秩序の維持に資することを目的とする制度で、銀行、信金、信組、

労金などが加入する「預金保険制度」と同様な制度です。

◇兵庫県版ＪＡバンク・セーフティネット

ＪＡバンク兵庫では、組合員・利用者の皆さまにより大きな“安心”を提

供するため、「兵庫県版ＪＡバンク・セーフティネット」を構築していま

す。兵庫県内のＪＡは、ＪＡバンク兵庫としてレベルの高い健全性を維持す

るために、全国水準を上回る本県独自のルールにより取り組んでいます。

（２）ＪＡバンク・セーフティネット（貯金者保護の取り組み）
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【ＪＡの概要】

１．沿革・あゆみ
Ｈ２．４．１ あわじ島農協発足
Ｈ２．７．１ 湊支所野菜集出荷場竣工
Ｈ３．４．12 松帆センター野菜選果貯蔵施設竣工
Ｈ３．９．19 広田ライスセンター増設工事竣工
Ｈ４．１．23 志知、神代、賀集支所レタス封函施設完成
Ｈ４．２．27 神代、阿万支所購買倉庫竣工
Ｈ５．３．27 伊加利、阿那賀総合集荷場竣工
Ｈ５．11．30 貯金残高１，０００億円達成
Ｈ６．２．28 市購買倉庫、事務所竣工
Ｈ６．３．30 八木支所レタス共同選果集出荷場竣工
Ｈ６．８．24 志知ライスセンター増設工事竣工
Ｈ７．１．17 阪神淡路大震災
Ｈ７．４．15 ＪＡ住宅事業始める
Ｈ７．９．６ 松帆支所事務所購買倉庫竣工
Ｈ８．４．17 広田給油所竣工
Ｈ８．６．29 長期共済５，０００億円達成
Ｈ９．３．８ 倭文支所会議室並びに集出荷場竣工
Ｈ９．８．26 神代センター竣工
Ｈ10．２．19 野菜残渣処理施設竣工
Ｈ10．３．17 無人ヘリコプター導入
Ｈ10．８．22 育苗センター竣工
Ｈ10．10．24 ＪＡshop「サプライ」オープン
Ｈ12．８．28 パソコンネットワーク構築
Ｈ14．３．14 野菜育苗施設竣工
Ｈ14．４．15 神代支所事務所竣工
Ｈ15．２．３ 賀集福良地区野菜貯蔵施設竣工
Ｈ16．３．26 広田・倭文センター竣工
Ｈ16．10．１ 神代支所レタス封函施設能力増強工事完成
Ｈ17．２．18 施設センター玉葱選果施設能力増強工事完成
Ｈ17．４．１ 北阿萬農業協同組合と合併、北阿万支所開所
Ｈ17．10．１ 三原郡畜産農業協同組合連合会を承継
Ｈ17．10．28 志知支所上屋完成
Ｈ17．12．５ 八木支所たまねぎ撰果場改修並びに撰果機更新
Ｈ19. ３. ６ 第２育苗センター（野菜育苗施設）竣工
Ｈ19. ９. 26 市支所レタス封函施設竣工
Ｈ19. 10. ２ 榎列センター集出荷施設竣工
Ｈ20. ４. 21 津井支所事務所竣工
Ｈ20. 11. 14 松帆予冷センター能力増強工事竣工
Ｈ21. ５. 20 榎列支所事務所竣工
Ｈ22. ５. 27 阿万支所事務所竣工
Ｈ23. ３. 11 東日本大震災
Ｈ23. ５. 11 賀集センター玉葱撰果施設竣工
Ｈ23. ５. 12 八木支所レタス封函施設竣工
Ｈ24. ９. 19 農機・自動車センター拡幅用地取得
Ｈ24. 12. 21 松帆センター玉葱撰果施設竣工
Ｈ25. ３. 29 淡路島酪農協本所跡地取得
Ｈ26. 10. 30 松帆予冷センター野菜保冷庫整備工事竣工
Ｈ27. ２. 27 玉葱根葉切機、大型コンテナ取得
Ｈ27. ３. 31 北阿万支所事務所竣工
Ｈ27. ９. ２ 志知ライスセンター竣工
Ｈ28. ３. 23 貯金残高２，０００億円達成
Ｈ28. ３. 24 園芸用ハウス竣工
Ｈ28. ８. 29 店舗機能再構築実施
Ｈ29. ５. 29 北阿万センター乾燥冷蔵施設　竣工
Ｈ31. ３. 28 本所敷地と市道の付け替え整備完了
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【ＪＡの概要】

１．沿革・あゆみ
Ｈ２．４．１ あわじ島農協発足
Ｈ２．７．１ 湊支所野菜集出荷場竣工
Ｈ３．４．12 松帆センター野菜選果貯蔵施設竣工
Ｈ３．９．19 広田ライスセンター増設工事竣工
Ｈ４．１．23 志知、神代、賀集支所レタス封函施設完成
Ｈ４．２．27 神代、阿万支所購買倉庫竣工
Ｈ５．３．27 伊加利、阿那賀総合集荷場竣工
Ｈ５．11．30 貯金残高１，０００億円達成
Ｈ６．２．28 市購買倉庫、事務所竣工
Ｈ６．３．30 八木支所レタス共同選果集出荷場竣工
Ｈ６．８．24 志知ライスセンター増設工事竣工
Ｈ７．１．17 阪神淡路大震災
Ｈ７．４．15 ＪＡ住宅事業始める
Ｈ７．９．６ 松帆支所事務所購買倉庫竣工
Ｈ８．４．17 広田給油所竣工
Ｈ８．６．29 長期共済５，０００億円達成
Ｈ９．３．８ 倭文支所会議室並びに集出荷場竣工
Ｈ９．８．26 神代センター竣工
Ｈ10．２．19 野菜残渣処理施設竣工
Ｈ10．３．17 無人ヘリコプター導入
Ｈ10．８．22 育苗センター竣工
Ｈ10．10．24 ＪＡshop「サプライ」オープン
Ｈ12．８．28 パソコンネットワーク構築
Ｈ14．３．14 野菜育苗施設竣工
Ｈ14．４．15 神代支所事務所竣工
Ｈ15．２．３ 賀集福良地区野菜貯蔵施設竣工
Ｈ16．３．26 広田・倭文センター竣工
Ｈ16．10．１ 神代支所レタス封函施設能力増強工事完成
Ｈ17．２．18 施設センター玉葱選果施設能力増強工事完成
Ｈ17．４．１ 北阿萬農業協同組合と合併、北阿万支所開所
Ｈ17．10．１ 三原郡畜産農業協同組合連合会を承継
Ｈ17．10．28 志知支所上屋完成
Ｈ17．12．５ 八木支所たまねぎ撰果場改修並びに撰果機更新
Ｈ19. ３. ６ 第２育苗センター（野菜育苗施設）竣工
Ｈ19. ９. 26 市支所レタス封函施設竣工
Ｈ19. 10. ２ 榎列センター集出荷施設竣工
Ｈ20. ４. 21 津井支所事務所竣工
Ｈ20. 11. 14 松帆予冷センター能力増強工事竣工
Ｈ21. ５. 20 榎列支所事務所竣工
Ｈ22. ５. 27 阿万支所事務所竣工
Ｈ23. ３. 11 東日本大震災
Ｈ23. ５. 11 賀集センター玉葱撰果施設竣工
Ｈ23. ５. 12 八木支所レタス封函施設竣工
Ｈ24. ９. 19 農機・自動車センター拡幅用地取得
Ｈ24. 12. 21 松帆センター玉葱撰果施設竣工
Ｈ25. ３. 29 淡路島酪農協本所跡地取得
Ｈ26. 10. 30 松帆予冷センター野菜保冷庫整備工事竣工
Ｈ27. ２. 27 玉葱根葉切機、大型コンテナ取得
Ｈ27. ３. 31 北阿万支所事務所竣工
Ｈ27. ９. ２ 志知ライスセンター竣工
Ｈ28. ３. 23 貯金残高２，０００億円達成
Ｈ28. ３. 24 園芸用ハウス竣工
Ｈ28. ８. 29 店舗機能再構築実施
Ｈ29. ５. 29 北阿万センター乾燥冷蔵施設　竣工
Ｈ31. ３. 28 本所敷地と市道の付け替え整備完了

２．機構図

３．組合員数

個　　　人
法　　　人

個　　　人
法　　　人

４．組合員組織の状況

（令和２年４月１日現在）

９,３３１

令和元年度

５,７３５
５,７２１

１４
３,５９６

３４

（単位：人、団体）

区　　分

 正組合員

 准組合員

増　　減平成３０年度

８
花 卉 部 会

１,７２５
１,７９７
１,０５８
１,４７６

７
１３
１１
７

た ま ね ぎ 部 会

はくさい、キャベツ部会

レ タ ス 部 会

ト マ ト 部 会

し き み 部 会

枇 杷 部 会

△７５
△７９

４

８,４８９
黒 岩 水 仙 部 会
年 金 友 の 会

構　成　員　数

菊 部 会

青 色 申 告 部 会
各 種 研 究 会
花 苗 部 会

３
２２９
１８９

１,２２４
２００

５,８１０
５,８００

１０
３,５２７
３,４９３

５

６９

０
△６

構　成　員　数 組　織　名

３４
９,３３７

３,５６２

組　織　名

合　   計

（単位：人）

６９

和 牛 部 会
農 会 長 会

米 麦 部 会
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５．地区一覧

６．役員構成（役員一覧）

役　　員

代 表 理 事 組 合長

代表理事副組合長

常 務 理 事

常 務 理 事

理 事

〃

〃

〃

〃

〃

〃

７．職員数

区　　分

参 事 ０ (０) ０ (０) ０ (０)

一 般 職 員 １９４ (２９) １０６ (４１) ３００ (７０)

営 農 指 導 員 ２５ (０) ０ (０) ２５ (０)

生 活 指 導 員 ０ (０) １ (０) １ (０)

合 計 ２１９ (２９) １０７ (４１) ３２６ (７０)

（注）１．（　）はうち常用臨時雇用者です。

山　野　　　均

村　本　　　任

眞　野　和　典

川　本　啓　二

榎　本　繁　秋

林　　　政　弘

道　上　延　彦

男　　性

役　　員

理 事

〃

〃

〃

〃

〃

〃

代 表 監 事原　　　由　美

松　本　　　昇

女　　性

森　　　紘　一

氏　　名

原　口　和　幸

合　　計

常 勤 監 事

員 外 監 事

監 事

坂　部　信　行

高　川　欣　士

（単位：人）

（令和２年３月末現在）

阿　部　千　晃

福　田　昌　宏

西　條　眞　守

三　原　健　作

氏　　名

富　山　勝　己

服　部　祐　治

馬　野　　　均

齊　藤　勝　治

白　川　純　子

西淡地区（第２区）･･･松帆支所　湊センター　津井センター　伊加利阿那賀センター　志知支所

南あわじ市･･･本　所

緑　地区（第１区）･･･広田支所　倭文センター

三原地区（第３区）･･･榎列支所　八木支所　市支所　神代支所

南淡地区（第４区）･･･賀集支所　福良支所　阿万支所　灘センター　北阿万支所
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５．地区一覧

６．役員構成（役員一覧）

役　　員

代 表 理 事 組 合長

代表理事副組合長

常 務 理 事

常 務 理 事

理 事

〃

〃

〃

〃

〃

〃

７．職員数

区　　分

参 事 ０ (０) ０ (０) ０ (０)

一 般 職 員 １９４ (２９) １０６ (４１) ３００ (７０)

営 農 指 導 員 ２５ (０) ０ (０) ２５ (０)

生 活 指 導 員 ０ (０) １ (０) １ (０)

合 計 ２１９ (２９) １０７ (４１) ３２６ (７０)

（注）１．（　）はうち常用臨時雇用者です。

山　野　　　均

村　本　　　任

眞　野　和　典

川　本　啓　二

榎　本　繁　秋

林　　　政　弘

道　上　延　彦

男　　性

役　　員

理 事

〃

〃

〃

〃

〃

〃

代 表 監 事原　　　由　美

松　本　　　昇

女　　性

森　　　紘　一

氏　　名

原　口　和　幸

合　　計

常 勤 監 事

員 外 監 事

監 事

坂　部　信　行

高　川　欣　士

（単位：人）

（令和２年３月末現在）

阿　部　千　晃

福　田　昌　宏

西　條　眞　守

三　原　健　作

氏　　名

富　山　勝　己

服　部　祐　治

馬　野　　　均

齊　藤　勝　治

白　川　純　子

西淡地区（第２区）･･･松帆支所　湊センター　津井センター　伊加利阿那賀センター　志知支所

南あわじ市･･･本　所

緑　地区（第１区）･･･広田支所　倭文センター

三原地区（第３区）･･･榎列支所　八木支所　市支所　神代支所

南淡地区（第４区）･･･賀集支所　福良支所　阿万支所　灘センター　北阿万支所

８．事務所の名称及び所在地

店舗及び事務所名 所　　　　　在　　　　　地 電話番号
ＡＴＭ（現金自動化機
器）設置・稼働状況

本所 南あわじ市市青木１８の１ 平日/土/日/祝

広田支所 南あわじ市広田広田３２１ 平日/土/日/祝

倭文センター 南あわじ市倭文庄田４７０の３ 平日/土/日/祝

松帆支所 南あわじ市松帆高屋９８の１ 平日/土/日/祝

湊センター 南あわじ市湊５３６の８ 平日/土/日/祝

津井センター 南あわじ市津井１２２９の８ 平日/土/日/祝

伊加利阿那賀センター 南あわじ市伊加利５６９の２ 平日/土/日/祝

志知支所 南あわじ市志知鈩１００ 平日/土/日/祝

榎列支所 南あわじ市榎列大榎列１９０の１ 平日/土/日/祝

八木支所 南あわじ市八木鳥井４４０の２ 平日/土/日/祝

市支所 南あわじ市市三條８６０の１ 平日/土/日/祝

神代支所 南あわじ市神代地頭方１４６２ 平日/土/日/祝

賀集支所 南あわじ市賀集１１５６ 平日/土/日/祝

福良支所 南あわじ市福良乙６３ 平日/土/日/祝

阿万支所 南あわじ市阿万下町４６６の１ 平日/土/日/祝

灘センター 南あわじ市灘円実１２８の１の２ 平日/土/日/祝

北阿万支所 南あわじ市北阿万新田中６６の１ 平日/土/日/祝

農機自動車センター 南あわじ市神代地頭方１５４４の３ 設置なし

給油所 南あわじ市市青木１８の１ほか 設置なし

施設センター 南あわじ市市徳長６５１の１ 設置なし

旅行センター 南あわじ市市青木１８の１ 設置なし

ライスセンター 南あわじ市志知中島５１８ 設置なし

予冷センター 南あわじ市志知中島５１８ほか 設置なし

育苗センター 南あわじ市松帆高屋１０６ほか 設置なし

玉葱撰果場 南あわじ市広田広田コヤノ谷１２７１の１ほか 設置なし

集出荷場 南あわじ市広田広田コヤノ谷１２７１の１ほか 設置なし

畜産事業所 南あわじ市賀集１１５６ 設置なし

店舗外ＡＴＭ設置場所

店舗及び事務所名 所　　　　　在　　　　　地 電話番号
ＡＴＭ（現金自動化機
器）設置・稼働状況

ＳＰパルティ 南あわじ市市円行寺１５０ ― 平日/土/日/祝

イオン南淡路店 南あわじ市賀集八幡北３７８－１ ― 平日/土/日/祝

美菜恋来屋 南あわじ市八木養宜上１４０８ ― 平日/土/日/祝

南あわじ市役所前 南あわじ市市善光寺２２－１ ― 平日/土/日/祝

９．特定信用事業代理業者の状況　　

該当する事項ありません。

（令和２年３月現在）
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【経営資料】

Ⅰ　決算の状況

１．貸借対照表 （単位：百万円）
科　　　　　　　目 令和元年度 平成３０年度

資　　産　　の　　部 （令和２年３月３１日） （平成３１年３月３１日）

1　信用事業資産 ２１２,６６４ ２１３,９０１

　（1）現金 ４４３ ４７５

　（2）預金 １８４,３３３ １８５,１１６

　　　　　系統預金 １８４,２５９ １８５,０１７

　　　　　系統外預金 ７３ ９８

　（3）有価証券 ２,９６３ ３,８１１

　　　　　国債 － ３０１

　　　　　地方債 ９９９ １,０１６

　　　　　社債 １,９６３ ２,４９４

　（4）貸出金 ２３,７８２ ２３,３９８

　（5）その他の信用事業資産 １,２３７ １,１９６

　　　　　未収収益 ３７ ４８

　　　　　その他の資産 １,２００ １,１４８

　（6）貸倒引当金 △９６ △９７

2　共済事業資産 １３ １４

　（1）共済貸付金 － －

　（2）共済未収利息 － －

　（3）その他の共済事業資産 １３ １４

　（4）貸倒引当金 － －

3　経済事業資産 ２,６３２ ２,６４３

　（1）受取手形 － －

　（2）経済事業未収金 ７４５ ６２６

　（3）経済受託債権 ６１１ ６９１

　（4）棚卸資産 ４６９ ４４６

　　　　　購買品 ４２９ ４１９

　　　　　その他の棚卸資産 ３９ ２７

　（5）その他の経済事業資産 ８２６ ８９７

　（6）貸倒引当金 △２０ △１８

4　雑資産 ３３８ １７６

5　固定資産 ４,７４９ ４,９０６

　（1）有形固定資産 ４,７４５ ４,９０３

　　　　 建物 ４,９５９ ４,９６５

　　　　 機械装置 ２,５７２ ２,４８６

　　　　 土地 ２,７６８ ２,８１７

　　　　 リース資産 １５０ １５０

　　　　 建設仮勘定 ４９ －

　　　　 その他の有形固定資産 １,４５９ １,４９０

　　　　 減価償却累計額 △７,２１４ △７,００６

　（2）無形固定資産 ４ ３

6　外部出資 １０,７０４ ９,２４４

　（1）外部出資 １０,７０４ ９,２４４

　　　　 系統出資 １０,４８２ ９,０３１

　　　　 系統外出資 ２０１ １９３

　　　　 子会社等出資 ２０ ２０

　（2）外部出資等損失引当金 △０ △０

7　繰延税金資産 ８５ ６９

資　産　の　部　合　計 ２３１,１８８ ２３０,９５５
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【経営資料】

Ⅰ　決算の状況

１．貸借対照表 （単位：百万円）
科　　　　　　　目 令和元年度 平成３０年度

資　　産　　の　　部 （令和２年３月３１日） （平成３１年３月３１日）

1　信用事業資産 ２１２,６６４ ２１３,９０１

　（1）現金 ４４３ ４７５

　（2）預金 １８４,３３３ １８５,１１６

　　　　　系統預金 １８４,２５９ １８５,０１７

　　　　　系統外預金 ７３ ９８

　（3）有価証券 ２,９６３ ３,８１１

　　　　　国債 － ３０１

　　　　　地方債 ９９９ １,０１６

　　　　　社債 １,９６３ ２,４９４

　（4）貸出金 ２３,７８２ ２３,３９８

　（5）その他の信用事業資産 １,２３７ １,１９６

　　　　　未収収益 ３７ ４８

　　　　　その他の資産 １,２００ １,１４８

　（6）貸倒引当金 △９６ △９７

2　共済事業資産 １３ １４

　（1）共済貸付金 － －

　（2）共済未収利息 － －

　（3）その他の共済事業資産 １３ １４

　（4）貸倒引当金 － －

3　経済事業資産 ２,６３２ ２,６４３

　（1）受取手形 － －

　（2）経済事業未収金 ７４５ ６２６

　（3）経済受託債権 ６１１ ６９１

　（4）棚卸資産 ４６９ ４４６

　　　　　購買品 ４２９ ４１９

　　　　　その他の棚卸資産 ３９ ２７

　（5）その他の経済事業資産 ８２６ ８９７

　（6）貸倒引当金 △２０ △１８

4　雑資産 ３３８ １７６

5　固定資産 ４,７４９ ４,９０６

　（1）有形固定資産 ４,７４５ ４,９０３

　　　　 建物 ４,９５９ ４,９６５

　　　　 機械装置 ２,５７２ ２,４８６

　　　　 土地 ２,７６８ ２,８１７

　　　　 リース資産 １５０ １５０

　　　　 建設仮勘定 ４９ －

　　　　 その他の有形固定資産 １,４５９ １,４９０

　　　　 減価償却累計額 △７,２１４ △７,００６

　（2）無形固定資産 ４ ３

6　外部出資 １０,７０４ ９,２４４

　（1）外部出資 １０,７０４ ９,２４４

　　　　 系統出資 １０,４８２ ９,０３１

　　　　 系統外出資 ２０１ １９３

　　　　 子会社等出資 ２０ ２０

　（2）外部出資等損失引当金 △０ △０

7　繰延税金資産 ８５ ６９

資　産　の　部　合　計 ２３１,１８８ ２３０,９５５

科　　　　　　　  目 令和元年度 平成３０年度

負    債    の    部 （令和２年３月３１日） （平成３１年３月３１日）

1　信用事業負債 ２１０,９１６ ２１０,３９５

　（1）貯金 ２１０,４９６ ２０９,７１５

　（2）借入金 １８ ２２

　（3）その他の信用事業負債 ４０１ ６５８

　　　　　未払費用 ８３ ９０

　　　　　その他の負債 ３１８ ５６８

2　共済事業負債 ４８０ ７４８

　（1）共済借入金 － －

　（2）共済資金 １９４ ４６４

　（3）共済未払利息 － －

　（4）未経過共済付加収入 ２７２ ２６５

　（5）その他の共済事業負債 １３ １８

3　経済事業負債 １,７７６ １,６９１

　（1）経済事業未払金 ７１０ ６５６

　（2）経済受託債務 ３９３ ３６３

　（3）その他の経済事業負債 ６７１ ６７０

4　設備借入金 ２ ５

5　雑負債 ２７１ ４１０

　（1）未払法人税等 ３０ ９８

　（2）リース債務 ４６ ６９

　（3）資産除去債務 ３２ ３１

　（4）その他の負債 １６１ ２１１

6　諸引当金 ３７８ ３６３

　（1）賞与引当金 １７７ １７８

　（2）退職給付引当金 １７６ １６６

　（3）役員退職慰労引当金 ２４ １８

負債の部合計 ２１３,８２５ ２１３,６１５

純資産の部

1　組合員資本 １７,２４８ １７,１９２

　（1）出資金 ３,９４３ ３,９４１

　　　（うち後配出資金） (３６) (３２)

　（2）資本準備金 ４１ ４１

　（3）利益剰余金 １３,２７２ １３,２１９

　　　　 利益準備金 ４,３１６ ４,２１６

　　　　 その他利益剰余金 ８,９５６ ９,００３

　　　　 　信用事業基盤強化積立金 １,０６９ １,０４９

　　　　 　施設整備積立金 １,７４０ １,６９０

　　　　 　農業経営安定積立金 ８５５ ４０

　　　　 　合併記念事業積立金 ２２ ７８０

　　　　　 災害対策積立金 ４００ ３５０

　　　　 　農業振興積立金 ４４ ４３

　　　　 　特別積立金 ４,２１３ ４,２１３

　　　　 　当期未処分剰余金

（又は当期未処理損失金）

　　　　　 （うち当期剰余金

（又は当期損失金））

　（4）処分未済持分 △９ △１０

2　評価・換算差額等 １１３ １４７

　　その他有価証券評価差額金 １１３ １４７

純資産の部合計 １７,３６２ １７,３４０

負債及び純資産の部合計 ２３１,１８８ ２３０,９５５

６１２ ８３７

(２０８) (４４１)
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２．損益計算書

令和元年度 平成３０年度
（平成31年4月1日 ～ 令和2年3月31日） （平成30年4月1日 ～ 平成31年3月31日）

1．事業総利益（又は事業総損失） ２,７４４ ２,８３２
　 事業収益 ９,９２２ －
 　事業費用 ７,１７７ －
　（１）信用事業収益 １,６９５ １,７３６
　　　　　資金運用収益 １,６４３ １,６７４
　　　　　（うち預金利息） (１,０５４) (１,０５２)
　　　　　（うち有価証券利息） (４４) (５６)
　　　　　（うち貸出金利息） (２９９) (３１４)
　　　　　（うちその他受入利息） (２４４) (２５１)
　　　　　役務取引等収益 ２６ ２６
　　　　　その他事業直接収益 ０ ０
　　　　　その他経常収益 ２５ ３４
　（２）信用事業費用 ３９９ ４８０
　　　　　資金調達費用 １５８ １９１
　　　　　（うち貯金利息） (１５２) (１８５)
　　　　　（うち給付補填備金繰入） (２) (３)
　　　　　（うち借入金利息） (０) (０)
　　　　　（うちその他支払利息） (２) (２)
　　　　　役務取引等費用 ３ ３
　　　　　その他事業直接費用 － －
　　　　　その他経常費用 ２３７ ２８４
　　　　　　(うち貸倒引当金繰入額(△戻入益)) (△１) (２３)
　　　　　（うち貸出金償却） (－) (－)
　信用事業総利益（又は信用事業総損失） １,２９６ １,２５６
　（３）共済事業収益 ７２２ ７４２
　　　　　共済付加収入 ６６３ ６８６
　　　　　共済貸付金利息 － ０
　　　　　その他の収益 ５９ ５５
　（４）共済事業費用 ７１ ７６
　　　　　共済借入金利息 － ０
　　　　　共済推進費 ５０ ５３
　　　　　共済保全費 ８ ９
　　　　　その他の費用 １１ １２
　　　　　　(うち貸倒引当金繰入額(△戻入益)) (－) (△０)
　共済事業総利益（又は共済事業総損失） ６５１ ６６５
　（５）購買事業収益 ５,８９５ ６,１６６
　　　　　購買品供給高 ５,６１２ ５,８９５
　　　　　購買手数料 １８３ １７６
　　　　　修理サービス料 ８５ ７９
　　　　　その他の収益 １４ １４
　（６）購買事業費用 ５,３０５ ５,６０２
　　　　　購買品供給原価 ５,１３３ ５,４２７
　　　　　購買供給費 ４８ ５８
　　　　　修理サービス費 ８２ ７８
　　　　　その他の費用 ４０ ３８
　　　　　　(うち貸倒引当金繰入額(△戻入益)) (１) (０)
　　　　　（うち貸倒損失） (－) (－)
　購買事業総利益（又は購買事業総損失） ５８９ ５６４
　（７）特産事業収益 ９１２ ７８７
　　　　  特産買取販売品販売高 １５３ －
　　　　　特産手数料 １９０ １８５
　　　　　特産収益 ５０１ ５２３
　　　　　その他の収益 ６７ ７９
　（８）特産事業費用 ８８９ ５７４
　　　　  特産買取販売品販売原価 １２６ －
　　　　　特産費用 ７４８ ５６２
　　　　　その他の費用 １４ １２
　　　　　　(うち貸倒引当金繰入額(△戻入益)) (０) (△０)
　特産事業総利益（又は特産事業総損失） ２３ ２１２
　（９）農産事業収益 ３４ ３２
　　　　　農産手数料 ２７ ２５
　　　　　その他の収益 ７ ６
　（１０）農産事業費用 １２ １２
　　　　　農産費用 １２ １２
　　　　　その他の費用 ０ ０
　　　　　　(うち貸倒引当金繰入額(△戻入益)) (０) (△０)
　農産事業総利益（又は農産事業総損失） ２２ ２０

科　　　　　　目

（単位：百万円）
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２．損益計算書

令和元年度 平成３０年度
（平成31年4月1日 ～ 令和2年3月31日） （平成30年4月1日 ～ 平成31年3月31日）

1．事業総利益（又は事業総損失） ２,７４４ ２,８３２
　 事業収益 ９,９２２ －
 　事業費用 ７,１７７ －
　（１）信用事業収益 １,６９５ １,７３６
　　　　　資金運用収益 １,６４３ １,６７４
　　　　　（うち預金利息） (１,０５４) (１,０５２)
　　　　　（うち有価証券利息） (４４) (５６)
　　　　　（うち貸出金利息） (２９９) (３１４)
　　　　　（うちその他受入利息） (２４４) (２５１)
　　　　　役務取引等収益 ２６ ２６
　　　　　その他事業直接収益 ０ ０
　　　　　その他経常収益 ２５ ３４
　（２）信用事業費用 ３９９ ４８０
　　　　　資金調達費用 １５８ １９１
　　　　　（うち貯金利息） (１５２) (１８５)
　　　　　（うち給付補填備金繰入） (２) (３)
　　　　　（うち借入金利息） (０) (０)
　　　　　（うちその他支払利息） (２) (２)
　　　　　役務取引等費用 ３ ３
　　　　　その他事業直接費用 － －
　　　　　その他経常費用 ２３７ ２８４
　　　　　　(うち貸倒引当金繰入額(△戻入益)) (△１) (２３)
　　　　　（うち貸出金償却） (－) (－)
　信用事業総利益（又は信用事業総損失） １,２９６ １,２５６
　（３）共済事業収益 ７２２ ７４２
　　　　　共済付加収入 ６６３ ６８６
　　　　　共済貸付金利息 － ０
　　　　　その他の収益 ５９ ５５
　（４）共済事業費用 ７１ ７６
　　　　　共済借入金利息 － ０
　　　　　共済推進費 ５０ ５３
　　　　　共済保全費 ８ ９
　　　　　その他の費用 １１ １２
　　　　　　(うち貸倒引当金繰入額(△戻入益)) (－) (△０)
　共済事業総利益（又は共済事業総損失） ６５１ ６６５
　（５）購買事業収益 ５,８９５ ６,１６６
　　　　　購買品供給高 ５,６１２ ５,８９５
　　　　　購買手数料 １８３ １７６
　　　　　修理サービス料 ８５ ７９
　　　　　その他の収益 １４ １４
　（６）購買事業費用 ５,３０５ ５,６０２
　　　　　購買品供給原価 ５,１３３ ５,４２７
　　　　　購買供給費 ４８ ５８
　　　　　修理サービス費 ８２ ７８
　　　　　その他の費用 ４０ ３８
　　　　　　(うち貸倒引当金繰入額(△戻入益)) (１) (０)
　　　　　（うち貸倒損失） (－) (－)
　購買事業総利益（又は購買事業総損失） ５８９ ５６４
　（７）特産事業収益 ９１２ ７８７
　　　　  特産買取販売品販売高 １５３ －
　　　　　特産手数料 １９０ １８５
　　　　　特産収益 ５０１ ５２３
　　　　　その他の収益 ６７ ７９
　（８）特産事業費用 ８８９ ５７４
　　　　  特産買取販売品販売原価 １２６ －
　　　　　特産費用 ７４８ ５６２
　　　　　その他の費用 １４ １２
　　　　　　(うち貸倒引当金繰入額(△戻入益)) (０) (△０)
　特産事業総利益（又は特産事業総損失） ２３ ２１２
　（９）農産事業収益 ３４ ３２
　　　　　農産手数料 ２７ ２５
　　　　　その他の収益 ７ ６
　（１０）農産事業費用 １２ １２
　　　　　農産費用 １２ １２
　　　　　その他の費用 ０ ０
　　　　　　(うち貸倒引当金繰入額(△戻入益)) (０) (△０)
　農産事業総利益（又は農産事業総損失） ２２ ２０

科　　　　　　目

（単位：百万円）
令和元年度 平成３０年度

（平成31年4月1日 ～ 令和2年3月31日） （平成30年4月1日 ～ 平成31年3月31日）
科　　　　　　目

（単位：百万円）

　（１１）畜産事業収益 １３５ １４１
　　　　　その他の収益 １３５ １４１
　（１２）畜産事業費用 ６３ ５７
　　　　　その他の費用 ６３ ５７
　　　　　　(うち貸倒引当金繰入額(△戻入益)) (△0) (０)
　畜産事業総利益（又は畜産事業総損失） ７１ ８３
　（１３）保管事業収益 ２１ ２２
　（１４）保管事業費用 １０ １０
　　　　　　(うち貸倒引当金繰入額(△戻入益)) (△0) (０)
　保管事業総利益（又は保管事業総損失） １０ １１
　（１５）利用事業収益 ８９２ ８２６
　　　　　　施設センター収益 ４８５ ４２４
　　　　　　ライスセンター収益 ４０ ４３
　　　　　　予冷センター収益 １５２ １４６
　　　　　　育苗センター収益 １９１ １９０
　　　　　　その他利用事業収益 ２１ ２１
　（１６）利用事業費用 ７９４ ７８６
　　　　　　施設センター費用 ４４７ ４３１
　　　　　　ライスセンター費用 ４６ ５６
　　　　　　予冷センター費用 １１３ １２１
　　　　　　育苗センター費用 １６９ １６０
　　　　　　その他利用事業費用 １７ １５
　利用事業総利益（又は利用事業総損失） ９８ ４０
　（１７）郵便窓口業務収益 ０ ０
　（１８）郵便窓口業務費用 － － 
　郵便窓口業務総利益（又は郵便窓口業務総損失） ０ ０
　（１９）指導事業収入 ３７ ３５
　（２０）指導事業支出 ５６ ５８
　指導事業収支差額 △１９ △２２ 
2．事業管理費 ２,４５８ ２,４００
　　（１）人件費 １,９７４ １,９２７
　　（２）業務費 １９８ １８６
　　（３）諸税負担金 ９６ ９４
　　（４）施設費 １７１ １７３
　　（５）その他事業管理費 １７ １８
　事業利益（又は事業損失） ２８５ ４３２
3．事業外収益 １６５ １８９
　　（１）受取雑利息 ５ ４
　　（２）受取出資配当金 １２２ １２７
　　（３）賃貸料 １８ ２１
　　（４）雑収入 １８ ３６
4．事業外費用 １２５ １９
　　（１）支払雑利息 １ １
　　（２）寄付金 ０ ０
　　（３）ブランド奨励金 １８ １７
　　（４）経営安定対策金 ７７ － 
　　（５）合併記念事業費 ２７ － 
　経常利益（又は経常損失） ３２５ ６０２
5．特別利益 ０ ３
　  （１）固定資産処分益 ０ ０
　　（２）一般補助金 － ２
6．特別損失 ６６ ２６
　　（１）固定資産処分損 ７ ２３
　　（２）固定資産圧縮損 － ２
　　（３）その他の特別損失 ５８ －
　税引前当期利益（又は税引前当期損失） ２６０ ５７９
法人税・住民税及び事業税 ５６ １２４
法人税等調整額 △４ １３
法人税等合計 ５２ １３８
当期剰余金 ２０８ ４４１
当期首繰越剰余金 ２９３ ３８９
合併記念事業積立金取崩  ２７ －
農業経営安定積立金取崩 ７７ －
農業振興積立金取崩 ５ ６
当期未処分剰余金（又は当期未処理損失金）  ６１２  ８３７ 
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３．注記表

令和元年度注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）次に掲げるものの評価基準及び評価方法

① 有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法
ア 子会社株式等及び関連会社株式

移動平均法による原価法により評価しています。
イ その他有価証券

・時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）により評価しています。

・時価のないもの
移動平均法による原価法により評価しています。
なお、取得価額と券面金額との差額のうち、金利調整と認められる部分については償却原価法による取得

価額の修正を行っています。
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚 卸 資 産 の 種 類 評 価 方 法
購買品 肥 料 、 農 薬 等 の 単 品 ・ 数 量 管 理 品 総平均法に基づく原価法
購 買 品 農 機 部 品 等 の 売 価 管 理 品 売価還元法に基づく原価法
購 買 品 農 機 具 個別法に基づく原価法

貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しています。

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しています。ただし、平成 年 月 日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並び
に平成 年 月 日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しています。

② 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、ソフトウェアについては当組合における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しています。

（３）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている資産査定規程、資産査定事務要領、経理規程及び資産の償却・引当基準に則
り、次のとおり計上しております。
正常先債権及び要注意先債権については、それぞれ過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実

績率等で算定した金額を計上しています。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念

先）に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控
除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てています。なお、
破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる
債権については、当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価格から担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除した残額との差額を引き当てています。

破産、特別清算等法的に経営破綻の実質が発生している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと同等の状況
にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収
が可能と認められる額を控除し、その残額を引き当てています。

すべての債権は、資産査定規程及び資産査定事務要領に基づき資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署
から独立した内部監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

② 賞与引当金
職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期負担分を計上しています。

③ 退職給付引当金
職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末に発
生していると認められる額を計上しています。
なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務
とする方法を用いた簡便法を適用しています。

④ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しています。

⑤ 外部出資等損失引当金
当組合の外部出資先への出資に係る損失に備えるため、出資形態が株式のものについては有価証券の評価と

同様の方法により、株式以外のものについては貸出債権と同様の方法により、必要と認められる額を計上して
います。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理の方法
消費税及び地方消費税は、税抜方式による会計処理を行っています。

（５）計算書類に記載した金額の端数処理の方法
記載金額は、百万円未満は切り捨てて表示しており、金額百万円未満の科目については「 」で表示しています。
また金額の全くないものは「－」で表示しています。

２．表示方法の変更に関する注記
損益計算書の表示方法
農業協同組合法施行規則の改正に伴い、各事業の収益及び費用を合算し、各事業相互間の内部損益を除去した

「事業収益」「事業費用」を損益計算書に表示しています。
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３．注記表

令和元年度注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）次に掲げるものの評価基準及び評価方法

① 有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法
ア 子会社株式等及び関連会社株式

移動平均法による原価法により評価しています。
イ その他有価証券

・時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）により評価しています。

・時価のないもの
移動平均法による原価法により評価しています。
なお、取得価額と券面金額との差額のうち、金利調整と認められる部分については償却原価法による取得

価額の修正を行っています。
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚 卸 資 産 の 種 類 評 価 方 法
購買品 肥 料 、 農 薬 等 の 単 品 ・ 数 量 管 理 品 総平均法に基づく原価法
購 買 品 農 機 部 品 等 の 売 価 管 理 品 売価還元法に基づく原価法
購 買 品 農 機 具 個別法に基づく原価法

貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しています。

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しています。ただし、平成 年 月 日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並び
に平成 年 月 日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しています。

② 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、ソフトウェアについては当組合における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しています。

（３）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている資産査定規程、資産査定事務要領、経理規程及び資産の償却・引当基準に則
り、次のとおり計上しております。
正常先債権及び要注意先債権については、それぞれ過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実

績率等で算定した金額を計上しています。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念

先）に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控
除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てています。なお、
破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる
債権については、当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価格から担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除した残額との差額を引き当てています。

破産、特別清算等法的に経営破綻の実質が発生している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと同等の状況
にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収
が可能と認められる額を控除し、その残額を引き当てています。

すべての債権は、資産査定規程及び資産査定事務要領に基づき資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署
から独立した内部監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

② 賞与引当金
職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期負担分を計上しています。

③ 退職給付引当金
職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末に発
生していると認められる額を計上しています。
なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務
とする方法を用いた簡便法を適用しています。

④ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しています。

⑤ 外部出資等損失引当金
当組合の外部出資先への出資に係る損失に備えるため、出資形態が株式のものについては有価証券の評価と

同様の方法により、株式以外のものについては貸出債権と同様の方法により、必要と認められる額を計上して
います。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理の方法
消費税及び地方消費税は、税抜方式による会計処理を行っています。

（５）計算書類に記載した金額の端数処理の方法
記載金額は、百万円未満は切り捨てて表示しており、金額百万円未満の科目については「 」で表示しています。
また金額の全くないものは「－」で表示しています。

２．表示方法の変更に関する注記
損益計算書の表示方法
農業協同組合法施行規則の改正に伴い、各事業の収益及び費用を合算し、各事業相互間の内部損益を除去した

「事業収益」「事業費用」を損益計算書に表示しています。

３．貸借対照表に関する注記
【資産に係る圧縮記帳額を直接控除した場合における各資産の資産項目別の圧縮記帳額】

（１）資産に係る圧縮記帳額の直接控除額は次のとおりです。 （百万円）
項 目 金 額

建 物
機 械 装 置
土 地
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

合 計

平成 年４月１日以降における固定資産の補助金の圧縮額の累計を計上しています。

【担保に供した資産等】
（２）為替決済等の代用として、定期預金 百万円を差し入れています。

【子会社等に対する金銭債権・債務の総額】
（３）子会社等に対する金銭債権の総額 百万円

子会社等に対する金銭債務の総額 百万円

【貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳】
（４）破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の額は、次のとおりです。

（百万円）
項 目 金 額

破 綻 先 債 権 －
延 滞 債 権
３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 －
貸 出 条 件 緩 和 債 権 －

合 計
（注）１．破綻先債権

元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁
済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収
利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 年政令第 号）第 条第１項第３号のイ
からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金です。

２．延滞債権
未収利息不計上貸出金であって、 に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし

て利息の支払を猶予したもの以外の貸出金です。
３．３カ月以上延滞債権

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金（ 及び に掲げるものを
除く。）です。

４．貸出条件緩和債権
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の滅免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出金（ 、 及び に掲げるものを除く。）です。
５．上記に掲げた額については、貸倒引当金控除前の金額です。

４．損益計算書に関する注記
「子会社等との取引高」

（１） 子会社等との取引による収益総額 百万円
うち事業取引高 百万円
うち事業取扱高以外の取引高 百万円

（２） 子会社等との取引による費用総額 百万円
うち事業取引高 百万円
うち事業取扱高以外の取引高 百万円

「減損損失」
（３） 減損損失に関する注記

①グルーピングの方法と共用資産の概要
当組合では、投資の意思決定を行う単位としてグルーピングを実施した結果、信用共済・経済事業につい

ては支所ごと、金融事業を譲渡した経済センターは近隣の支所との密接な関連があり、経済センターを組合
員が利用することによって、近隣支所のキャッシュフロー生成に寄与していると考えるため支所グループと
して区分しています。また、本所のみならず、給油所、農機自動車センター、施設センター、育苗センター、
および畜産事業所はＪＡ全体のキャッシュフロー生成に寄与していると考えられるため、全体共用資産とし
ています。

②減損損失を計上した資産または資産グループの概要と減損損失の内訳

場 所
広田ライスセンター
（南あわじ市広田広田 ）

用 途 遊休資産
種 類 土地、建物およびその他

金 額
百万円

（うち土地 百万円）
（うち建物 百万円）

③減損損失に至った経緯
上記資産については、ライスセンター再編により遊休資産となっているため、処分可能額で評価し、減損

損失を認識しました。
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④回収可能額の算定方法等
回収可能価額は正味売却可能価額を採用しており、その時価は固定資産税評価額に基づき算定されていま

す。

５．金融商品に関する注記
＜金融商品の状況に関する事項＞
（１） 金融商品に対する取り組み方針

当組合は組合員等から預かった貯金を原資に、組合員や地域内の事業者等へ貸付けを行い、また余裕金を兵庫
県信用農業協同組合連合会へ預けているほか、国債や地方債などの債券による運用を行っています。

（２） 金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、

契約不履行によってもたらされる信用リスクがあります。また有価証券はすべて債券であり、純投資目的 その
他有価証券 で保有しています。これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクが
あります。

（３） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常
の貸出取引については、本所に審査課を設置し各支所との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査
にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳
格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、
資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に
取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基づき必
要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。
② 市場リスクの管理

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、財務
の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、
資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努め
ています。
とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保有有価証券

ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成する
ＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決
定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行ってい
ます。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的
にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

市場リスクに係る定量的情報（トレーディング目的以外の金融商品）
当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合において、主要なリ

スク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、有価証券のうちその他有価証券に
分類している債券、貯金及び借入金です。

当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた
経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当期末現在、指標となる金利が０ ２７ 上昇したもの
と想定した場合には、経済価値が１２４百万円減少するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考
慮していません。

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があり
ます。
なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額についても含めて計算しています。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の

確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商
品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

（４） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条
件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

＜金融商品の時価等に関する事項＞
（１） 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、時価を把握することが極
めて困難と認められるものについては、次表には含めず に記載しています （百万円）

項 目 貸借対照表計上額 時 価 差 額

預金

有価証券
その他有価証券 －

貸出金
貸倒引当金
貸倒引当金控除後

△

資 産 計
貯金

負 債 計
貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。
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④回収可能額の算定方法等
回収可能価額は正味売却可能価額を採用しており、その時価は固定資産税評価額に基づき算定されていま

す。

５．金融商品に関する注記
＜金融商品の状況に関する事項＞
（１） 金融商品に対する取り組み方針

当組合は組合員等から預かった貯金を原資に、組合員や地域内の事業者等へ貸付けを行い、また余裕金を兵庫
県信用農業協同組合連合会へ預けているほか、国債や地方債などの債券による運用を行っています。

（２） 金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、

契約不履行によってもたらされる信用リスクがあります。また有価証券はすべて債券であり、純投資目的 その
他有価証券 で保有しています。これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクが
あります。

（３） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常
の貸出取引については、本所に審査課を設置し各支所との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査
にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳
格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、
資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に
取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基づき必
要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。
② 市場リスクの管理

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、財務
の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、
資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努め
ています。
とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保有有価証券

ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成する
ＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決
定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行ってい
ます。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的
にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

市場リスクに係る定量的情報（トレーディング目的以外の金融商品）
当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合において、主要なリ

スク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、有価証券のうちその他有価証券に
分類している債券、貯金及び借入金です。

当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた
経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当期末現在、指標となる金利が０ ２７ 上昇したもの
と想定した場合には、経済価値が１２４百万円減少するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考
慮していません。

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があり
ます。
なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額についても含めて計算しています。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の

確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商
品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

（４） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条
件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

＜金融商品の時価等に関する事項＞
（１） 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、時価を把握することが極
めて困難と認められるものについては、次表には含めず に記載しています （百万円）

項 目 貸借対照表計上額 時 価 差 額

預金

有価証券
その他有価証券 －

貸出金
貸倒引当金
貸倒引当金控除後

△

資 産 計
貯金

負 債 計
貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

（２） 金融商品の時価の算定方法
【資産】
① 預金
満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期

のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート
で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
② 有価証券
取引金融機関から提示された価格によっています。

③ 貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大き

く異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額とし
て算定しています。

なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリーレートで
ある円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に対する帳簿価額の割
合を乗じ、貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定しています。

また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代
わる金額としています。

【負債】
貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額 帳簿価額 を時価とみなしています。また、定期性
貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートである円Ｌｉｂ
ｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

（３） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは（１）の金融商
品の時価情報には含まれていません。

外部出資 貸借対照表計上額 百万円
市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難であると認められるため、時価
開示の対象とはしていません。
外部出資に対応する、外部出資等損失引当金 百万円を控除して表示しています。

（４） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 （百万円）

項 目 年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

預金 － － － － －

有価証券

その他有価証券のう

ち満期があるもの
－

貸出金

合 計

（ ）貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く） 百万円については「 年以内」に含めています。また、期限の
ない劣後特約付ローンについては「 年超」に含めています。

（ ）貸出金のうち、 ヶ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等 百万円は償還の予定が見込まれないため、
含めていません。
（ ）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金額の一部実行案件 百万円は償還日が特定できないため、含めて
いません。

（５）有利子負債の決算日後の返済予定額 （百万円）

項 目 年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内 年超

貯金

要求払貯金については「 年以内」に含めています。

６．有価証券に関する注記
（１）有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次のとおりです。

その他有価証券において、種類ごとの取得原価または償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額につい
ては、次のとおりです。 （百万円）

項 目
取得原価または
償却原価 貸借対照表計上額 評価差額（＊）

貸借対照表計上額が取得原価
または償却原価を超えるもの

債券
国債 － － －
地方債
社債

＊上記評価差額から繰延税金負債 百万円を差し引いた額 百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれて
います。
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７．退職給付に関する注記
（１）採用している退職給付制度

職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づく退職一時金制度に加えて、全国共済農業協同組合連合会、㈱
りそな銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行㈱との契約による確定給付型年金制度及び一般財団法人全国農林漁業団体共済会と
の契約による農林漁業団体職員退職給付金制度を採用しています。農林漁業団体職員退職給付金制度の積立額は
百万円です。
なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法を用いた簡便法を適用しています。

（２）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 （百万円）
項 目 金 額

①期首における退職給付引当金
②退職給付費用
③確定給付型年金制度への拠出金 △

④期末における退職給付引当金

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 （百万円）
項 目 金 額

①退職給付債務
②確定給付型年金制度の積立金 △

③未積立退職給付債務（①＋②）
退職給付引当金

（４）退職給付に関連する損益 （百万円）
項 目 金 額

① 勤務費用
② 臨時に支払った割増退職金

退職給付費用（①＋②）
（注）農林漁業団体職員退職給付金制度への拠出金 百万円は「福利厚生費」で処理しています。

（５）特例業務負担金の将来見込額
人件費のうち福利厚生費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林

漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第 条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例
年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金 百万円を含めて計上しています。
なお、同組合より示された令和 年 月現在における令和 年 月までの特例業務負担金の将来見込額は 百

万円となっています。

８．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等は、次のとおりです。

（百万円）
主な内訳 当期末

繰
延
税
金
資
産

退職給付引当金
賞与引当金
固定資産減損損失
資産除去債務
未払社会保険料
役員退職慰労引当金
貸倒引当金超過額
未払事業税
そ の 他

小 計
評価性引当額 △

合 計

繰
延
税

金
負
債

その他有価証券評価差額金 △
固定資産（資産除去債務） △
その他 △

合 計② △
繰延税金資産の純額

（２）法定実効税率と法人税等の負担率との差異の主な原因 （％）
項 目 当 期 末

法定実効税率

調

整

交際費等永久に損金に算入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △
事業分量配当金 △
住民税均等割
評価性引当額の増減
税額控除 △
そ の 他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

９ キャッシュ・フロー計算書に関する注記

キャッシュ・フロー計算書は、連結キャッシュ・フロー計算書にて記載しております。
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７．退職給付に関する注記
（１）採用している退職給付制度

職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づく退職一時金制度に加えて、全国共済農業協同組合連合会、㈱
りそな銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行㈱との契約による確定給付型年金制度及び一般財団法人全国農林漁業団体共済会と
の契約による農林漁業団体職員退職給付金制度を採用しています。農林漁業団体職員退職給付金制度の積立額は
百万円です。
なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法を用いた簡便法を適用しています。

（２）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 （百万円）
項 目 金 額

①期首における退職給付引当金
②退職給付費用
③確定給付型年金制度への拠出金 △

④期末における退職給付引当金

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 （百万円）
項 目 金 額

①退職給付債務
②確定給付型年金制度の積立金 △

③未積立退職給付債務（①＋②）
退職給付引当金

（４）退職給付に関連する損益 （百万円）
項 目 金 額

① 勤務費用
② 臨時に支払った割増退職金

退職給付費用（①＋②）
（注）農林漁業団体職員退職給付金制度への拠出金 百万円は「福利厚生費」で処理しています。

（５）特例業務負担金の将来見込額
人件費のうち福利厚生費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林

漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第 条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例
年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金 百万円を含めて計上しています。
なお、同組合より示された令和 年 月現在における令和 年 月までの特例業務負担金の将来見込額は 百

万円となっています。

８．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等は、次のとおりです。

（百万円）
主な内訳 当期末

繰
延
税
金
資
産

退職給付引当金
賞与引当金
固定資産減損損失
資産除去債務
未払社会保険料
役員退職慰労引当金
貸倒引当金超過額
未払事業税
そ の 他

小 計
評価性引当額 △

合 計

繰
延
税

金
負
債

その他有価証券評価差額金 △
固定資産（資産除去債務） △
その他 △

合 計② △
繰延税金資産の純額

（２）法定実効税率と法人税等の負担率との差異の主な原因 （％）
項 目 当 期 末

法定実効税率

調

整

交際費等永久に損金に算入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △
事業分量配当金 △
住民税均等割
評価性引当額の増減
税額控除 △
そ の 他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

９ キャッシュ・フロー計算書に関する注記

キャッシュ・フロー計算書は、連結キャッシュ・フロー計算書にて記載しております。

平成３０年度注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）次に掲げるものの評価基準及び評価方法

① 有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法
ア 子会社株式等及び関連会社株式

移動平均法による原価法により評価しています。
イ その他有価証券

・時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）により評価しています。

・時価のないもの
移動平均法による原価法により評価しています。
なお、取得価額と券面金額との差額のうち、金利調整と認められる部分については償却原価法による取得

価額の修正を行っています。
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚 卸 資 産 の 種 類 評 価 方 法
購買品 肥 料 、 農 薬 等 の 単 品 ・ 数 量 管 理 品 総平均法に基づく原価法
購 買 品 農 機 部 品 等 の 売 価 管 理 品 売価還元法に基づく原価法
購 買 品 農 機 具 個別法に基づく原価法

貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しています。

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しています。ただし、平成 年 月 日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並び
に平成 年 月 日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しています。

② 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、ソフトウェアについては当組合における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しています。

（３）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている資産査定規程、資産査定事務要領、経理規程及び資産の償却・引当基準に則
り、次のとおり計上しております。
正常先債権及び要注意先債権については、それぞれ過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実

績率等で算定した金額を計上しています。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念

先）に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控
除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てています。なお、
破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる
債権については、当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価格から担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除した残額との差額を引き当てています。

破産、特別清算等法的に経営破綻の実質が発生している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと同等の状況
にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収
が可能と認められる額を控除し、その残額を引き当てています。

すべての債権は、資産査定規程及び資産査定事務要領に基づき資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署
から独立した内部監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

② 賞与引当金
職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期負担分を計上しています。

③ 退職給付引当金
職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末に発
生していると認められる額を計上しています。
なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務
とする方法を用いた簡便法を適用しています。

④ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しています。

⑤ 外部出資等損失引当金
当組合の外部出資先への出資に係る損失に備えるため、出資形態が株式のものについては有価証券の評価と

同様の方法により、株式以外のものについては貸出債権と同様の方法により、必要と認められる額を計上して
います。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理の方法
消費税及び地方消費税は、税抜方式による会計処理を行っています。

（５）決算書類に記載した金額の端数処理の方法
記載金額は、百万円未満は切り捨てて表示しており、金額百万円未満の科目については「 」で表示しています。
また金額の全くないものは「－」で表示しています。

２．会計方針の変更に関する注記
棚卸資産の評価方法
購買品の評価方法は、従来、売価還元法によっていましたが、数量受払に基づく評価額を反映するため、当事業

年度から数量受払を行うものは総平均法に変更しました。
当該会計方針の変更に伴って、購買システムを当事業年度に変更したため、前事業年度末の購買品の帳簿価額を当

事業年度の期首残高として、期首から将来にわたり総平均法を適用しています。この変更による影響は軽微です。
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３．貸借対照表に関する注記
【資産に係る圧縮記帳額を直接控除した場合における各資産の資産項目別の圧縮記帳額】

（１）資産に係る圧縮記帳額の直接控除額は次のとおりです。 （百万円）
項 目 金 額

建 物
機 械 装 置
土 地
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

合 計

平成 年４月１日以降における固定資産の補助金の圧縮額の累計を計上しています。

【担保に供した資産等】
（２）為替決済等の代用として、定期預金 百万円を差し入れています。

【子会社等に対する金銭債権・債務の総額】
（３）子会社等に対する金銭債権の総額 百万円

子会社等に対する金銭債務の総額 百万円

【貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳】
（４）破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の額は、次のとおりです。

（百万円）
項 目 金 額

破 綻 先 債 権 －
延 滞 債 権
３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 －
貸 出 条 件 緩 和 債 権 －

合 計
（注）１．破綻先債権

元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁
済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収
利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 年政令第 号）第 条第１項第３号のイ
からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金です。

２．延滞債権
未収利息不計上貸出金であって、 に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし

て利息の支払を猶予したもの以外の貸出金です。
３．３カ月以上延滞債権

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金（ 及び に掲げるものを
除く。）です。

４．貸出条件緩和債権
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の滅免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出金（ 、 及び に掲げるものを除く。）です。
５．上記に掲げた額については、貸倒引当金控除前の金額です。

４．損益計算書に関する注記
「子会社等との取引高」

（１） 子会社等との取引による収益総額 百万円
うち事業取引高 百万円
うち事業取引以外の取引高 百万円

（２） 子会社等との取引による費用総額 百万円
うち事業取引高 百万円
うち事業取引以外の取引高 百万円

５．金融商品に関する注記
＜金融商品の状況に関する事項＞
（１） 金融商品に対する取り組み方針

当組合は組合員等から預かった貯金を原資に、組合員や地域内の事業者等へ貸付けを行い、また余裕金を兵庫
県信用農業協同組合連合会へ預けているほか、国債や地方債などの債券による運用を行っています。

（２） 金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、

契約不履行によってもたらされる信用リスクがあります。また有価証券はすべて債券であり、純投資目的 その
他有価証券 で保有しています。これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクが
あります。

（３） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常
の貸出取引については、本所に融資課を設置し各支所との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査
にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳
格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、
資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に
取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基づき必
要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。
② 市場リスクの管理
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３．貸借対照表に関する注記
【資産に係る圧縮記帳額を直接控除した場合における各資産の資産項目別の圧縮記帳額】

（１）資産に係る圧縮記帳額の直接控除額は次のとおりです。 （百万円）
項 目 金 額

建 物
機 械 装 置
土 地
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

合 計

平成 年４月１日以降における固定資産の補助金の圧縮額の累計を計上しています。

【担保に供した資産等】
（２）為替決済等の代用として、定期預金 百万円を差し入れています。

【子会社等に対する金銭債権・債務の総額】
（３）子会社等に対する金銭債権の総額 百万円

子会社等に対する金銭債務の総額 百万円

【貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳】
（４）破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の額は、次のとおりです。

（百万円）
項 目 金 額

破 綻 先 債 権 －
延 滞 債 権
３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 －
貸 出 条 件 緩 和 債 権 －

合 計
（注）１．破綻先債権

元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁
済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収
利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 年政令第 号）第 条第１項第３号のイ
からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金です。

２．延滞債権
未収利息不計上貸出金であって、 に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし

て利息の支払を猶予したもの以外の貸出金です。
３．３カ月以上延滞債権

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金（ 及び に掲げるものを
除く。）です。

４．貸出条件緩和債権
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の滅免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出金（ 、 及び に掲げるものを除く。）です。
５．上記に掲げた額については、貸倒引当金控除前の金額です。

４．損益計算書に関する注記
「子会社等との取引高」

（１） 子会社等との取引による収益総額 百万円
うち事業取引高 百万円
うち事業取引以外の取引高 百万円

（２） 子会社等との取引による費用総額 百万円
うち事業取引高 百万円
うち事業取引以外の取引高 百万円

５．金融商品に関する注記
＜金融商品の状況に関する事項＞
（１） 金融商品に対する取り組み方針

当組合は組合員等から預かった貯金を原資に、組合員や地域内の事業者等へ貸付けを行い、また余裕金を兵庫
県信用農業協同組合連合会へ預けているほか、国債や地方債などの債券による運用を行っています。

（２） 金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、

契約不履行によってもたらされる信用リスクがあります。また有価証券はすべて債券であり、純投資目的 その
他有価証券 で保有しています。これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクが
あります。

（３） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常
の貸出取引については、本所に融資課を設置し各支所との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査
にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳
格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、
資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に
取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基づき必
要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。
② 市場リスクの管理

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、財務
の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、
資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努め
ています。
とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保有有価証券

ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成する
ＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決
定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行ってい
ます。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的
にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

市場リスクに係る定量的情報（トレーディング目的以外の金融商品）
当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合において、主要なリ

スク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、有価証券のうちその他有価証券に
分類している債券、貯金及び借入金です。

当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた
経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当期末現在、指標となる金利が０ ２０ 上昇したもの
と想定した場合には、経済価値が４２百万円減少するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考
慮していません。

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があり
ます。
なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額についても含めて計算しています。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の

確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商
品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

（４） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条
件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

＜金融商品の時価等に関する事項＞
（１） 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、時価を把握することが極
めて困難と認められるものについては、次表には含めず に記載しています （百万円）

項 目 貸借対照表計上額 時 価 差 額

預金 △

有価証券
その他有価証券 －

貸出金
貸倒引当金
貸倒引当金控除後

△

資 産 計
貯金

負 債 計
貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

（２） 金融商品の時価の算定方法
【資産】
① 預金
満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期

のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート
で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
② 有価証券
債券は取引金融機関等から提示された価格によっています。

③ 貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大き

く異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額とし
て算定しています。

なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリーレートで
ある円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に対する帳簿価額の割
合を乗じ、貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定しています。

また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代
わる金額としています。

【負債】
貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額 帳簿価額 を時価とみなしています。また、定期性
貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏ
ｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
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（３） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは（１）の金融商
品の時価情報には含まれていません。

外部出資 貸借対照表計上額 百万円
市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難であると認められるため、時価
開示の対象とはしていません。
外部出資に対応する、外部出資等損失引当金 百万円を控除して表示しています。

（４） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 （百万円）

項 目 年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

預金 － － － － －

有価証券

その他有価証券の
うち満期があるも
の

－

貸出金

合 計

（ ）貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く） 百万円については「 年以内」に含めています。また、期限の
ない劣後特約付ローンについては「 年超」に含めています。

（ ）貸出金のうち、 ヶ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等 百万円は償還の予定が見込まれないため、
含めていません。
（ ）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金額の一部実行案件 百万円は償還日が特定できないため、含めて
いません。

（５）有利子負債の決算日後の返済予定額 （百万円）

項 目 年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内 年超

貯金

要求払貯金については「 年以内」に含めています。

６．有価証券に関する注記
（１）有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次のとおりです。

その他有価証券において、種類ごとの取得原価または償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額につい
ては、次のとおりです。 （百万円）

項 目
取得原価または
償却原価 貸借対照表計上額 評価差額（＊）

貸借対照表計上額が取得原価
または償却原価を超えるもの

債券
国債
地方債
社債

小計
合 計

＊上記評価差額から繰延税金負債 百万円を差し引いた額 百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれて
います。

７．退職給付に関する注記
（１）採用している退職給付制度

職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づく退職一時金制度に加えて、全国共済農業協同組合連合会、㈱
りそな銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行㈱との契約による確定給付型年金制度及び一般財団法人全国農林漁業団体共済会と
の契約による農林漁業団体職員退職給付金制度を採用しています。農林漁業団体職員退職給付金制度の積立額は
百万円です。
なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法を用いた簡便法を適用しています。

（２）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 （百万円）
項 目 金 額

①期首における退職給付引当金
②退職給付費用
③退職給付の支払額 △
④確定給付型年金制度への拠出金 △
⑤期末における退職給付引当金

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 （百万円）
項 目 金 額

①退職給付債務
②確定給付型年金制度の積立額 △
③未積立退職給付債務（①＋②）

退職給付引当金
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（３） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは（１）の金融商
品の時価情報には含まれていません。

外部出資 貸借対照表計上額 百万円
市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難であると認められるため、時価
開示の対象とはしていません。
外部出資に対応する、外部出資等損失引当金 百万円を控除して表示しています。

（４） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 （百万円）

項 目 年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

預金 － － － － －

有価証券

その他有価証券の
うち満期があるも
の

－

貸出金

合 計

（ ）貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く） 百万円については「 年以内」に含めています。また、期限の
ない劣後特約付ローンについては「 年超」に含めています。

（ ）貸出金のうち、 ヶ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等 百万円は償還の予定が見込まれないため、
含めていません。
（ ）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金額の一部実行案件 百万円は償還日が特定できないため、含めて
いません。

（５）有利子負債の決算日後の返済予定額 （百万円）

項 目 年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内 年超

貯金

要求払貯金については「 年以内」に含めています。

６．有価証券に関する注記
（１）有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次のとおりです。

その他有価証券において、種類ごとの取得原価または償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額につい
ては、次のとおりです。 （百万円）

項 目
取得原価または
償却原価 貸借対照表計上額 評価差額（＊）

貸借対照表計上額が取得原価
または償却原価を超えるもの

債券
国債
地方債
社債

小計
合 計

＊上記評価差額から繰延税金負債 百万円を差し引いた額 百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれて
います。

７．退職給付に関する注記
（１）採用している退職給付制度

職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づく退職一時金制度に加えて、全国共済農業協同組合連合会、㈱
りそな銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行㈱との契約による確定給付型年金制度及び一般財団法人全国農林漁業団体共済会と
の契約による農林漁業団体職員退職給付金制度を採用しています。農林漁業団体職員退職給付金制度の積立額は
百万円です。
なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法を用いた簡便法を適用しています。

（２）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 （百万円）
項 目 金 額

①期首における退職給付引当金
②退職給付費用
③退職給付の支払額 △
④確定給付型年金制度への拠出金 △
⑤期末における退職給付引当金

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 （百万円）
項 目 金 額

①退職給付債務
②確定給付型年金制度の積立額 △
③未積立退職給付債務（①＋②）

退職給付引当金

（４）退職給付に関連する損益 （百万円）
項 目 金 額

③ 勤務費用
④ 臨時に支払った割増退職金

退職給付費用（①＋②）
（注）農林漁業団体職員退職給付金制度への拠出金 百万円は「福利厚生費」で処理しています。

（５）特例業務負担金の将来見込額
人件費のうち福利厚生費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林

漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第 条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例
年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金 百万円を含めて計上しています。
なお、同組合より示された平成 年 月現在における令和 年 月までの特例業務負担金の将来見込額は

百万円となっています。

８．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等は、次のとおりです。

（百万円）
主な内訳 当期末

繰
延
税
金
資
産

退職給付引当金
賞与引当金
固定資産減損損失
資産除去債務
未払社会保険料
役員退職慰労引当金
貸倒引当金超過額
未払事業税
そ の 他

小 計
評価性引当額 △

合 計①

繰
延
税

金
負
債

その他有価証券評価差額金 △
固定資産（資産除去債務） △
その他 △

合 計② △
繰延税金資産の純額

（２）法定実効税率と法人税等の負担率との差異の主な原因 （％）
項 目 当 期 末

法定実効税率

調

整

交際費等永久に損金に算入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △
事業分量配当金 △
住民税均等割
評価性引当額の増減 △
税額控除 △
そ の 他 △

税効果会計適用後の法人税等の負担率

９ キャッシュ・フロー計算書に関する注記

キャッシュ・フロー計算書は、連結キャッシュ・フロー計算書にて記載しております。
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４．剰余金処分計算書

（注）

１．普通出資に対する配当金及び後配出資に対する配当の割合は、次のとおりです。

　（１）普通出資に対する配当の割合　　　　　令和元年度　２.０％　　平成30年度　２.０％

　（２）後配出資に対する配当の割合　　　　　令和元年度　   ０％　　平成30年度　 　０％

２．事業分量配当金の基準は、次のとおりです。

      令和元年度　販売主要品目1㎏当たり１.０円です。

      平成30年度　販売主要品目1㎏当たり１.０円です。

４．任意積立金のうち目的積立金の種類、積立目的及び取崩、積立目標額、取崩基準等は次のとおりです。

種　　類 積立現在額

信用事業基盤
強化積立金

１,０６９

施設整備
積立金

１,７４０

合併記念事業
積立金

２２

農業経営安定
積立金

８５５

災害対策
積立金

４００

農業振興
積立金

４４

積立目標額

科　　　　　目
１　当期未処分剰余金
２　任意積立金取崩額

計
３　剰余金処分額

(1)　利益準備金
(2)　任意積立金
   　　特別積立金
   　　信用事業基盤強化積立

積立目的及び取崩基準

平成30年度
６１２

　　　後配出資に対する配当
(4)　事業分量配当金

・地域農業の維持・振興を図るために必要な資金を
積み立てる。
・担い手育成支援及び組合員営農施設の設置など地
域農業の維持・振興を図るために理事会で定める支
援策に基づく支出を行った場合にその相当額を取り
崩すことができる。

貯金残高の1,000分の5を目標と
して積立てる。

減価償却資産の取得価格の100
分の20を目標として積立てる。
（土地は除く）

１,０００

５００

５００

・この積立金は、金融情勢の急激な変化に対応する
ため、その影響の緩和および信用事業基盤の安定に
必要な資金を積み立てる。
・信用事業総利益が大幅（前年度比10％以上）に減
少した場合に減少相当額を取り崩すことができる。

・この積立金は、建物の建替え、大規模な改修・修
繕、新規取得・処分等の施設整備に要する資金を積
立てるものとする。
・建替え・改修・修繕・新規取得・処分に伴う支
出、減価償却費の大幅な増加、減損損失が発生した
場合に限り理事会の決議により取り崩すことができ
る。

・合併記念事業を実施することを目的に当該事業に
必要な額を積立てるものとする。
・実施事業年度に合併記念事業の経費相当額を取崩
すものとする。

・農産物価格の下落、災害による生産量の減少など
の場合に、生産農家の再生産を可能にする経済的支
援を行うために積立てるものとする。
・市場価格の著しい下落、災害による生産の大幅減
少などにより生産農家へ経済的支援を行った場合に
支援相当額を取り崩す。

　　　 農業振興積立金
(3)　出資配当金

・ＪＡおよび組合員に大きな影響を及ぼす地震、台
風・集中豪雨等の自然災害の発生および感染症の拡
大に備えることを目的とし、必要な資金を積立て
る。
・政令による激甚災害の指定、県による緊急事態措
置の発令など重大な事態が発生した場合にＪＡおよ
び地域の復興のために支出した経費相当額を取り崩
す。

４　次期繰越剰余金

－
  　　普通出資に対する配当

令和元年度

       施設整備積立金
       合併記念事業積立金
       農業経営安定積立金
　　　 災害対策積立金

１００
８４

－
２０
２０

３４０

－

－
６１２

５０
６

７８
２７１

８３７
－

８３７
５４３
１００
２８９

－

４４
－
－

７７
７７

※合併記念事業積立金については、新型コロナウィルス拡大によって一部事業を令和２年度以降に実施するため、取崩しについ
ては実施した事業年度に取崩すものとする。

※上記積立金の積立基準については、毎年度の当期剰余金を参酌し、計画性のある当期積立金額を、総代会の承認を得て積み立
てています。

（単位：百万円）

３．令和元年度　次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越金11百万円が含まれています。

　　平成 年度　次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越金23百万円が含まれています。

１００

（単位：百万円）

７８
７８

－
７６

２９３

２０
５０

９
１５３
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４．剰余金処分計算書

（注）

１．普通出資に対する配当金及び後配出資に対する配当の割合は、次のとおりです。

　（１）普通出資に対する配当の割合　　　　　令和元年度　２.０％　　平成30年度　２.０％

　（２）後配出資に対する配当の割合　　　　　令和元年度　   ０％　　平成30年度　 　０％

２．事業分量配当金の基準は、次のとおりです。

      令和元年度　販売主要品目1㎏当たり１.０円です。

      平成30年度　販売主要品目1㎏当たり１.０円です。

４．任意積立金のうち目的積立金の種類、積立目的及び取崩、積立目標額、取崩基準等は次のとおりです。

種　　類 積立現在額

信用事業基盤
強化積立金

１,０６９

施設整備
積立金

１,７４０

合併記念事業
積立金

２２

農業経営安定
積立金

８５５

災害対策
積立金

４００

農業振興
積立金

４４

積立目標額

科　　　　　目
１　当期未処分剰余金
２　任意積立金取崩額

計
３　剰余金処分額

(1)　利益準備金
(2)　任意積立金
   　　特別積立金
   　　信用事業基盤強化積立

積立目的及び取崩基準

平成30年度
６１２

　　　後配出資に対する配当
(4)　事業分量配当金

・地域農業の維持・振興を図るために必要な資金を
積み立てる。
・担い手育成支援及び組合員営農施設の設置など地
域農業の維持・振興を図るために理事会で定める支
援策に基づく支出を行った場合にその相当額を取り
崩すことができる。

貯金残高の1,000分の5を目標と
して積立てる。

減価償却資産の取得価格の100
分の20を目標として積立てる。
（土地は除く）

１,０００

５００

５００

・この積立金は、金融情勢の急激な変化に対応する
ため、その影響の緩和および信用事業基盤の安定に
必要な資金を積み立てる。
・信用事業総利益が大幅（前年度比10％以上）に減
少した場合に減少相当額を取り崩すことができる。

・この積立金は、建物の建替え、大規模な改修・修
繕、新規取得・処分等の施設整備に要する資金を積
立てるものとする。
・建替え・改修・修繕・新規取得・処分に伴う支
出、減価償却費の大幅な増加、減損損失が発生した
場合に限り理事会の決議により取り崩すことができ
る。

・合併記念事業を実施することを目的に当該事業に
必要な額を積立てるものとする。
・実施事業年度に合併記念事業の経費相当額を取崩
すものとする。

・農産物価格の下落、災害による生産量の減少など
の場合に、生産農家の再生産を可能にする経済的支
援を行うために積立てるものとする。
・市場価格の著しい下落、災害による生産の大幅減
少などにより生産農家へ経済的支援を行った場合に
支援相当額を取り崩す。

　　　 農業振興積立金
(3)　出資配当金

・ＪＡおよび組合員に大きな影響を及ぼす地震、台
風・集中豪雨等の自然災害の発生および感染症の拡
大に備えることを目的とし、必要な資金を積立て
る。
・政令による激甚災害の指定、県による緊急事態措
置の発令など重大な事態が発生した場合にＪＡおよ
び地域の復興のために支出した経費相当額を取り崩
す。

４　次期繰越剰余金

－
  　　普通出資に対する配当

令和元年度

       施設整備積立金
       合併記念事業積立金
       農業経営安定積立金
　　　 災害対策積立金

１００
８４

－
２０
２０

３４０

－

－
６１２

５０
６

７８
２７１

８３７
－

８３７
５４３
１００
２８９

－

４４
－
－

７７
７７

※合併記念事業積立金については、新型コロナウィルス拡大によって一部事業を令和２年度以降に実施するため、取崩しについ
ては実施した事業年度に取崩すものとする。

※上記積立金の積立基準については、毎年度の当期剰余金を参酌し、計画性のある当期積立金額を、総代会の承認を得て積み立
てています。

（単位：百万円）

３．令和元年度　次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越金11百万円が含まれています。

　　平成 年度　次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越金23百万円が含まれています。

１００

（単位：百万円）

７８
７８

－
７６

２９３

２０
５０

９
１５３

５．財務諸表の正確性等にかかる確認

２

６．会計監査人の監査

　令和元年度の貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書及び注記表は、農業協同組合法
第37条の２第３項の規定に基づき、みのり監査法人の監査を受けております。

確　　認　　書

　私は、当ＪＡの平成３1年４月１日から令和２年３月３１日までの事業年度にか
かるディスクロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関するすべて
の重要な点において適正に表示されていることを確認いたしました。
　
　確認を行うに当たり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、有
効に機能していることを確認しております。

（1）業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が整
備されております。

（2）業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効性
を検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されております。

（3）重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。

　　　　　　　　　　　　　　　　令和　２年　６月　１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　あわじ島農業協同組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表理事組合長　森　紘一
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７．キャッシュ・フロー計算書（間接法）　　
Ⅵ　連結情報に連結キャッシュ・フロー計算を掲載しております。

８．部門別損益計算書
（令和元年度）

計 信用事業 共済事業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業 共通管理費等

△17 

うち共通管理費　⑥ △732 

(うち減価償却費⑦) (△ 27)

△191 △12 △194 

うち共通分　⑩ △150 

うち共通分　⑫ △26 

△243 △1 △183 

－ － －

うち共通分  ⑮ － － － － － －

うち共通分　⑰ △58 

－ － － △187 

信　　用 共　　済 農業関連 営　　農

事　　業 事　　業 事　　業 指導事業

１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等は、次のとおりです。

（単位：百万円）

区　　　分

共 通 管 理 費 等

営 農 指 導 事 業

(うち減価償却費⑤)

　(1)　共通管理費等　　人頭割＋人件費を除く事業管理費割＋事業総利益割の平均値
　(2)　営農指導事業　　農業関連事業の事業総利益割

（注１）

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）は、次のとおりです。      （単位：％）

生活その他
事　　業

計

△266 △7 △187 

（注２）
生産農協として営農指導事業の多くが農業関連事業（購買事業・販売事業）に帰属していることを踏まえ、
配賦割合１００％とし、配賦額１８７百万円を農業関連事業に配賦しております。

営農指導事業分配賦額　⑲

営農指導事業分配賦後

税引前当期利益 ⑳

(⑱－⑲)

△453 △7 

経常利益 ⑬(⑧＋⑨－⑪)

特別利益　⑭

特別損失　⑯

税引前当期利益 ⑱

(⑬＋⑭－⑯)

事業利益　⑧(③－④)

事業外収益　⑨

事業外費用　 ⑪

区　　　分

事業収益　①

事業費用　②

事業総利益③(①－②)

事業管理費  ④
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７．キャッシュ・フロー計算書（間接法）　　
Ⅵ　連結情報に連結キャッシュ・フロー計算を掲載しております。

８．部門別損益計算書
（令和元年度）

計 信用事業 共済事業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業 共通管理費等

△17 

うち共通管理費　⑥ △732 

(うち減価償却費⑦) (△ 27)

△191 △12 △194 

うち共通分　⑩ △150 

うち共通分　⑫ △26 

△243 △1 △183 

－ － －

うち共通分  ⑮ － － － － － －

うち共通分　⑰ △58 

－ － － △187 

信　　用 共　　済 農業関連 営　　農

事　　業 事　　業 事　　業 指導事業

１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等は、次のとおりです。

（単位：百万円）

区　　　分

共 通 管 理 費 等

営 農 指 導 事 業

(うち減価償却費⑤)

　(1)　共通管理費等　　人頭割＋人件費を除く事業管理費割＋事業総利益割の平均値
　(2)　営農指導事業　　農業関連事業の事業総利益割

（注１）

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）は、次のとおりです。      （単位：％）

生活その他
事　　業

計

△266 △7 △187 

（注２）
生産農協として営農指導事業の多くが農業関連事業（購買事業・販売事業）に帰属していることを踏まえ、
配賦割合１００％とし、配賦額１８７百万円を農業関連事業に配賦しております。

営農指導事業分配賦額　⑲

営農指導事業分配賦後

税引前当期利益 ⑳

(⑱－⑲)

△453 △7 

経常利益 ⑬(⑧＋⑨－⑪)

特別利益　⑭

特別損失　⑯

税引前当期利益 ⑱

(⑬＋⑭－⑯)

事業利益　⑧(③－④)

事業外収益　⑨

事業外費用　 ⑪

区　　　分

事業収益　①

事業費用　②

事業総利益③(①－②)

事業管理費  ④

Ⅱ　損益の状況

１．  最近の５事業年度の主要な経営指標

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

信用事業収益

共済事業収益

農業関連事業収益

その他事業収益

 出資配当額

 事業分量配当額

(注)  １．経常収益は各事業収益の合計額を表しています。

　　　２．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。

　　　３．信託業務の取扱いは行っていません。

（単位：百万円、口、人、％）

　　　４．「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」

 （出資口数）

 純資産額

 総資産額

 貯金等残高

 貸出金残高

 有価証券残高

項　　　目

 経常収益（事業収益）

 経常利益

 当期剰余金

 出資金

　　　　　　　（平成18年金融庁・農水省告示第２号）に基づき算出しております。

 剰余金配当金額

 職員数

 単体自己資本比率
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２．利益総括表

（注）
１．その他信用事業収支＝その他事業収益＋その他経常収益－その他直接費用－その他経常費用

２．信用事業粗利益率＝信用事業総利益／信用事業資産平均残高×100

３．事業粗利益率＝事業総利益／総資産平均残高×100

３．資金運用収支の内訳

平均残高 利　息 利　回 平均残高 利　息 利　回

　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－

１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率（資金調達利回＋経費率）

　　 経費率＝信用部門の事業管理費／資金調達勘定(貯金・定期積金＋借入金)平均残高

２．資金運用勘定の利息欄の預金には、信連からの事業利用分量配当金、貯蓄増強奨励金、特別対策奨励金

等奨励金が含まれています。

４．受取・支払利息の増減額

（注）

１．増減額は前年度対比です。

２．受取利息の預金には、信連からの事業利用分量配当金、貯蓄増強奨励金、特別対策奨励金等奨励金が
　　含まれています。

（注）

信用事業粗利益

 （信用事業粗利益率）

項　　目

資金運用勘定

うち預金

△0

事業粗利益

 （事業粗利益率）

（単位：百万円）

（単位：百万円、％）

うち有価証券

うち貸出金

△25

（単位：百万円、％）

項　　　　　　目

資金運用収支

役務取引等収支

その他信用事業収支

増　　減

△0 

△24

△33

△33

－

△51

△51

－

差　引

令和元年度増減額

△31

△4

△11

△14

うち有価証券

△0

△87 

(△ 0.04)

項　　　目

受　取　利　息

うち預金

資金調達勘定

うち貯金・定期積金

うち借入金

総資金利ざや

平成30年度

平成30年度増減額

△45

平成30年度

△249 

令和元年度

△212 

うち貸出金

支　払　利　息

令和元年度

うち貯金・定期積金

うち譲渡性貯金

うち借入金
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２．利益総括表

（注）
１．その他信用事業収支＝その他事業収益＋その他経常収益－その他直接費用－その他経常費用

２．信用事業粗利益率＝信用事業総利益／信用事業資産平均残高×100

３．事業粗利益率＝事業総利益／総資産平均残高×100

３．資金運用収支の内訳

平均残高 利　息 利　回 平均残高 利　息 利　回

　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－

１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率（資金調達利回＋経費率）

　　 経費率＝信用部門の事業管理費／資金調達勘定(貯金・定期積金＋借入金)平均残高

２．資金運用勘定の利息欄の預金には、信連からの事業利用分量配当金、貯蓄増強奨励金、特別対策奨励金

等奨励金が含まれています。

４．受取・支払利息の増減額

（注）

１．増減額は前年度対比です。

２．受取利息の預金には、信連からの事業利用分量配当金、貯蓄増強奨励金、特別対策奨励金等奨励金が
　　含まれています。

（注）

信用事業粗利益

 （信用事業粗利益率）

項　　目

資金運用勘定

うち預金

△0

事業粗利益

 （事業粗利益率）

（単位：百万円）

（単位：百万円、％）

うち有価証券

うち貸出金

△25

（単位：百万円、％）

項　　　　　　目

資金運用収支

役務取引等収支

その他信用事業収支

増　　減

△0 

△24

△33

△33

－

△51

△51

－

差　引

令和元年度増減額

△31

△4

△11

△14

うち有価証券

△0

△87 

(△ 0.04)

項　　　目

受　取　利　息

うち預金

資金調達勘定

うち貯金・定期積金

うち借入金

総資金利ざや

平成30年度

平成30年度増減額

△45

平成30年度

△249 

令和元年度

△212 

うち貸出金

支　払　利　息

令和元年度

うち貯金・定期積金

うち譲渡性貯金

うち借入金

Ⅲ　事業の概況

１．信用事業

（１）貯金に関する指標

①　科目別貯金平均残高 （単位：百万円、％）

増　減

△ 1,560

－ － －

（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金＋別段貯金

　　　２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金

 　　 ３．（　）内は構成比です。

②　定期貯金残高 （単位：百万円、％）

増　減

△ 1,726

 うち固定金利定期 △ 1,724

 うち変動金利定期 △ 1

（注）１．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金

      ２．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金

　    ３．（　）内は構成比です。

令和元年度 平成30年度

種　　　　類

 定期貯金

種　　　　類

流　動　性　貯　金

定　期　性　貯　金

そ の 他 の 貯 金

譲　渡　性　貯　金

合　　　　計

計

令和元年度 平成30年度

令和元年度

その他 0.0％ 流動性 19.3％

定期性 80.6％

平成３０年度

その他 0.0％ 流動性 18.4％

定期性 81.5％
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（２）貸出金等に関する指標

①　科目別貸出金平均残高 （単位：百万円）

増　減

△ 61

△ 26

－

②　貸出金の金利条件別内訳残高 （単位：百万円、％）

増　減

△ 433

（注）（　　　）内は構成比です。

③　貸出金の担保別内訳残高 （単位：百万円）

増　減

△ 15

－

－

－

△ 2

△ 17

△ 507

当 座 貸 越

種　　　　類 令和元年度 平成30年度

手 形 貸 付

証 書 貸 付

割 引 手 形

合　　　　計

種　　　　類

固 定 金 利 貸 出

平成30年度

－－

令和元年度

種　　　　類 令和元年度 平成30年度

変 動 金 利 貸 出

合 計

その他担保物

貯金・定期積金等

有価証券

動産

不動産

－

－

－

－

－

－

小　　　　計

農業信用基金協会保証

その他保証

小　　　　計

信用

合　　　　計

平成３０年度

変動金利 42.9％
固定金利 57.1％

令和元年度

変動金利 45.8％
固定金利 54.2％
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（２）貸出金等に関する指標

①　科目別貸出金平均残高 （単位：百万円）

増　減

△ 61

△ 26

－

②　貸出金の金利条件別内訳残高 （単位：百万円、％）

増　減

△ 433

（注）（　　　）内は構成比です。

③　貸出金の担保別内訳残高 （単位：百万円）

増　減

△ 15

－

－

－

△ 2

△ 17

△ 507

当 座 貸 越

種　　　　類 令和元年度 平成30年度

手 形 貸 付

証 書 貸 付

割 引 手 形

合　　　　計

種　　　　類

固 定 金 利 貸 出

平成30年度

－－

令和元年度

種　　　　類 令和元年度 平成30年度

変 動 金 利 貸 出

合 計

その他担保物

貯金・定期積金等

有価証券

動産

不動産

－

－

－

－

－

－

小　　　　計

農業信用基金協会保証

その他保証

小　　　　計

信用

合　　　　計

平成３０年度

変動金利 42.9％
固定金利 57.1％

令和元年度

変動金利 45.8％
固定金利 54.2％

④　債務保証見返額の担保別内訳残高

　　　該当する取引はありません。

⑤　貸出金の使途別内訳残高 （単位：百万円、％）

増　減

△ 315

（注）（　　　）内は構成比です。

⑥　貸出金の業種別残高 （単位：百万円、％）

増　減

△ 299

△ 155

－ － －

△ 224

（注）（　　　）内は構成比（貸出金全体に対する割合）です。

運 転 資 金

合　　　　計

種　　　　類 令和元年度 平成30年度

設 備 資 金

林業

種　　　　類 令和元年度 平成30年度

農業

合　　　　計

運輸・通信業

金融・保険業

建設・不動産業

電気・ガス・熱供給・水道業

非営利法人

水産業

卸売・小売・サービス業・飲食業

地方公共団体

その他

製造業

鉱業
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⑦　主要な農業関係の貸出金残高

１） 営農類型別

増　減

△ 2

△ 2

－

－

－

△ 4

－

(注)

        なお，上記⑥の貸出金の業種別残高の「農業」は，農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

３．「農業関連団体等」には，ＪＡや全農(経済連)とその子会社等が含まれています。

２） 資金種類別

〔貸出金〕

増　減

△ 5

△ 8

(注)１．プロパー資金とは，当組合原資の資金を融資しているもののうち，制度資金以外のものをいいます。

増　　減
△ 0
△ 3
△ 4

(注)　日本政策金融公庫資金は，農業（旧農林漁業金融公庫）にかかる資金をいいます。

合　　　　計

２．農業制度資金には，①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの，②地方公共団体が利子補給等
を行うことでJAが低利で融資するもの，③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり，ここでは①の転貸資
金と②を対象としています。

３．その他制度資金には，農業経営改善促進資金(スーパーＳ資金)や農業経営負担軽減支援資金などが該当し
ます。

　　農業近代化資金

　　その他制度資金

プロパー資金

農業制度資金

農業関連団体等 － －

合　　　　計

　　養蚕 － －

　　その他農業

　　養豚・肉牛・酪農

　　養鶏・養卵 － －

　　果樹・樹園農業

　　工芸作物 － －

　　穀作

　　野菜・園芸

種　　　　類 令和元年度 平成30年度

農業

（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成30年度令和元年度

１．農業関係の貸出金とは，農業者，農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や，農
産物の生産・加工・流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。

２．「その他農業」には，複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者，農業サービス業，農業所得が従となる農
業者等が含まれています。

種　　　　類 令和元年度 平成30年度

（単位：百万円）

〔受託貸付金〕

種　　　類
　日本政策金融公庫資金
　その他

合       計
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⑦　主要な農業関係の貸出金残高

１） 営農類型別

増　減

△ 2

△ 2

－

－

－

△ 4

－

(注)

        なお，上記⑥の貸出金の業種別残高の「農業」は，農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

３．「農業関連団体等」には，ＪＡや全農(経済連)とその子会社等が含まれています。

２） 資金種類別

〔貸出金〕

増　減

△ 5

△ 8

(注)１．プロパー資金とは，当組合原資の資金を融資しているもののうち，制度資金以外のものをいいます。

増　　減
△ 0
△ 3
△ 4

(注)　日本政策金融公庫資金は，農業（旧農林漁業金融公庫）にかかる資金をいいます。

合　　　　計

２．農業制度資金には，①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの，②地方公共団体が利子補給等
を行うことでJAが低利で融資するもの，③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり，ここでは①の転貸資
金と②を対象としています。

３．その他制度資金には，農業経営改善促進資金(スーパーＳ資金)や農業経営負担軽減支援資金などが該当し
ます。

　　農業近代化資金

　　その他制度資金

プロパー資金

農業制度資金

農業関連団体等 － －

合　　　　計

　　養蚕 － －

　　その他農業

　　養豚・肉牛・酪農

　　養鶏・養卵 － －

　　果樹・樹園農業

　　工芸作物 － －

　　穀作

　　野菜・園芸

種　　　　類 令和元年度 平成30年度

農業

（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成30年度令和元年度

１．農業関係の貸出金とは，農業者，農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や，農
産物の生産・加工・流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。

２．「その他農業」には，複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者，農業サービス業，農業所得が従となる農
業者等が含まれています。

種　　　　類 令和元年度 平成30年度

（単位：百万円）

〔受託貸付金〕

種　　　類
　日本政策金融公庫資金
　その他

合       計

増　減

－

△ 56

－

－

△ 56

△ 55

△ 1

△ 2

－
(注)１．破綻先債権

２．延滞債権

３．３ヶ月以上延滞債権

４．貸出条件緩和債権

５．担保・保証付債権額

６．個別計上貸倒引当金残高

　リスク管理債権のうち、すでに個別貸倒引当金に繰り入れた当該引当金の残高です。

７．担保・保証控除後債権額

　リスク管理債権合計額から、担保・保証付債権額を控除した貸出金残高です。

⑨　金融再生法開示債権区分に基づく保全状況

担　保
保　証
引　当

(注)

①破産更生債権及びこれらに準ずる債権

　法的破綻等による経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権

②危険債権

③要管理債権

　３か月以上延滞貸出債権および貸出条件緩和貸出債権

④正常債権

　上記以外の債権

－

－

－

－

令和元年度

　延滞債権額

　３ヶ月以上延滞債権額

　貸出条件緩和債権額

平成30年度

－－

⑧　リスク管理債権の状況

合　　計（Ａ）

区　　　分

　破綻先債権額

　元金又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している貸出金で、破綻先債権および延滞債権に該当
しないものをいいます。

　債務者の再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権および３ヶ月以上延滞債権に該当しないもの
をいいます。

　リスク管理債権額のうち、貯金・定期積金、有価証券（上場公社債、上場株式）及び確実な不動産担保付の貸出残
高ならびに農業信用基金協会等公的保証機関等による保証付の貸出金についての当該担保・保証相当額です。

　 未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払
を猶予したもの以外の貸出金をいいます。

（単位：百万円）

　うち担保・保証付債権額（Ｂ）

　担保・保証控除後債権額（Ｃ）

　個別計上貸倒引当金残高（Ｄ）

　差　引　額（Ｅ）＝（Ｃ）－（Ｄ）

一般計上貸倒引当金残高

　元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込
みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出
金」という。）のうち、法人税法施行令第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する
事由が生じている貸出金）をいいます。

（単位：百万円、％）
債権区分

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権

要管理債権 －

　経営破綻の状況にはないが、財政状況の悪化等により元本および利息の回収ができない可能性の高い債権

令和元年度

－

平成30年度

上記の債権区分は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第6条に基づき、債
務者の財政状態及び経営成績等を基礎として、次のとおり区分したものです。なお、当ＪＡは同法の対象とはなって
いませんが、参考として同法の定める基準に従い債権額を掲載しております。

小　　計（Ａ）
保全額（合計）（Ｂ）

保全率（Ｂ／Ａ）

合　　計
正常債権



50

　⑩　元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況
　　　　

該当する取引はありません。

　⑪　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額　　

目的使用 その他 目的使用 その他

－ －

－ －

－ －

　⑫　貸出金償却の額　　

（３）内国為替取扱実績 （単位：千件、百万円）

平成30年度

－

（単位：百万円）

（単位：百万円）

合　　計

区  　分

項　目

貸出金償却額

令和元年度

－

送金・振込為替

代金取立為替

雑為替

合  　計

平成30年度

期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高 期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高

令和元年度

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

令和元年度

仕　  向 被 仕 向

平成30年度

仕  　向 被 仕 向
種　　類

件　数

金　額

件　数

金　額

件　数

金　額

件　数

金　額
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　⑩　元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況
　　　　

該当する取引はありません。

　⑪　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額　　

目的使用 その他 目的使用 その他

－ －

－ －

－ －

　⑫　貸出金償却の額　　

（３）内国為替取扱実績 （単位：千件、百万円）

平成30年度

－

（単位：百万円）

（単位：百万円）

合　　計

区  　分

項　目

貸出金償却額

令和元年度

－

送金・振込為替

代金取立為替

雑為替

合  　計

平成30年度

期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高 期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高

令和元年度

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

令和元年度

仕　  向 被 仕 向

平成30年度

仕  　向 被 仕 向
種　　類

件　数

金　額

件　数

金　額

件　数

金　額

件　数

金　額

（４）有価証券に関する指標

① 　種類別有価証券平均残高

（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載しています。

②　商品有価証券種類別平均残高　　
　　　　該当する取引はありません。

③　有価証券残存期間別残高

3年超 5年超 7年超

5年以下 7年以下 10年以下

 国      債 － － － － － － － －

 地　方　債 － － － －

 政府保証債 － － － － － － － －

 金　融　債 － － － － － － － －

 短 期 社 債 － － － － － － － －

 社　　　債 － －

 株      式 － － － － － － － －

 その他の証券 － － － － － － － －

 国      債 － － － － － －

 地　方　債 － － － －

 政府保証債 － － － － － － － －

 金　融　債 － － － － － － － －

 短 期 社 債 － － － － － － － －

 社　　　債 － －

 株      式 － － － － － － － －

 その他の証券 － － － － － － － －

令和元年度

（単位：百万円）

平成30年度

種　　類 1年以下
1年超3年
以下

10年超
期間の定
めのない
もの

合　計

－

－

種　　類

国　　　債

地　方　債

政府保証債

金　融　債

令和元年度

－

短 期 社 債

社　　　債

株　　　式

その他の証券

合　　計

－

－

－

増　　減

△ 470

△ 118

－

－

平成30年度

－

－

－

△ 739

（単位：百万円）

－

－

－

△ 150

－
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（５）有価証券等の時価情報等

　①　有価証券の時価情報

　[売買目的有価証券]
　　該当する取引はありません。

[満期保有目的の債券]
　　該当する取引はありません。

 [その他有価証券]

令和元年度 平成30年度

取得原価 取得原価

又は償却原価 又は償却原価

株式 － － － － － －

債券

国債 － － －

地方債

短期社債 － － － － － －

社債

その他の証券 － － － － － －

小計

株式 － － － － － －

債券 － － － － － －

国債 － － － － － －

地方債 － － － － － －

短期社債 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他の証券 － － － － － －

小計 － － － － － －

　②　金銭の信託の時価情報　　
　　　該当する取引はありません。

　　　該当する取引はありません。

貸借対照表
計上額が取
得原価又は
償却原価を
超えるもの

貸借対照表
計上額が取
得原価又は
償却原価を
超えないも
の

合計

（単位：百万円）

　③　デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ取引

種類
貸借対照表計上額 差額 貸借対照表計上額 差額
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（５）有価証券等の時価情報等

　①　有価証券の時価情報

　[売買目的有価証券]
　　該当する取引はありません。

[満期保有目的の債券]
　　該当する取引はありません。

 [その他有価証券]

令和元年度 平成30年度

取得原価 取得原価

又は償却原価 又は償却原価

株式 － － － － － －

債券

国債 － － －

地方債

短期社債 － － － － － －

社債

その他の証券 － － － － － －

小計

株式 － － － － － －

債券 － － － － － －

国債 － － － － － －

地方債 － － － － － －

短期社債 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他の証券 － － － － － －

小計 － － － － － －

　②　金銭の信託の時価情報　　
　　　該当する取引はありません。

　　　該当する取引はありません。

貸借対照表
計上額が取
得原価又は
償却原価を
超えるもの

貸借対照表
計上額が取
得原価又は
償却原価を
超えないも
の

合計

（単位：百万円）

　③　デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ取引

種類
貸借対照表計上額 差額 貸借対照表計上額 差額

２．共済事業
（１）長期・年金共済契約高・保有契約高

新契約高 保有高 新契約高 保有高

－ －
－ －

－ －

（２）医療系共済の入院共済金額保有高

新契約高 保有高 新契約高 保有高

－ －

（注）「金額」欄は、入院共済金額です。

（３）介護共済・生活障害共済の介護共済金額保有高 （単位：百万円）

新契約高 保有高 新契約高 保有高

（注）「金額」欄は、介護共済は介護共済金額、生活障害共済は生活障害共済金額又は生活障害年金額です。

（４）年金共済の年金保有高

新契約高 保有高 新契約高 保有高

－ －

（注）「金額」欄は、年金金額（予定利率変動型年金にあっては、最低保証年金額）です。

（５）短期共済新契約高

保障金額 掛金 保障金額 掛金

－ － － －

（注）

１．「金額」欄は、保障金額を表示しています。

２．自動車共済、賠償責任共済、自賠責共済は掛金総額です。

（単位：百万円）

１．｢金額」欄は、保障金額（「がん共済」にあってはがん死亡共済金額とし、「医療共済」及び「定期医療共済」に
あっては死亡給付金額（付加された定期特約金額等を含む。）とし、「年金共済」にあっては付加された定期特約金
額とする。）です。

２．「生命総合共済」欄は、生命総合共済開始以前に契約された養老生命、こども、終身、年金の各共済種類につい
て、合算して記載しています。

（注）

　終身共済
　定期生命共済
　養老生命共済

建 物 更 生 共 済
合 　計

種　 類
令和元年度 平成30年度

生
命
総
合
共
済

　介護共済
　年金共済

定額定期生命
賠償責任共済
自 賠 責 共 済

合　 計

令和元年度

火 災 共 済
自 動 車 共 済
傷 害 共 済
団体定期生命

合　 計

種　類

医 療 共 済
が ん 共 済
定期医療共済

生活障害共済(一時金型)

生活障害共済(定期年金型)

（単位：百万円）

合　 計

種　類

種　類

介　護　共　済

種　類

年 金 開 始 前
年 金 開 始 後

令和元年度 平成30年度

令和元年度 平成30年度

令和元年度 平成30年度
（単位：百万円）

うちこども共済
　医療共済
　がん共済
　定期医療共済

平成30年度

（単位：百万円）
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Ⅳ　経営諸指標

１．利益率 （単位：％）

令和元年度 平成30年度 増　　減

△ 0.11

△ 1.67

△ 0.11

△ 1.40

（注）１．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100

　　　２．資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×100

　　　３．総資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100

　　　４．資本当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×100

２．貯貸率・貯証率 （単位：％）

令和元年度 平成30年度 増　　減

 期　　末

 期中平均

 期　　末 △ 0.41

 期中平均 △ 0.35

（注）１．貯貸率（期　　末）＝貸出金残高／貯金残高×100

      ２．貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高×100

      ３．貯証率（期　　末）＝有価証券残高／貯金残高×100

      ４．貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高×100

区　　　分

貯貸率

貯証率

項　　　目

総 資 産 経 常 利 益 率

資 本 経 常 利 益 率

総 資 産 当 期 純 利 益 率

資 本 当 期 純 利 益 率
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Ⅳ　経営諸指標

１．利益率 （単位：％）

令和元年度 平成30年度 増　　減

△ 0.11

△ 1.67

△ 0.11

△ 1.40

（注）１．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100

　　　２．資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×100

　　　３．総資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100

　　　４．資本当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×100

２．貯貸率・貯証率 （単位：％）

令和元年度 平成30年度 増　　減

 期　　末

 期中平均

 期　　末 △ 0.41

 期中平均 △ 0.35

（注）１．貯貸率（期　　末）＝貸出金残高／貯金残高×100

      ２．貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高×100

      ３．貯証率（期　　末）＝有価証券残高／貯金残高×100

      ４．貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高×100

区　　　分

貯貸率

貯証率

項　　　目

総 資 産 経 常 利 益 率

資 本 経 常 利 益 率

総 資 産 当 期 純 利 益 率

資 本 当 期 純 利 益 率

Ⅴ　自己資本の充実の状況

１．自己資本の構成に関する事項　

経過措置による不算
入額

－ －

△ 9 △ 10

－ －

－ －

－ －

－ －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

（単位：百万円、％）

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手
段の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除
く。）の額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行さ
れた資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目
の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五
パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項
目の額に含まれる額

コア資本にかかる基礎項目の額　　　　　　　　　（イ）

コア資本に係る調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係
るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るものの額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ラ
イツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己
資本に算入される額

前払年金費用の額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項
目の額に含まれる額

項　　　　　　目

令和元年度 平成30年度

コア資本に係る基礎項目

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額

うち、出資金及び資本準備金の額

うち、再評価積立金の額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額　（△）

うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額
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経過措置による不算
入額

（単位：百万円、％）

項　　　　　　目

令和元年度 平成30年度

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

△ 1,748 △ 2,185

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲー
ジ・サービシング・ライツに係るものを除
く）

うち、繰延税金資産

うち、前払年金費用

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
（△）

うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額
の差額に係るものの額

－ －

うち、上記以外に該当するものの額 － －

－ －

－ －

３．当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。

 (注)

１．「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農水省告示第2号）に基
づき算出しています。

２．当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信
用リスク削減手法の簡便法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては、基礎的手法を採用してい
ます。

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセン
トで除して得た額

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額　　　　　　　（ニ）

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ））

コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　　　　（ロ）

自己資本

自己資本の額（（イ）―（ロ））　　　　　　　　（ハ）

リスク・アセット等

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算
入される額の合計額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限
る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当
するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る
無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限
る。）に関連するものの額

特定項目に係る十パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当
するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る
無形固定資産に関連するものの額



57

経過措置による不算
入額

（単位：百万円、％）

項　　　　　　目

令和元年度 平成30年度

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

△ 1,748 △ 2,185

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲー
ジ・サービシング・ライツに係るものを除
く）

うち、繰延税金資産

うち、前払年金費用

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
（△）

うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額
の差額に係るものの額

－ －

うち、上記以外に該当するものの額 － －

－ －

－ －

３．当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。

 (注)

１．「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農水省告示第2号）に基
づき算出しています。

２．当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信
用リスク削減手法の簡便法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては、基礎的手法を採用してい
ます。

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセン
トで除して得た額

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額　　　　　　　（ニ）

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ））

コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　　　　（ロ）

自己資本

自己資本の額（（イ）―（ロ））　　　　　　　　（ハ）

リスク・アセット等

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算
入される額の合計額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限
る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当
するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る
無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限
る。）に関連するものの額

特定項目に係る十パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当
するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る
無形固定資産に関連するものの額

２．自己資本の充実度に関する事項　　

信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳

リスク・
アセット額

所要自己
資本額

リスク・
アセット額

所要自己
資本額

B＝A×４％ b＝a×４％

－ －

－ －

－ － －

－ － －

－ －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

(うち出資等のエクスポージャー)

(うち重要な出資のエクスポージャー) (－) (－) (－)

(うち他の金融機関等の対象資本
調達手段のうち対象普通出資等及
びその他外部ＴＬＡＣ関連調達手
段に該当するもの以外のものに係
るエクスポージャー)
(うち農林中央金庫又は農業協同
組合連合会の対象普通出資等に係
るエクスポージャー)
(うち特定項目のうち調整項目に
算入されない部分に係るエクス
ポージャー)
(うち総株主等の議決権の百分の
十を超える議決権を保有している
他の金融機関等に係るその他外部
ＴＬＡＣ関連調達手段に関するエ
クスポージャー)

(－) (－) (－)

(うち総株主等の議決権の百分の
十を超える議決権を保有していな
い他の金融機関等に係るその他外
部ＴＬＡＣ関連調達手段に係る
５％基準額を上回る部分に係るエ
クスポージャー)

(－) (－) (－)

(うち上記以外のエクスポージャー)

－ － －

(うちＳＴＣ要件適用分) (－) (－) (－)

(うち非ＳＴＣ適用分) (－) (－) (－)

－ － －

上記以外

証券化

再証券化

取立未済手形

信用保証協会等保証付

株式会社地域経済活性化支援機構等に
よる保証付き

共済約款貸付

出資等

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

国際開発銀行向け

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

外国の中央政府及び中央銀行向け

国際決済銀行等向け

我が国の地方公共団体向け

外国の中央政府等以外の公共部門向け

現金

我が国の中央政府及び中央銀行向け

（単位：百万円）
令和元年度 平成30年度

エクスポー
ジャーの期

末残高

エクスポー
ジャーの期

末残高
信用リスク・アセット
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リスク・
アセット額

所要自己
資本額

リスク・
アセット額

所要自己
資本額

B＝A×４％ b＝a×４％

（単位：百万円）
令和元年度 平成30年度

エクスポー
ジャーの期

末残高

エクスポー
ジャーの期

末残高
信用リスク・アセット

－ － －

(うちルックスルー方式) (－) (－) (－)

(うちマンデート方式) (－) (－) (－)

(うち蓋然性方式250％) (－) (－) (－)

(うち蓋然性方式400％) (－) (－) (－)

(うちフォールバック方式) (－) (－) (－)

－ △ 2,185 △ 87

－ － －

－ － －

－ － －

所要自己 所要自己

資本額 資本額

B＝A×４％ B＝A×４％

所要自己 所要自己

資本額 資本額

B＝A×４％ B＝A×４％

(注)

４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。

８．当ＪＡでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。

＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞

他の金融機関等の対象資本調達手段に
係るエクスポージャーに係る経過措置
によりリスク・アセットの額に算入さ
れなかったものの額（△）

リスク・ウェイトのみなし計算が適用
されるエクスポージャー

経過措置によりリスク・アセットの額
に算入されるものの額

オペレーショナル・リスク
に対する所要自己資本の額

＜基礎的手法＞

オペレーショナル・リスク

相当額を８％で除して得た額

所要自己資本額計

ＣＶＡリスク相当額÷８％

中央清算機関関連エクスポージャー

合計(信用リスク・アセットの額)

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
÷８％

５．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエ
クスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポー
ジャーのことです。

６．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置によ
る、リスク・アセットの額および調整項目にかかる経過措置によりなお従前の例によるものとしてリスク・ア
セットの額に算入したものが該当します。

７．「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法
として用いる保証又はクレジットデリバティブの免責額。

１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャー
の種類ごとに記載しています。

２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的
には貸出金や有価証券等が該当します。

３．「三月以上延滞等」とは，元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係
るエクスポージャー及び「金融機関向けおよび第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリス
ク・ウエイトが150％になったエクスポージャーのことです。

リスク・アセット等

（分母）計

リスク・アセット等

（分母）計

オペレーショナル・リスク

相当額を８％で除して得た額

標準的手法を適用するエクスポージャー別計
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リスク・
アセット額

所要自己
資本額

リスク・
アセット額

所要自己
資本額

B＝A×４％ b＝a×４％

（単位：百万円）
令和元年度 平成30年度

エクスポー
ジャーの期

末残高

エクスポー
ジャーの期

末残高
信用リスク・アセット

－ － －

(うちルックスルー方式) (－) (－) (－)

(うちマンデート方式) (－) (－) (－)

(うち蓋然性方式250％) (－) (－) (－)

(うち蓋然性方式400％) (－) (－) (－)

(うちフォールバック方式) (－) (－) (－)

－ △ 2,185 △ 87

－ － －

－ － －

－ － －

所要自己 所要自己

資本額 資本額

B＝A×４％ B＝A×４％

所要自己 所要自己

資本額 資本額

B＝A×４％ B＝A×４％

(注)

４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。

８．当ＪＡでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。

＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞

他の金融機関等の対象資本調達手段に
係るエクスポージャーに係る経過措置
によりリスク・アセットの額に算入さ
れなかったものの額（△）

リスク・ウェイトのみなし計算が適用
されるエクスポージャー

経過措置によりリスク・アセットの額
に算入されるものの額

オペレーショナル・リスク
に対する所要自己資本の額

＜基礎的手法＞

オペレーショナル・リスク

相当額を８％で除して得た額

所要自己資本額計

ＣＶＡリスク相当額÷８％

中央清算機関関連エクスポージャー

合計(信用リスク・アセットの額)

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
÷８％

５．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエ
クスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポー
ジャーのことです。

６．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置によ
る、リスク・アセットの額および調整項目にかかる経過措置によりなお従前の例によるものとしてリスク・ア
セットの額に算入したものが該当します。

７．「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法
として用いる保証又はクレジットデリバティブの免責額。

１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャー
の種類ごとに記載しています。

２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的
には貸出金や有価証券等が該当します。

３．「三月以上延滞等」とは，元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係
るエクスポージャー及び「金融機関向けおよび第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリス
ク・ウエイトが150％になったエクスポージャーのことです。

リスク・アセット等

（分母）計

リスク・アセット等

（分母）計

オペレーショナル・リスク

相当額を８％で除して得た額

標準的手法を適用するエクスポージャー別計

３．    信用リスクに関する事項

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの

残高

うち貸出
金等

うち債券
うち店頭
デ リ バ
ティブ

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの

残高

うち貸出
金等

うち債券
うち店頭
デ リ バ
ティブ

農業 － － － －

林業 － － － － － － － －

水産業 － － － － － － － －

製造業 － － － － － － － －

鉱業 － － － － － － － －

建設・不動産業 － － － － － － － －
電気・ガス・熱供
給・水道業 － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － －

金融・保険業 － －
卸売・小売・飲
食・サービス業 － － － －

日本国政府・地方
公共団体 － －

上記以外 － － － － －

－ －

－ － － －

－ －

３．当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略しております。

５．「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。

４．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している
エクスポージャーをいいます。

（注）

①　信用リスクに関するエクスポージャー(地域別,業種別,残存期間別)及び三月以上延
滞エクスポージャーの期末残高

（単位：百万円）

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし
計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・
バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エ
クスポージャーを含んでいます。「コミットメント」とは、契約した期間および融資枠の範囲でお客様のご請求に基
づき、金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの融資可能残額も含めて
います。

３年超５年以下

５年超７年以下

７年超10年以下

10年超

期限の定めのないもの

残存期間別残高計

法
　
　
　
　
人

個人

その他

業種別残高計

１年以下

１年超３年以下

令和元年度 平成30年度

三月以上
延滞エク
スポー
ジャー

三月以上
延滞エク
スポー
ジャー
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貸出金 貸出金

目的使用 その他 償却 目的使用 その他 償却

－ －

－ －

農業 － － －

林業 － － － － － － － － － － － －

水産業 － － － － － － － － － － － －

製造業 － － － － － － － － － － － －

鉱業 － － － － － － － － － － － －

建設・不動産業 － － － － － － － － － － － －
電気・ガス・熱供
給・水道業 － － － － － － － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － － － － － －

金融・保険業 － － － － － － － － － － － －

卸売・小売・
飲食・サービ
ス業

－ － － － － － － － － － － －

その他 － － － － － － － － － － － －

－ － － －

－ － － －

(注)

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみな
し計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオ
フ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

２．｢格付あり｣にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用しているもの、｢格付なし｣には
エクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適
格格付機関による依頼格付のみ使用しています。

３．経過措置によってリスク・ウエイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウエ
イトによって集計しています。また、経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集計の対象と
しています。

４．1250％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティ
ブの免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウエイト1250％を適用したエクスポー
ジャーがあります。

③　信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウエイト1250％を適用する残高
（単位：百万円）

－ － －

－

－ － －

－

－ － －

－

－

－

－

－

－ － －

－ － －

令和元年度

格付
あり

－

格付
計

なし

平成30年度

－

計

－

－

－

－－

あり なし
格付

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

リスク･ウエイト150％

リスク･ウエイト200％

リスク･ウエイト250％

その他

リスク・ウエイト1250％ 

計

②　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額、業種別の個別貸倒引当金の期末残高・
期中増減額及び貸出金償却の額

（単位：百万円）

（注）当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略しております。

リスク･ウエイト０％

リスク･ウエイト２％

格付

－

法
　
　
　
　
人

リスク･ウエイト４％

リスク･ウエイト10％

リスク･ウエイト20％

リスク･ウエイト35％

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

リスク･ウエイト50％

リスク･ウエイト100％

リスク･ウエイト75％

期末残高

　　 一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

個　人

業 種 別 計

区　分

令和元年度 平成30年度

期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高 期首残高 期中増加額
期中減少額
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貸出金 貸出金

目的使用 その他 償却 目的使用 その他 償却

－ －

－ －

農業 － － －

林業 － － － － － － － － － － － －

水産業 － － － － － － － － － － － －

製造業 － － － － － － － － － － － －

鉱業 － － － － － － － － － － － －

建設・不動産業 － － － － － － － － － － － －
電気・ガス・熱供
給・水道業 － － － － － － － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － － － － － －

金融・保険業 － － － － － － － － － － － －

卸売・小売・
飲食・サービ
ス業

－ － － － － － － － － － － －

その他 － － － － － － － － － － － －

－ － － －

－ － － －

(注)

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみな
し計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオ
フ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

２．｢格付あり｣にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用しているもの、｢格付なし｣には
エクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適
格格付機関による依頼格付のみ使用しています。

３．経過措置によってリスク・ウエイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウエ
イトによって集計しています。また、経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集計の対象と
しています。

４．1250％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティ
ブの免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウエイト1250％を適用したエクスポー
ジャーがあります。

③　信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウエイト1250％を適用する残高
（単位：百万円）

－ － －

－

－ － －

－

－ － －

－

－

－

－

－

－ － －

－ － －

令和元年度

格付
あり

－

格付
計

なし

平成30年度

－

計

－

－

－

－－

あり なし
格付

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

リスク･ウエイト150％

リスク･ウエイト200％

リスク･ウエイト250％

その他

リスク・ウエイト1250％ 

計

②　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額、業種別の個別貸倒引当金の期末残高・
期中増減額及び貸出金償却の額

（単位：百万円）

（注）当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略しております。

リスク･ウエイト０％

リスク･ウエイト２％

格付

－

法
　
　
　
　
人

リスク･ウエイト４％

リスク･ウエイト10％

リスク･ウエイト20％

リスク･ウエイト35％

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

リスク･ウエイト50％

リスク･ウエイト100％

リスク･ウエイト75％

期末残高

　　 一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

個　人

業 種 別 計

区　分

令和元年度 平成30年度

期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高 期首残高 期中増加額
期中減少額

４．信用リスク削減手法に関する事項　　

①　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

②   信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

適格金融 クレジット・ 適格金融 クレジット・

資産担保 デリバティブ 資産担保 デリバティブ

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ －

－ － － －

－ － － －

－ － －

－ － － －

－ － － －

－ －

(注)

５.「クレジット・デリバティブ」とは、第三者の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プロテクションの買い手）と信用
リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、当該第三者に信用事由（延滞・破産など）が発生した場合にプ
ロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。

合　　計

１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、主なものとしては貸出金や有価
証券等が該当します。

２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び
「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが150％になったエクスポージャーの
ことです。

３．「証券化」（証券化エクスポージャー）とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化
し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開
発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれます。

抵当権住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

証券化

上記以外

中央精算機関関連

我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関向け及び第一種金融商品取引業
者向け

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

保証 保証
区　分

地方公共団体金融機構向け

　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出において、エク
スポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エクスポージャーのリス
ク・ウエイトに代えて、担保や保証人に対するリスク・ウエイトを適用するなど信用リスク・アセット額を
軽減する方法です。
　当ＪＡでは、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。
　信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自組合貯金の相殺」を適用し
ています。

　適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引相手または取引
相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいいます。当ＪＡでは、適
格金融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。
　
　保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウエイトが適用される中央政府等、我が国の地
方公共団体、地方公営企業等金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、国際開発
銀行、及び金融機関または第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で長期格付を付与しているものを適
格保証人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリス
ク・ウエイトに代えて、保証人のリスク･ウエイトを適用しています。

　ただし、証券化エクスポージャーについては、これら以外の主体で保証提供時に長期格付がＡ－またはＡ
３以上で、算定基準日に長期格付がＢＢＢ－またはＢａａ３以上の格付を付与しているものを適格保証人と
し、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウエイト
に代えて、保証人のリスク・ウエイトを適用しています。

　貸出金と自組合貯金の相殺については，①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他これらに類す
る事由にかかわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を有しているこ
と、②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と自組合貯金をいずれの時点においても特定するこ
とができること、③自組合貯金が継続されないリスクが監視及び管理されていること、④貸出金と自組合貯
金の相殺後の額が、監視および管理されていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出
金と自組合貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポージャー額としています。
　担保に関する評価及び管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見直し行っていま
す。なお、主要な担保の種類は自組合貯金です。

（単位：百万円）
令和元年度 平成30年度
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５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項　　

　　　該当する取引はありません。

６．証券化エクスポージャーに関する事項　　

　　　 該当する取引はありません。

７．出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項　　

②　出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

上　場

非上場

合　計

売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額

－ － － － － －

８．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

　　　該当する取引はありません。

④　貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額（その他有価証券の評価損益等）

⑤　貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益等）

－ － － －

令和元年度 平成30年度
評価益 評価損 評価益 評価損

（単位：百万円）

（単位：百万円）

評価益
－

評価益
－

令和元年度
評価損

－

（単位：百万円）

①　出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

－ －

　
 「出資その他これに類するエクスポージャー」とは貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資勘定の株
式又は出資として計上されているものであり、当ＪＡにおいては、これらを①子会社および関連会社株
式、②その他有価証券、③系統および系統外出資に区分して管理しています。
　①子会社および関連会社については、経営上も密接な連携を図ることにより、当ＪＡの事業のより効率
的運営を目的として、株式を保有しています。これらの会社の経営については毎期の決算書類の分析等適
切な業況把握に努めています。
　②その他有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リスクの把握およ
びコントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及びポートフォ
リオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会で運用方針を定めるとともに経営層で構成するＡＬＭ委員会を
定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は理事会で決定した運用方
針及びＡＬＭ委員会で決定された取引方針などに基づき、国債等の安全な有価証券の売買を行っていま
す。運用部門が行った取引については企画管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的
にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。
　③系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議を
通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。
　なお、これらの出資その他これに類するエクスポージャーの評価等については、①子会社および関連会
社については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて外部出資等損失引当金を、②その他有価証券につ
いては時価評価を行った上で、取得原価との評価差額については、「その他有価証券評価差額金」として
純資産の部に計上しています。③系統および系統外出資については、取得原価を記載し、毀損の状況に応
じて外部出資等損失引当金を設定しています。また、評価等重要な会計方針の変更等があれば、注記表に
その旨記載することとしています。

令和元年度

貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

平成30年度

令和元年度 平成30年度

－ －

（単位：百万円）

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

③   　出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

評価損
－

平成30年度



63

５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項　　

　　　該当する取引はありません。

６．証券化エクスポージャーに関する事項　　

　　　 該当する取引はありません。

７．出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項　　

②　出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

上　場

非上場

合　計

売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額

－ － － － － －

８．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

　　　該当する取引はありません。

④　貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額（その他有価証券の評価損益等）

⑤　貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益等）

－ － － －

令和元年度 平成30年度
評価益 評価損 評価益 評価損

（単位：百万円）

（単位：百万円）

評価益
－

評価益
－

令和元年度
評価損

－

（単位：百万円）

①　出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

－ －

　
 「出資その他これに類するエクスポージャー」とは貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資勘定の株
式又は出資として計上されているものであり、当ＪＡにおいては、これらを①子会社および関連会社株
式、②その他有価証券、③系統および系統外出資に区分して管理しています。
　①子会社および関連会社については、経営上も密接な連携を図ることにより、当ＪＡの事業のより効率
的運営を目的として、株式を保有しています。これらの会社の経営については毎期の決算書類の分析等適
切な業況把握に努めています。
　②その他有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リスクの把握およ
びコントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及びポートフォ
リオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会で運用方針を定めるとともに経営層で構成するＡＬＭ委員会を
定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は理事会で決定した運用方
針及びＡＬＭ委員会で決定された取引方針などに基づき、国債等の安全な有価証券の売買を行っていま
す。運用部門が行った取引については企画管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的
にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。
　③系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議を
通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。
　なお、これらの出資その他これに類するエクスポージャーの評価等については、①子会社および関連会
社については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて外部出資等損失引当金を、②その他有価証券につ
いては時価評価を行った上で、取得原価との評価差額については、「その他有価証券評価差額金」として
純資産の部に計上しています。③系統および系統外出資については、取得原価を記載し、毀損の状況に応
じて外部出資等損失引当金を設定しています。また、評価等重要な会計方針の変更等があれば、注記表に
その旨記載することとしています。

令和元年度

貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

平成30年度

令和元年度 平成30年度

－ －

（単位：百万円）

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

③   　出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

評価損
－

平成30年度

９．金利リスクに関する事項　　

①　金利リスクの算定手法の概要

　金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが
存在する中で金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被るリスクをいいます。
　当ＪＡでは、金利リスク量を計算する際は、適切なリスクコントロールに努めています。具体的な
金利リスク管理方針および手続については以下のとおりです。
　
◇リスク管理の方針および手続の概要
・リスク管理および計測の対象とする金利リスクの考え方および範囲に関する説明
　当ＪＡでは、金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理体制のもとで他の市場リ
スクと一体的に管理をしています。金利リスクのうち銀行勘定の金利リスク(IRRBB)については、個
別の管理指標の設定やモニタリング体制の整備などにより厳正な管理に努めています。
・リスク管理およびリスクの削減の方針に関する説明
　当ＪＡは、リスク管理委員会のもと、自己資本に対するIRRBBの比率の管理や収支シミュレーショ
ンの分析などを行いリスク削減に努めています。
・金利リスク計測の頻度
　毎月末を基準日として、月次でIRRBBを計測しています。

◇金利リスクの算定手法の概要
　当ＪＡでは、経済価値ベースの金利リスク量（⊿EVE）については、金利感応ポジションにかかる
基準日時点のイールドカーブに基づき計算されたネット現在価値と、標準的な金利ショックを与えた
イールドカーブに基づき計算されたネット現在価値の差により算出しており、金利ショックの幅は、
上方パラレルシフト、下方パラレルシフト、スティープ化の３シナリオによる金利ショック（通貨ご
とに異なるショック幅）を適用しております。
・流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期
　流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期は１.25年です。
・流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期
　流動性に割り当てられた最長の金利改定満期は5年です。
・流動性貯金への満期の割り当て方法(コア貯金モデル等)およびその前提
　流動性貯金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。
・固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提
　固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮していません。
・複数の通貨の集計方法およびその前提
　通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。通貨間の相関等は考慮していません。
・スプレッドに関する前提(計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるかどうか)
　一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開しています。なお、当該スプ
レッドは金利変動ショックの設定上は不変としています。
・内部モデルの使用等、⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前提
　内部モデルは使用しておりません。
・前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　該当ありません。
・計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　該当ありません。

◇⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する
事項
・金利ショックに関する説明
リスク資本配賦管理としてＶａＲで計測する市場リスク量を算定しています。
・金利リスク計測の前提およびその意味(特に、農協法自己資本開示告示に基づく定量的開示の対象
となる⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩと大きく異なる点
　特段ありません。
・金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定します。
　金利リスク＝運用勘定の金利リスク量＋調達勘定の金利リスク量（△）
　算出した金利リスク量は、ＡＬＭ委員会および理事会に報告して承認を得ています。また、これら
の情報を踏まえ、運用方針を策定しています。
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②　金利リスクに関する事項

令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度

上方パラレルシフト

下方パラレルシフト －

スティープ化

フラット化 －

短期金利上昇 －

短期金利低下 －

最大値

自己資本の額

（単位：百万円）

令和元年度 平成30年度

IRRBB１：金利リスク

項番

⊿EVE ⊿NII
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②　金利リスクに関する事項

令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度

上方パラレルシフト

下方パラレルシフト －

スティープ化

フラット化 －

短期金利上昇 －

短期金利低下 －

最大値

自己資本の額

（単位：百万円）

令和元年度 平成30年度

IRRBB１：金利リスク

項番

⊿EVE ⊿NII

Ⅵ 連結情報

１．グループの概況

（１）グループの事業系統図

ＪＡあわじ島のグループは、当ＪＡ、当年度および前年度において連結自己資本比率を
算出する対象となる連結子会社 社で構成されていす。

（２）子会社等の状況
（単位：百万円、％）

名 称 株式会社 アグリアイランド

主 た る 営 業 所 又 は 事 務 所 の 所 在 地南あわじ市市青木１８番地の１
事 業 の 内 容農作業にかかる作業受託など
設 立 年 月 日平成１７年６月７日
資 本 金 又 は 出 資 金 百万円
当 Ｊ Ａ の 議 決 権 比 率 ％
他 の 子 会 社 等 の 議 決 権 比 率 ％

（３）連結事業概況（令和元年度）

◇ 連結事業の概況
① 事業の概況

令和元年度の当ＪＡの連結決算は、子会社 社を連結しております。
連結決算の内容は、連結経常収益 百万円、連結当期剰余金 百万円、連結純資
産 百万円、連結総資産 百万円で、連結自己資本比率は ％となり
ました。

② 連結子会社等の事業概況
株式会社 アグリアイランド
令和元年度は、ＪＡあわじ島と連携し、農作業請負事業等で 百万円の取扱い

を行いました。

ＪＡ

子会社

ＪＡあわじ島

㈱アグリアイランド

本所・支所・センター

信 用 事 業

共 済 事 業

購 買 事 業

販 売 事 業

など

農作業にかかる

作業受託など
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（４）最近５年間の連結事業年度の主要な経営指標
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

信用事業収益

共済事業収益

農業関連事業収益

その他事業収益

１．連結当期剰余金は、銀行等の連結当期利益に相当するものです。

（５）連結貸借対照表

項　　　目

 連結事業収益

 連結経常利益

 連結当期剰余金

 連結純資産額

  (4) その他の信用事業資産

  (5) 貸倒引当金

２  共済事業資産

  (1) 共済貸付金

  (2) その他の共済事業資産

  (3) 貸倒引当金

 連結総資産額

 連結自己資本比率

科　　　　　　　　目

（　資　産　の　部　）

１　信用事業資産

  (1) 現金及び預金

  (2) 有価証券

  (3) 貸出金

５  固定資産

  (1) 有形固定資産

　　　　建物

　　　　機械装置

　　　　土地

　　　　リース資産

３  経済事業資産

  (1) 受取手形及び経済事業未収金

  (2) 棚卸資産

  (3) その他の経済事業資産

(4) 貸倒引当金

４  雑資産

　(2)　外部出資等損失引当金

７　繰延税金資産

資産の部合計

　　　　建設仮勘定

　　　　その他の有形固定資産

　　　　減価償却累計額

  (2) 無形固定資産

６  外部出資

　(1)　外部出資

令和元年度

（令和２年３月３１日）

平成３０年度

（平成３１年３月３１日）

－

－

△ 96

△ 7,246

△ 20

△0

△ 97

－

－

△ 18

（単位：百万円、％）

（注）

２．連結自己資本比率は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農水省
告示第2号）に基づき算出しております

（単位：百万円）

△0

－

△ 7,019
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（４）最近５年間の連結事業年度の主要な経営指標
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

信用事業収益

共済事業収益

農業関連事業収益

その他事業収益

１．連結当期剰余金は、銀行等の連結当期利益に相当するものです。

（５）連結貸借対照表

項　　　目

 連結事業収益

 連結経常利益

 連結当期剰余金

 連結純資産額

  (4) その他の信用事業資産

  (5) 貸倒引当金

２  共済事業資産

  (1) 共済貸付金

  (2) その他の共済事業資産

  (3) 貸倒引当金

 連結総資産額

 連結自己資本比率

科　　　　　　　　目

（　資　産　の　部　）

１　信用事業資産

  (1) 現金及び預金

  (2) 有価証券

  (3) 貸出金

５  固定資産

  (1) 有形固定資産

　　　　建物

　　　　機械装置

　　　　土地

　　　　リース資産

３  経済事業資産

  (1) 受取手形及び経済事業未収金

  (2) 棚卸資産

  (3) その他の経済事業資産

(4) 貸倒引当金

４  雑資産

　(2)　外部出資等損失引当金

７　繰延税金資産

資産の部合計

　　　　建設仮勘定

　　　　その他の有形固定資産

　　　　減価償却累計額

  (2) 無形固定資産

６  外部出資

　(1)　外部出資

令和元年度

（令和２年３月３１日）

平成３０年度

（平成３１年３月３１日）

－

－

△ 96

△ 7,246

△ 20

△0

△ 97

－

－

△ 18

（単位：百万円、％）

（注）

２．連結自己資本比率は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農水省
告示第2号）に基づき算出しております

（単位：百万円）

△0

－

△ 7,019

科　　　　　　　　目

（　負　債　の　部　）

１  信用事業負債

  (1) 支払手形及び経済事業未払金

  (2) その他の経済事業負債

４  設備借入金

５  雑負債

  (1) 貯金

  (2) 借入金

  (3) その他の信用事業負債

２  共済事業負債

  (1) 共済借入金

  (2) 共済資金

　(1) その他有価証券評価差額金

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

１  組合員資本

　(1) 出資金

　(2) 資本剰余金

　(3) 利益剰余金

　(4) 処分未済持分

２　評価・換算差額等

６  諸引当金

  (1) 賞与引当金

  (2) 退職給付に係る負債

  (3) 役員退職慰労引当金

負債の部合計

（　純　資　産　の　部　）

  (3) その他の共済事業負債

３  経済事業負債

令和元年度

（令和２年３月３１日）

－

△ 9

－

　（単位：百万円）

△ 10

平成３０年度

（平成３１年３月３１日）
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（６）連結損益計算書
　（単位：百万円）

令和元年度 平成３０年度
（平成31年4月1日 ～ 令和2年3月31日） （平成30年4月1日 ～ 平成31年3月31日）

１  事業総利益（又は事業総損失）

   (1) 信用事業収益

         資金運用収益

         （うち預金利息）

         （うち有価証券利息）

         （うち貸出金利息）

         （うちその他受入利息）

         役務取引等収益

　　　　その他事業直接収益

         その他経常収益

   (2) 信用事業費用

         資金調達費用

         （うち貯金利息）

         （うち給付補填備金繰入）

         （うち借入金利息）

         （うちその他支払利息）

         役務取引等費用

　　　　その他事業直接費用 － －

         その他経常費用

         （うち貸倒引当金繰入額） (△ 1)

　　 （うち貸出金償却） (－) (－)

       信用事業総利益(又は信用事業総損失)
   (3) 共済事業収益

         共済付加収入

         その他の収益

   (4) 共済事業費用

         共済推進費及び共済保全費

         その他の費用

  　　共済事業総利益(又は共済事業総損失)
   (5) 購買事業収益

          購買品供給高

          購買手数料

          その他の収益

   (6) 購買事業費用

          購買品供給原価

          購買供給費

          その他の費用

      購買事業総利益(又は購買事業総損失)
  (7) 販売事業収益

          買取販売品販売高 － 

          販売手数料

          その他の収益

  (8) 販売事業費用

          買取販売品販売原価 － 

          販売費

          その他の費用

      販売事業総利益(又は販売事業総損失)
  (9) その他事業収益

 (10) その他事業費用

  　 その他事業総利益(又はその他事業総損失)

科　　　　　　　　　目
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（６）連結損益計算書
　（単位：百万円）

令和元年度 平成３０年度
（平成31年4月1日 ～ 令和2年3月31日） （平成30年4月1日 ～ 平成31年3月31日）

１  事業総利益（又は事業総損失）

   (1) 信用事業収益

         資金運用収益

         （うち預金利息）

         （うち有価証券利息）

         （うち貸出金利息）

         （うちその他受入利息）

         役務取引等収益

　　　　その他事業直接収益

         その他経常収益

   (2) 信用事業費用

         資金調達費用

         （うち貯金利息）

         （うち給付補填備金繰入）

         （うち借入金利息）

         （うちその他支払利息）

         役務取引等費用

　　　　その他事業直接費用 － －

         その他経常費用

         （うち貸倒引当金繰入額） (△ 1)

　　 （うち貸出金償却） (－) (－)

       信用事業総利益(又は信用事業総損失)
   (3) 共済事業収益

         共済付加収入

         その他の収益

   (4) 共済事業費用

         共済推進費及び共済保全費

         その他の費用

  　　共済事業総利益(又は共済事業総損失)
   (5) 購買事業収益

          購買品供給高

          購買手数料

          その他の収益

   (6) 購買事業費用

          購買品供給原価

          購買供給費

          その他の費用

      購買事業総利益(又は購買事業総損失)
  (7) 販売事業収益

          買取販売品販売高 － 

          販売手数料

          その他の収益

  (8) 販売事業費用

          買取販売品販売原価 － 

          販売費

          その他の費用

      販売事業総利益(又は販売事業総損失)
  (9) その他事業収益

 (10) その他事業費用

  　 その他事業総利益(又はその他事業総損失)

科　　　　　　　　　目

　（単位：百万円）

令和元年度 平成３０年度
（平成31年4月1日 ～ 令和2年3月31日） （平成30年4月1日 ～ 平成31年3月31日）

科　　　　　　　　　目

２  事業管理費

   (1) 人件費

   (2) その他事業管理費

事　業　利　益（又　は　事　業　損　失）

３  事業外収益

   (1) 受取雑利息

   (2) 受取出資配当金

   (3) その他の事業外収益

４  事業外費用

   (1) 支払雑利息

   (2) その他の事業外費用

経　常　利　益（又　は　経　常　損　失）

５  特別利益

   (1) 固定資産処分益

   (2) その他の特別利益 －

６  特別損失

   (1) 固定資産処分損

   (2) 減損損失 － 

   (3) その他の特別損失 －

税金等調整前当期利益(又は税金等調整前当期損失)
法人税・住民税及び事業税

法人税等調整額 △4 

法人税等合計

当期剰余金（又は当期損失金）

（７）連結剰余金計算書
 （単位：百万円）

科　　　　　目 令和元年度 平成３０年度

（資本剰余金の部）

１　資本剰余金期首残高

２　資本剰余金増加高 － － 

３　資本剰余金減少高 － － 

４　資本剰余金期末残高

（利益剰余金の部）

　１　利益剰余金期首残高

　２　利益剰余金増加高

　　　　当期剰余金

　３　利益剰余金減少高

　　　　配当金

　４　利益剰余金期末残高
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（８）連結キャッシュ・フロー計算書（間接法）
（単位：百万円）

令和元年度 平成３０年度
（平成31年4月1日 ～ 令和2年3月31日） （平成30年4月1日 ～ 平成31年3月31日）

１  事業活動によるキャッシュ・フロー

　  　税金等調整前当期利益(又は税金等調整前当期損失)
      減価償却費

      減損損失 △ 20

      貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） △0 △ 5

　　　退職給付に係る負債の増減額(△は減少) △ 85

　　　その他引当金等の増減額（△は減少） △ 8

　　　信用事業資金運用収益 △ 1,399 △ 1,424

　　　信用事業資金調達費用

　　　共済貸付金利息 △0

　　　共済借入金利息

　　　受取雑利息及び受取出資配当金 △ 127 △ 132

　　　支払雑利息

　　　有価証券関係損益（△は益）

　　　固定資産処分損益（△は益）

　　　その他（資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額） △ 5

  （信用事業活動による資産及び負債の増減）

      貸出金の純増（△）減 △ 383 △ 201

      預金の純増（△）減 △ 500

　　　貯金の純増減（△） △ 205

　　　信用事業借入金の純増減（△） △ 4 △ 4

　　　その他の信用事業資産の純増減（△） △ 49 △ 24

　　　その他の信用事業負債の純増減（△） △ 249

　（共済事業活動による資産及び負債の増減）

　　　共済貸付金の純増（△）減

　　　共済借入金の純増減（△） △ 52

　　　共済資金の純増減（△） △ 270

　　　未経過共済付加収入の純増減（△） △ 1

　　　その他の共済事業資産の純増減（△）

　　　その他の共済事業負債の純増減（△） △ 5

　（経済事業活動による資産及び負債の増減）

　　　受取手形及び経済事業未収金の純増(△)減 △ 119

　　　経済受託債権の純増減（△）

　　　棚卸資産の純増（△）減 △ 22

　　　支払手形及び経済事業未払金の純増減(△) △ 112

　　　経済受託債務の純増減（△） △ 100

　　　その他の経済事業資産の純増減（△）

　　　その他の経済事業負債の純増減（△） △ 11

　（その他の資産及び負債の増減）

　　　その他の資産の純増（△）減 △ 163

　　　その他の負債の純増減（△） △ 57 △ 12

　　　未払消費税等の増減（△）額

　　　信用事業資金運用による収入

　　　信用事業資金調達による支出 △ 162 △ 318

　　　共済貸付金利息による収入

　　　共済借入金利息による支出 △0

　　　事業分量配当金の支払額 △ 76 △ 69

小　　　　　計 △ 192

科　　　　　　　　　目
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（８）連結キャッシュ・フロー計算書（間接法）
（単位：百万円）

令和元年度 平成３０年度
（平成31年4月1日 ～ 令和2年3月31日） （平成30年4月1日 ～ 平成31年3月31日）

１  事業活動によるキャッシュ・フロー

　  　税金等調整前当期利益(又は税金等調整前当期損失)
      減価償却費

      減損損失 △ 20

      貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） △0 △ 5

　　　退職給付に係る負債の増減額(△は減少) △ 85

　　　その他引当金等の増減額（△は減少） △ 8

　　　信用事業資金運用収益 △ 1,399 △ 1,424

　　　信用事業資金調達費用

　　　共済貸付金利息 △0

　　　共済借入金利息

　　　受取雑利息及び受取出資配当金 △ 127 △ 132

　　　支払雑利息

　　　有価証券関係損益（△は益）

　　　固定資産処分損益（△は益）

　　　その他（資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額） △ 5

  （信用事業活動による資産及び負債の増減）

      貸出金の純増（△）減 △ 383 △ 201

      預金の純増（△）減 △ 500

　　　貯金の純増減（△） △ 205

　　　信用事業借入金の純増減（△） △ 4 △ 4

　　　その他の信用事業資産の純増減（△） △ 49 △ 24

　　　その他の信用事業負債の純増減（△） △ 249

　（共済事業活動による資産及び負債の増減）

　　　共済貸付金の純増（△）減

　　　共済借入金の純増減（△） △ 52

　　　共済資金の純増減（△） △ 270

　　　未経過共済付加収入の純増減（△） △ 1

　　　その他の共済事業資産の純増減（△）

　　　その他の共済事業負債の純増減（△） △ 5

　（経済事業活動による資産及び負債の増減）

　　　受取手形及び経済事業未収金の純増(△)減 △ 119

　　　経済受託債権の純増減（△）

　　　棚卸資産の純増（△）減 △ 22

　　　支払手形及び経済事業未払金の純増減(△) △ 112

　　　経済受託債務の純増減（△） △ 100

　　　その他の経済事業資産の純増減（△）

　　　その他の経済事業負債の純増減（△） △ 11

　（その他の資産及び負債の増減）

　　　その他の資産の純増（△）減 △ 163

　　　その他の負債の純増減（△） △ 57 △ 12

　　　未払消費税等の増減（△）額

　　　信用事業資金運用による収入

　　　信用事業資金調達による支出 △ 162 △ 318

　　　共済貸付金利息による収入

　　　共済借入金利息による支出 △0

　　　事業分量配当金の支払額 △ 76 △ 69

小　　　　　計 △ 192

科　　　　　　　　　目

（単位：百万円）
令和元年度 平成３０年度

（平成31年4月1日 ～ 令和2年3月31日） （平成30年4月1日 ～ 平成31年3月31日）
科　　　　　　　　　目

  　 雑利息及び出資配当金の受取額

　　　雑利息の支払額 △ 1 △ 1

　　　法人税等の支払額 △ 124 △ 94

事業活動によるキャッシュ・フロー △ 156

２  投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有価証券の取得による支出 － －

　　　有価証券の売却による収入 － －

　　　有価証券の償還による収入

　　　補助金の受入れ等による収入

　　　固定資産の取得による支出 △ 317 △ 276

　　　固定資産の処分による収入 △ 5 △ 9

　　　固定資産の売却による収入

　　　外部出資の取得による支出 △ 1,459 △ 565

　　　外部出資の売却等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 807

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　設備借入金の返済による支出 △ 2 △ 2

　　　出資の増額による収入

　　　出資の払戻しによる支出 △ 37 △ 25

　　　持分の取得による支出 △ 10 △ 8

　　　持分の譲渡による収入

　　　出資配当金の支払額 △ 78 △ 78

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 91 △ 98

４　現金及び現金同等物の増加額(又は減少額) △ 14 △ 74

５　現金及び現金同等物の期首残高

６　現金及び現金同等物の期末残高

令和元年度 平成30年度

現金および預金勘定

別段預金及び定期性預金 △ 183,903 △ 184,703

現金および現金同等物

 (注)現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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（９）連結注記表  

令和元年度連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（１）連結の範囲に関する事項

１．連結される子会社・子法人等……………１社

㈱アグリアイランド

２．非連結子会社・子法人等…………………該当ありません

（２）持分法の適用に関する事項

１．持分法適用の関連法人等…………………該当ありません

２．持分法非適用の関連法人等………………１社

（３）連結される子会社及び子法人等の事業年度に関する事項

連結されるすべての子会社・子法人等の事業年度末は、連結決算日と一致しています。

（４）連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項

連結される子会社・子法人等の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しています。

（５）連結調整勘定の償却方法及び償却期間

該当する事項ありません。

（６）剰余金処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しています。

（７）連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は連結貸借対照表上の「現金」および「預金」のう

ち、「現金」および「預金」中の当座預金、普通預金および通知預金です。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）次に掲げるものの評価基準及び評価方法

① 有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法
ア 子会社株式等及び関連会社株式

移動平均法による原価法により評価しています。
イ その他有価証券

・時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）により
評価しています。
・時価のないもの
移動平均法による原価法により評価しています。
なお、取得価額と券面金額との差額のうち、金利調整と認められる部分については償却原価法による取得価額の修正を行っ

ています。
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚 卸 資 産 の 種 類 評 価 方 法
購買品(肥料、農薬等の単品・数量管理品 ) 総平均法に基づく原価法
購 買 品 ( 農 機 部 品 等 の 売 価 管 理 品 ) 売価還元法に基づく原価法
購 買 品 ( 農 機 具 ) 個別法に基づく原価法

貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しています。

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しています。ただし、平成 年 月 日以降に建物（建物附属設備は除く）並びに平成 年 月 日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しています。

② 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、ソフトウェアについては当組合における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しています。

（３）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている資産査定規程、資産査定事務要領、経理規程及び資産の償却・引当基準に則り、次のとおり計
上しております。
正常先債権及び要注意先債権については、それぞれ過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率等で算定した

金額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念先）に係る債権に

ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支
払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てています。なお、破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に
係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価格から担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額との差額を引き当てています。

破産、特別清算等法的に経営破綻の実質が発生している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（実
質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、そ
の残額を引き当てています。

すべての債権は、資産査定規程及び資産査定事務要領に基づき資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した内部
監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

② 賞与引当金
職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期負担分を計上しています。

③ 退職給付引当金
職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末に発生していると認められる

額を計上しています。なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする
方法を用いた簡便法を適用しています。

④ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しています。
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（９）連結注記表  

令和元年度連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（１）連結の範囲に関する事項

１．連結される子会社・子法人等……………１社

㈱アグリアイランド

２．非連結子会社・子法人等…………………該当ありません

（２）持分法の適用に関する事項

１．持分法適用の関連法人等…………………該当ありません

２．持分法非適用の関連法人等………………１社

（３）連結される子会社及び子法人等の事業年度に関する事項

連結されるすべての子会社・子法人等の事業年度末は、連結決算日と一致しています。

（４）連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項

連結される子会社・子法人等の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しています。

（５）連結調整勘定の償却方法及び償却期間

該当する事項ありません。

（６）剰余金処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しています。

（７）連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は連結貸借対照表上の「現金」および「預金」のう

ち、「現金」および「預金」中の当座預金、普通預金および通知預金です。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）次に掲げるものの評価基準及び評価方法

① 有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法
ア 子会社株式等及び関連会社株式

移動平均法による原価法により評価しています。
イ その他有価証券

・時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）により
評価しています。
・時価のないもの
移動平均法による原価法により評価しています。
なお、取得価額と券面金額との差額のうち、金利調整と認められる部分については償却原価法による取得価額の修正を行っ

ています。
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚 卸 資 産 の 種 類 評 価 方 法
購買品(肥料、農薬等の単品・数量管理品 ) 総平均法に基づく原価法
購 買 品 ( 農 機 部 品 等 の 売 価 管 理 品 ) 売価還元法に基づく原価法
購 買 品 ( 農 機 具 ) 個別法に基づく原価法

貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しています。

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しています。ただし、平成 年 月 日以降に建物（建物附属設備は除く）並びに平成 年 月 日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しています。

② 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、ソフトウェアについては当組合における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しています。

（３）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている資産査定規程、資産査定事務要領、経理規程及び資産の償却・引当基準に則り、次のとおり計
上しております。
正常先債権及び要注意先債権については、それぞれ過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率等で算定した

金額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念先）に係る債権に

ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支
払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てています。なお、破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に
係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価格から担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額との差額を引き当てています。

破産、特別清算等法的に経営破綻の実質が発生している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（実
質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、そ
の残額を引き当てています。

すべての債権は、資産査定規程及び資産査定事務要領に基づき資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した内部
監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

② 賞与引当金
職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期負担分を計上しています。

③ 退職給付引当金
職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末に発生していると認められる

額を計上しています。なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする
方法を用いた簡便法を適用しています。

④ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しています。

 

 

⑤ 外部出資等損失引当金
当組合の外部出資先への出資に係る損失に備えるため、出資形態が株式のものについては有価証券の評価と同様の方法により、

株式以外のものについては貸出債権と同様の方法により、必要と認められる額を計上しています。
（４）消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税は、税抜方式による会計処理を行っています。
（５）計算書類に記載した金額の端数処理の方法

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しており、金額百万円未満の科目については「 」で表示しています。
また金額の全くないものは「－」で表示しています。

３．連結貸借対照表に関する注記
【資産に係る圧縮記帳額を直接控除した場合における各資産の資産項目別の圧縮記帳額】
（１）資産に係る圧縮記帳額の直接控除額は次のとおりです。 （百万円）

項 目 金 額
建 物
機 械 装 置
土 地
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

合 計
平成 年 月 日以降における固定資産の補助金等の圧縮額の累計を計上しています。

【担保に供した資産等】
（２）為替決済等の代用として、定期預金 百万円を差し入れています。
【子会社等に対する金銭債権・債務の総額】
（３）子会社等に対する金銭債権の総額 該当ありません。

子会社等に対する金銭債務の総額 該当ありません。
【貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳】
（４）破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の額は、次のとおりです。

（百万円）
項 目 金 額

破 綻 先 債 権 －
延 滞 債 権
３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 －
貸 出 条 件 緩 和 債 権 －

合 計
（注）１．破綻先債権

元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがな
いものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（昭和 年政令第 号）第 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事
由が生じている貸出金です。

２．延滞債権
未収利息不計上貸出金であって、 に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予

したもの以外の貸出金です。
３．３カ月以上延滞債権

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金（ 及び に掲げるものを除く。）です。
４．貸出条件緩和債権

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の滅免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債
務者に有利となる取り決めを行った貸出金（ 、 及び に掲げるものを除く。）です。

５．上記に掲げた額については、貸倒引当金控除前の金額です。

４．連結損益計算書に関する注記
「子会社等との取引高」

（１） 子会社等との取引による収益総額 該当ありません。
（２） 子会社等との取引による費用総額 該当ありません。

【減損損失】
（３）減損損失に関する注記

①グルーピングの方法と共用資産の概要
当組合では、投資の意思決定を行う単位としてグルーピングを実施した結果、信用共済・経済事業については支所ごと、金融事

業を譲渡した経済センターは近隣の支所との密接な関連があり、経済センターを組合員が利用することによって、近隣支所のキャ
ッシュフロー生成に寄与していると考えるため支所グループとして区分しています。また、本所のみならず、給油所、農機自動車
センター、施設センター、育苗センター、および畜産事業所はＪＡ全体のキャッシュフロー生成に寄与していると考えられるため、
全体共用資産としています。

②減損損失を計上した資産または資産グループの概要と減損損失の内訳

場 所
広田ライスセンター
（南あわじ市広田広田 ）

用 途 遊休資産
種 類 土地、建物およびその他

金 額
百万円

（うち土地 百万円）
（うち建物 百万円）

③減損損失に至った経緯
上記資産については、ライスセンター再編により遊休資産となっているため、処分可能額で評価し、減損損失を認識しました。

④回収可能額の算定方法等
回収可能価額は正味売却可能価額を採用しており、その時価は固定資産税評価額に基づき算定されています。
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５．金融商品に関する注記

＜金融商品の状況に関する事項＞
（１） 金融商品に対する取り組み方針

当組合は組合員等から預かった貯金を原資に、組合員や地域内の事業者等へ貸付けを行い、また余裕金を兵庫県信用農業協同組合
連合会へ預けているほか、国債や地方債などの債券による運用を行っています。

（２） 金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は契約不履行によって

もたらされる信用リスクがあります。また有価証券はすべて債券であり、純投資目的 その他有価証券 で保有しています。これらは
発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクがあります。

（３） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当組合は、個別の重要案件または大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引について

は、本所に審査課を設置し各支所との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フロ
ーなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引にお
いて資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実
践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基づき必
要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。
② 市場リスクの管理
当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、財務の安定化を図っていま

す。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、
金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。
とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況

やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な
情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、
有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどう
かチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

市場リスクに係る定量的情報（トレーディング目的以外の金融商品）
当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数である金利

リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、貯金及び借入金です。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、

金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。
金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当期末現在、指標となる金利が 上昇したものと想定した場合には、

経済価値が 百万円減少するものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。
なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額についても含めて計算しています。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保に努めています。

また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握した
うえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

（４） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条
件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

＜金融商品の時価等に関する事項＞
（１） 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認め
られるものについては、次表には含めず に記載しています。

（百万円）
項 目 貸借対照表計上額 時 価 差 額

預金

有価証券
その他有価証券 －

貸出金
貸倒引当金
貸倒引当金控除後

△

資 産 計
貯金

負 債 計
貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

（２） 金融商品の時価の算定方法
【資産】

① 預金
満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預金については、

期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額とし

て算定しています。
② 有価証券
取引金融機関から提示された価格によっています。

③ 貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、

時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Ｌｉｂ
ｏｒ・スワップレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・ス
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５．金融商品に関する注記

＜金融商品の状況に関する事項＞
（１） 金融商品に対する取り組み方針

当組合は組合員等から預かった貯金を原資に、組合員や地域内の事業者等へ貸付けを行い、また余裕金を兵庫県信用農業協同組合
連合会へ預けているほか、国債や地方債などの債券による運用を行っています。

（２） 金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は契約不履行によって

もたらされる信用リスクがあります。また有価証券はすべて債券であり、純投資目的 その他有価証券 で保有しています。これらは
発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクがあります。

（３） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当組合は、個別の重要案件または大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引について

は、本所に審査課を設置し各支所との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フロ
ーなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引にお
いて資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実
践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基づき必
要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。
② 市場リスクの管理
当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、財務の安定化を図っていま

す。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、
金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。
とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況

やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な
情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、
有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどう
かチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

市場リスクに係る定量的情報（トレーディング目的以外の金融商品）
当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数である金利

リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、貯金及び借入金です。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、

金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。
金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当期末現在、指標となる金利が 上昇したものと想定した場合には、

経済価値が 百万円減少するものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。
なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額についても含めて計算しています。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保に努めています。

また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握した
うえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

（４） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条
件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

＜金融商品の時価等に関する事項＞
（１） 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認め
られるものについては、次表には含めず に記載しています。

（百万円）
項 目 貸借対照表計上額 時 価 差 額

預金

有価証券
その他有価証券 －

貸出金
貸倒引当金
貸倒引当金控除後

△

資 産 計
貯金

負 債 計
貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

（２） 金融商品の時価の算定方法
【資産】

① 預金
満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預金については、

期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額とし

て算定しています。
② 有価証券
取引金融機関から提示された価格によっています。

③ 貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、

時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Ｌｉｂ
ｏｒ・スワップレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・ス

 

 

ワップレートで割り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除した額を時価に
代わる金額として算定しています。
また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

【負債】
貯金
要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額 帳簿価額 を時価とみなしています。また、定期性貯金については、

期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現
在価値を時価に代わる金額として算定しています。

（３） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは（１）の金融商品の時価情報には含まれ
ていません。
外部出資 貸借対照表計上額 百万円

市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難であると認められるため、時価開示の対象とはしてい
ません。
外部出資に対応する、外部出資等損失引当金 百万円を控除して表示しています。

（４） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（百万円）

項 目 年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内 年超

預金 － － － － －

有価証券
その他有価証券のうち
満期があるもの

－

貸出金

合 計

（ ）貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く） 百万円については「 年以内」に含めています。また、期限のない劣後特約付
ローンについては「 年超」に含めています。

（ ）貸出金のうち、 ヶ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等 百万円は償還の予定が見込まれないため、含めていません。
（ ）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金額の一部実行案件 百万円は償還日が特定できないため、含めていません。

（５）有利子負債の決算日後の返済予定額
（百万円）

項 目 年以内
年超
年以内

年超
年以内

年超
年以内

年超
年以内 年超

貯金

要求払貯金については「 年以内」に含めて開示しています。

６．有価証券に関する注記
（１）有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次のとおりです。

その他有価証券において、種類ごとの取得原価または償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおりです。
（百万円）

項 目
取得原価または
償却原価 貸借対照表計上額 評価差額（＊）

貸借対照表計上額が取得原価
または償却原価を超えるもの

債券
国債 － － －
地方債
社債

上記評価差額から繰延税金負債 百万円を差し引いた額 百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

７．退職給付に関する注記
（１）採用している退職給付制度

職員の退職給付に充てるため、職員退職給与規程に基づく退職一時金制度に加えて、全国共済農業協同組合連合会、㈱りそな銀行、
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱との契約による確定給付型年金制度及び一般財団法人全国農林漁業団体共済会との契約による農林漁業団体職
員退職給付金制度を採用しています。農林漁業団体職員退職給付金制度の積立額は 百万円です。

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法
を適用しています。

（２）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 （百万円）
項 目 金 額

① 期首における退職給付引当金
② 退職給付費用
③確定給付型年金制度への拠出金 △

④期末における退職給付引当金

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表（百万円）
項 目 金 額

① 退職給付債務
②確定給付型年金制度の積立金 △

③未積立退職給付債務（①＋②）
退職給付引当金
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（４）退職給付に関する損益 （百万円）
項 目 金 額

① 勤務費用
② 臨時に支払った割増退職金

③ 退職給付費用（①＋②）
（注）農林漁業団体職員退職給付制度への拠出金 百万円は「福利厚生費」で処理しています。

（５）特例業務負担金の将来見込額
人件費のうち福利厚生費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済

組合法等を廃止する等の法律附則第 条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるた
め拠出した特例業務負担金 百万円を含めて計上しています。
なお、同組合より示された令和 年 月現在における令和 年 月までの特例業務負担金の将来見込額は 百万円となっていま

す。

９．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等は、次のとおりです。

（百万円）
主な内訳 当期末

繰
延
税
金
資
産

退職給付引当金
賞与引当金
固定資産減損損失
資産除去債務
未払社会保険料
役員退職慰労引当金
貸倒引当金超過額
未払事業税
そ の 他

小 計
評価性引当額 △

合 計

繰
延
税
金
負
債

その他有価証券評価差額金 △
固定資産（資産除去債務） △
その他 △

合 計 △
繰延税金資産の純額

（２）法定実効税率と法人税等の負担率との差異の主な原因 （％）
項 目 当 期 末

法定実効税率

調

整

交際費等永久に損金に算入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △
事業分量配当金 △
住民税均等割
評価性引当金の増減
税額控除 △
そ の 他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

（３）子会社の繰越欠損金に繰延税金資産 （百万円）
項 目 当 期 末

繰越税金資産
繰越欠損金 （注）
評価性引当金 △

注 百万円＝減算一時差異等 百万円×実効税率 ％

連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記
現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりです。

（百万円）

現金および預金勘定

別段預金および定期性預金 △

現金および現金同等物

その他の注記
該当ありません。
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（４）退職給付に関する損益 （百万円）
項 目 金 額

① 勤務費用
② 臨時に支払った割増退職金

③ 退職給付費用（①＋②）
（注）農林漁業団体職員退職給付制度への拠出金 百万円は「福利厚生費」で処理しています。

（５）特例業務負担金の将来見込額
人件費のうち福利厚生費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済

組合法等を廃止する等の法律附則第 条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるた
め拠出した特例業務負担金 百万円を含めて計上しています。
なお、同組合より示された令和 年 月現在における令和 年 月までの特例業務負担金の将来見込額は 百万円となっていま

す。

９．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等は、次のとおりです。

（百万円）
主な内訳 当期末

繰
延
税
金
資
産

退職給付引当金
賞与引当金
固定資産減損損失
資産除去債務
未払社会保険料
役員退職慰労引当金
貸倒引当金超過額
未払事業税
そ の 他

小 計
評価性引当額 △

合 計

繰
延
税
金
負
債

その他有価証券評価差額金 △
固定資産（資産除去債務） △
その他 △

合 計 △
繰延税金資産の純額

（２）法定実効税率と法人税等の負担率との差異の主な原因 （％）
項 目 当 期 末

法定実効税率

調

整

交際費等永久に損金に算入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △
事業分量配当金 △
住民税均等割
評価性引当金の増減
税額控除 △
そ の 他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

（３）子会社の繰越欠損金に繰延税金資産 （百万円）
項 目 当 期 末

繰越税金資産
繰越欠損金 （注）
評価性引当金 △

注 百万円＝減算一時差異等 百万円×実効税率 ％

連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記
現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりです。

（百万円）

現金および預金勘定

別段預金および定期性預金 △

現金および現金同等物

その他の注記
該当ありません。

 

 

平成 年度連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（１）連結の範囲に関する事項

１．連結される子会社・子法人等……………１社
㈱アグリアイランド

２．非連結子会社・子法人等…………………該当ありません

（２）持分法の適用に関する事項
１．持分法適用の関連法人等…………………該当ありません
２．持分法非適用の関連法人等………………１社

（３）連結される子会社及び子法人等の事業年度に関する事項
連結されるすべての子会社・子法人等の事業年度末は、連結決算日と一致しています。

（４）連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項

連結される子会社・子法人等の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しています。
（５）連結調整勘定の償却方法及び償却期間

該当する事項ありません。

（６）剰余金処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しています。

（７）連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は連結貸借対照表上の「現金」および「預金」のう
ち、「現金」および「預金」中の当座預金、普通預金および通知預金です。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）次に掲げるものの評価基準及び評価方法

① 有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法
ア 子会社株式等及び関連会社株式

移動平均法による原価法により評価しています。
イ その他有価証券

・時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）により
評価しています。
・時価のないもの
移動平均法による原価法により評価しています。
なお、取得価額と券面金額との差額のうち、金利調整と認められる部分については償却原価法による取得価額の修正を行っ

ています。
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚 卸 資 産 の 種 類 評 価 方 法
購買品 肥料、農薬等の単品・数量管理品 総平均法に基づく原価法
購 買 品 農 機 部 品 等 の 売 価 管 理 品 売価還元法に基づく原価法
購 買 品 農 機 具 個別法に基づく原価法

貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しています。

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しています。ただし、平成 年 月 日以降に建物（建物附属設備は除く）並びに平成 年
月 日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しています。

② 無形固定資産
定額法を採用しています。

なお、ソフトウェアについては当組合における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しています。
（３）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている資産査定規程、資産査定事務要領、経理規程及び資産の償却・引当基準に則
り、次のとおり計上しております。
正常先債権及び要注意先債権については、それぞれ過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率等で算定した

金額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念先）に係る債権に

ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支
払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てています。なお、破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に
係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価格から担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額との差額を引き当てています。
破産、特別清算等法的に経営破綻の実質が発生している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（実

質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、そ
の残額を引き当てています。

すべての債権は、資産査定規程及び資産査定事務要領に基づき資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した内部
監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

② 賞与引当金
職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期負担分を計上しています。

③ 退職給付引当金
職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末に発生していると認められる

額を計上しています。なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする
方法を用いた簡便法を適用しています。

④ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しています。

⑤ 外部出資等損失引当金
当組合の外部出資先への出資に係る損失に備えるため、出資形態が株式のものについては有価証券の評価と同様の方法により、
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株式以外のものについては貸出債権と同様の方法により、必要と認められる額を計上しています。
（４）消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税は、税抜方式による会計処理を行っています。
（５）決算書類に記載した金額の端数処理の方法

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しており、金額百万円未満の科目については「 」で表示していま
す。また金額の全くないものは「－」で表示しています。

３．会計方針の変更に関する注記
棚卸資産の評価方法変更
購買品の評価方法は、従来、売価還元法によっていましたが、数量受払に基づく評価額を反映するため、当事業

年度から数量受払を行うものは総平均法に変更しました。
当該会計方針の変更に伴って、購買システムを当事業年度に変更したため、前事業年度末の購買品の帳簿価額を

当事業年度の期首残高として、期首から将来にわたり総平均法を適用しています。この変更による影響は軽微です。

４．連結貸借対照表に関する注記
【資産に係る圧縮記帳額を直接控除した場合における各資産の資産項目別の圧縮記帳額】
（１） 資産に係る圧縮記帳額の直接控除額は次のとおりです。

（百万円）
項 目 金 額

建 物
機 械 装 置
土 地
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

合 計
平成 年 月 日以降における固定資産の補助金等の圧縮額の累計を計上しています。

【担保に供した資産等】
（２）為替決済等の代用として、定期預金 百万円を差し入れています。
【子会社等に対する金銭債権・債務の総額】
（３）子会社等に対する金銭債権の総額 該当ありません。

子会社等に対する金銭債務の総額 該当ありません。
【貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳】
（４）破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の額は、次のとおりです。

（百万円）
項 目 金 額

破 綻 先 債 権 －
延 滞 債 権
３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 －
貸 出 条 件 緩 和 債 権 －

合 計
（注）１．破綻先債権

元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがな
いものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）の
うち、法人税法施行令（昭和 年政令第 号）第 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する
事由が生じている貸出金です。

２．延滞債権
未収利息不計上貸出金であって、 に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予

したもの以外の貸出金です。
３．３カ月以上延滞債権

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金（ 及び に掲げるものを
除く。）です。

４．貸出条件緩和債権
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の滅免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出金（ 、 及び に掲げるものを除く。）です。
５．上記に掲げた額については、貸倒引当金控除前の金額です。

５．連結損益計算書に関する注記
「子会社等との取引高」

（１） 子会社等との取引による収益総額 該当ありません。
（２） 子会社等との取引による費用総額 該当ありません。

６．金融商品に関する注記

＜金融商品の状況に関する事項＞
（１） 金融商品に対する取り組み方針

当組合は組合員等から預かった貯金を原資に、組合員や地域内の事業者等へ貸付けを行い、また余裕金を兵庫県信用農業協同組合
連合会へ預けているほか、国債や地方債などの債券による運用を行っています。

（２） 金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は契約不履行によって

もたらされる信用リスクがあります。また有価証券はすべて債券であり、純投資目的 その他有価証券 で保有しています。これらは
発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクがあります。

（３） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当組合は、個別の重要案件または大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引について

は、本所に融資課を設置し各支所との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フロ
ーなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引にお
いて資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実
践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基づき必
要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。
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株式以外のものについては貸出債権と同様の方法により、必要と認められる額を計上しています。
（４）消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税は、税抜方式による会計処理を行っています。
（５）決算書類に記載した金額の端数処理の方法

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しており、金額百万円未満の科目については「 」で表示していま
す。また金額の全くないものは「－」で表示しています。

３．会計方針の変更に関する注記
棚卸資産の評価方法変更
購買品の評価方法は、従来、売価還元法によっていましたが、数量受払に基づく評価額を反映するため、当事業

年度から数量受払を行うものは総平均法に変更しました。
当該会計方針の変更に伴って、購買システムを当事業年度に変更したため、前事業年度末の購買品の帳簿価額を

当事業年度の期首残高として、期首から将来にわたり総平均法を適用しています。この変更による影響は軽微です。

４．連結貸借対照表に関する注記
【資産に係る圧縮記帳額を直接控除した場合における各資産の資産項目別の圧縮記帳額】
（１） 資産に係る圧縮記帳額の直接控除額は次のとおりです。

（百万円）
項 目 金 額

建 物
機 械 装 置
土 地
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

合 計
平成 年 月 日以降における固定資産の補助金等の圧縮額の累計を計上しています。

【担保に供した資産等】
（２）為替決済等の代用として、定期預金 百万円を差し入れています。
【子会社等に対する金銭債権・債務の総額】
（３）子会社等に対する金銭債権の総額 該当ありません。

子会社等に対する金銭債務の総額 該当ありません。
【貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳】
（４）破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の額は、次のとおりです。

（百万円）
項 目 金 額

破 綻 先 債 権 －
延 滞 債 権
３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 －
貸 出 条 件 緩 和 債 権 －

合 計
（注）１．破綻先債権

元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがな
いものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）の
うち、法人税法施行令（昭和 年政令第 号）第 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する
事由が生じている貸出金です。

２．延滞債権
未収利息不計上貸出金であって、 に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予

したもの以外の貸出金です。
３．３カ月以上延滞債権

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金（ 及び に掲げるものを
除く。）です。

４．貸出条件緩和債権
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の滅免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出金（ 、 及び に掲げるものを除く。）です。
５．上記に掲げた額については、貸倒引当金控除前の金額です。

５．連結損益計算書に関する注記
「子会社等との取引高」

（１） 子会社等との取引による収益総額 該当ありません。
（２） 子会社等との取引による費用総額 該当ありません。

６．金融商品に関する注記

＜金融商品の状況に関する事項＞
（１） 金融商品に対する取り組み方針

当組合は組合員等から預かった貯金を原資に、組合員や地域内の事業者等へ貸付けを行い、また余裕金を兵庫県信用農業協同組合
連合会へ預けているほか、国債や地方債などの債券による運用を行っています。

（２） 金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は契約不履行によって

もたらされる信用リスクがあります。また有価証券はすべて債券であり、純投資目的 その他有価証券 で保有しています。これらは
発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクがあります。

（３） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当組合は、個別の重要案件または大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引について

は、本所に融資課を設置し各支所との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フロ
ーなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引にお
いて資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実
践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基づき必
要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。

 

 

② 市場リスクの管理
当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、財務の安定化を図っていま

す。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、
金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。
とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況

やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な
情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、
有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどう
かチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

市場リスクに係る定量的情報（トレーディング目的以外の金融商品）
当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数である金利

リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、貯金及び借入金です。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、

金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。
金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当期末現在、指標となる金利が 上昇したものと想定した場合には、

経済価値が 百万円減少するものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があり

ます。
なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額についても含めて計算しています。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保に努めています。

また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握した
うえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

（４） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条
件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

＜金融商品の時価等に関する事項＞
（１） 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるものについては、次表には含めず に記載しています。

（百万円）
項 目 貸借対照表計上額 時 価 差 額

預金 △

有価証券
その他有価証券 －

貸出金
貸倒引当金
貸倒引当金控除後

△

資 産 計
貯金

負 債 計
貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

（２） 金融商品の時価の算定方法
【資産】

① 預金
満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預金については、

期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額とし

て算定しています。
② 有価証券
取引金融機関から提示された価格によっています。

③ 貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、

時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Ｌｉｂ
ｏｒ・スワップレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・ス

ワップレートで割り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除した額を時価に
代わる金額として算定しています。
また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

【負債】
貯金
要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額 帳簿価額 を時価とみなしています。また、定期性貯金については、

期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現
在価値を時価に代わる金額として算定しています。

（３） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは（１）の金融商品の時価情報には含まれ
ていません。
外部出資 貸借対照表計上額 百万円

市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難であると認められるため、時価開示の対象とはしてい
ません。
外部出資に対応する、外部出資等損失引当金 百万円を控除して表示しています。
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（４） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（百万円）

項 目 年以内
年超
年以内

年超
年以内

年超
年以内

年超
年以内 年超

預金 － － － － －

有価証券
その他有価証券のうち
満期があるもの

－

貸出金

合 計

（ ）貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く） 百万円については「 年以内」に含めています。また、期限のない劣後特約付ロー
ンについては「 年超」に含めています。

（ ）貸出金のうち、 ヶ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等 百万円は償還の予定が見込まれないため、含めていません。
（ ）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金額の一部実行案件 百万円は償還日が特定できないため、含めていません。

（５）有利子負債の決算日後の返済予定額
（百万円）

項 目 年以内
年超
年以内

年超
年以内

年超
年以内

年超
年以内 年超

貯金

要求払貯金については「 年以内」に含めて開示しています。

７．有価証券に関する注記
（１）有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次のとおりです。

その他有価証券において、種類ごとの取得原価または償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおりです。

（百万円）

項 目
取得原価または
償却原価 貸借対照表計上額 評価差額（＊）

貸借対照表計上額が取得原価
または償却原価を超えるもの

債券
国債
地方債
社債

小計
合 計

上記評価差額から繰延税金負債 百万円を差し引いた額 百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

８．退職給付に関する注記
（１）採用している退職給付制度

職員の退職給付に充てるため、職員退職給与規程に基づく退職一時金制度に加えて、全国共済農業協同組合連合会、㈱りそな銀行、
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱との契約による確定給付型年金制度及び一般財団法人全国農林漁業団体共済会との契約による農林漁業団体職
員退職給付金制度を採用しています。農林漁業団体職員退職給付金制度の積立額は 百万円です。

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法
を適用しています。

（２）退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表 （百万円）
項 目 金 額

①期首における退職給付引当金
②退職給付費用
③退職給付の支払額 △
④確定給付型年金制度への拠出金 △
⑤期末における退職給付に係る負債

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表 （百万円）
項 目 金 額

①退職給付債務
②確定給付型年金制度の積立金 △
③未積立退職給付債務（①＋②）

退職給付引当金

（４）退職給付に関する損益 （百万円）
項 目 金 額

①勤務費用
②臨時に支払った割増退職金

③退職給付費用（①＋②）
（注）農林漁業団体職員退職給付制度への拠出金 百万円は「福利厚生費」で処理しています。

（５）特例業務負担金の将来見込額
人件費のうち福利厚生費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済

組合法等を廃止する等の法律附則第 条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるた
め拠出した特例業務負担金 百万円を含めて計上しています。
なお、同組合より示された平成 年 月現在における令和 年 月までの特例業務負担金の将来見込額は 百万円となってい
ます。
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（４） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（百万円）

項 目 年以内
年超
年以内

年超
年以内

年超
年以内

年超
年以内 年超

預金 － － － － －

有価証券
その他有価証券のうち
満期があるもの

－

貸出金

合 計

（ ）貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く） 百万円については「 年以内」に含めています。また、期限のない劣後特約付ロー
ンについては「 年超」に含めています。

（ ）貸出金のうち、 ヶ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等 百万円は償還の予定が見込まれないため、含めていません。
（ ）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金額の一部実行案件 百万円は償還日が特定できないため、含めていません。

（５）有利子負債の決算日後の返済予定額
（百万円）

項 目 年以内
年超
年以内

年超
年以内

年超
年以内

年超
年以内 年超

貯金

要求払貯金については「 年以内」に含めて開示しています。

７．有価証券に関する注記
（１）有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次のとおりです。

その他有価証券において、種類ごとの取得原価または償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおりです。

（百万円）

項 目
取得原価または
償却原価 貸借対照表計上額 評価差額（＊）

貸借対照表計上額が取得原価
または償却原価を超えるもの

債券
国債
地方債
社債

小計
合 計

上記評価差額から繰延税金負債 百万円を差し引いた額 百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

８．退職給付に関する注記
（１）採用している退職給付制度

職員の退職給付に充てるため、職員退職給与規程に基づく退職一時金制度に加えて、全国共済農業協同組合連合会、㈱りそな銀行、
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱との契約による確定給付型年金制度及び一般財団法人全国農林漁業団体共済会との契約による農林漁業団体職
員退職給付金制度を採用しています。農林漁業団体職員退職給付金制度の積立額は 百万円です。

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法
を適用しています。

（２）退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表 （百万円）
項 目 金 額

①期首における退職給付引当金
②退職給付費用
③退職給付の支払額 △
④確定給付型年金制度への拠出金 △
⑤期末における退職給付に係る負債

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表 （百万円）
項 目 金 額

①退職給付債務
②確定給付型年金制度の積立金 △
③未積立退職給付債務（①＋②）

退職給付引当金

（４）退職給付に関する損益 （百万円）
項 目 金 額

①勤務費用
②臨時に支払った割増退職金

③退職給付費用（①＋②）
（注）農林漁業団体職員退職給付制度への拠出金 百万円は「福利厚生費」で処理しています。

（５）特例業務負担金の将来見込額
人件費のうち福利厚生費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済

組合法等を廃止する等の法律附則第 条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるた
め拠出した特例業務負担金 百万円を含めて計上しています。
なお、同組合より示された平成 年 月現在における令和 年 月までの特例業務負担金の将来見込額は 百万円となってい
ます。

 

 

９．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等は、次のとおりです。

（百万円）
主な内訳 当期末

繰
延
税
金
資
産

退職給付金
賞与引当金
固定資産減損損失
資産除去債務
未払社会保険料
役員退職慰労引当金
貸倒引当金超過額
未払事業税
そ の 他

小 計
評価性引当額 △

合 計

繰
延
税
金
負
債

その他有価証券評価差額金 △
固定資産（資産除去債務） △
その他 △

合 計 △
繰延税金資産の純額

（２）法定実効税率と法人税等の負担率との差異の主な原因 （％）
項 目 当 期 末

法定実効税率

調

整

交際費等永久に損金に算入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △
事業分量配当金 △
住民税均等割
評価性引当金の増減 △
税額控除 △
そ の 他 △

税効果会計適用後の法人税等の負担率

（３）子会社の繰越欠損金に繰延税金資産 （百万円）
項 目 当 期 末

繰越税金資産
繰越欠損金 （注）
評価性引当金 △

注 百万円＝減算一時差異等 百万円×実効税率 ％

連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記
現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりです。

（百万円）

現金および預金勘定

別段預金および定期性預金 △

現金および現金同等物

その他の注記
該当ありません。
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（10）連結事業年度のリスク管理債権の状況 （単位：百万円）
区　分 令和元年度 平成30年度 増　減

破綻先債権額 － － －

延滞債権額 △ 56

３ヶ月以上延滞債権額 － － －

貸出条件緩和債権額 － － －

合　　計（Ａ） △ 56

うち担保・保証付債権額（Ｂ） △ 55

担保・保証控除後債権額（Ｃ） △ 1

個別計上貸倒引当金残高（Ｄ） △ 2

差　引　額（Ｅ）＝（Ｃ）－（Ｄ）

一般計上貸倒引当金残高 －
(注)

１．破綻先債権

２．延滞債権

３．３ヶ月以上延滞債権

４．貸出条件緩和債権

５．担保・保証付債権額

６．個別計上貸倒引当金残高

　リスク管理債権のうち、すでに個別貸倒引当金に繰り入れた当該引当金の残高です。

７．担保・保証控除後債権額

　リスク管理債権合計額から、担保・保証付債権額を控除した貸出金残高です。

（11）連結事業年度の事業別経常収益等 （単位：百万円）

区　　分 項　　目 令和元年度 平成30年度

事業収益

経常利益

資産の額

事業収益

経常利益

資産の額

事業収益

経常利益 △ 243

資産の額

事業収益

経常利益 △ 184 △ 186

資産の額

事業収益

経常利益

資産の額

信 用 事 業

共 済 事 業

農 業 関 連 事 業

そ の 他 事 業

計

　元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の
見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金をいいます。

　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支
払を猶予したもの以外の貸出金をいいます。

　元金又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している貸出金で、破綻先債権および延滞債権に
該当しないものをいいます。

　債務者の再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ
の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権および３ヶ月以上延滞債権に該当し
ないものをいいます。

　リスク管理債権額のうち、貯金・定期積金、有価証券（上場公社債、上場株式）及び確実な不動産担保付の貸
出残高ならびに農業信用基金協会等公的保証機関等による保証付の貸出金についての当該担保・保証相当額で
す。



83

（10）連結事業年度のリスク管理債権の状況 （単位：百万円）
区　分 令和元年度 平成30年度 増　減

破綻先債権額 － － －

延滞債権額 △ 56

３ヶ月以上延滞債権額 － － －

貸出条件緩和債権額 － － －

合　　計（Ａ） △ 56

うち担保・保証付債権額（Ｂ） △ 55

担保・保証控除後債権額（Ｃ） △ 1

個別計上貸倒引当金残高（Ｄ） △ 2

差　引　額（Ｅ）＝（Ｃ）－（Ｄ）

一般計上貸倒引当金残高 －
(注)

１．破綻先債権

２．延滞債権

３．３ヶ月以上延滞債権

４．貸出条件緩和債権

５．担保・保証付債権額

６．個別計上貸倒引当金残高

　リスク管理債権のうち、すでに個別貸倒引当金に繰り入れた当該引当金の残高です。

７．担保・保証控除後債権額

　リスク管理債権合計額から、担保・保証付債権額を控除した貸出金残高です。

（11）連結事業年度の事業別経常収益等 （単位：百万円）

区　　分 項　　目 令和元年度 平成30年度

事業収益

経常利益

資産の額

事業収益

経常利益

資産の額

事業収益

経常利益 △ 243

資産の額

事業収益

経常利益 △ 184 △ 186

資産の額

事業収益

経常利益

資産の額

信 用 事 業

共 済 事 業

農 業 関 連 事 業

そ の 他 事 業

計

　元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の
見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金をいいます。

　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支
払を猶予したもの以外の貸出金をいいます。

　元金又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している貸出金で、破綻先債権および延滞債権に
該当しないものをいいます。

　債務者の再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ
の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権および３ヶ月以上延滞債権に該当し
ないものをいいます。

　リスク管理債権額のうち、貯金・定期積金、有価証券（上場公社債、上場株式）及び確実な不動産担保付の貸
出残高ならびに農業信用基金協会等公的保証機関等による保証付の貸出金についての当該担保・保証相当額で
す。

２．連結自己資本の充実の状況

◇連結自己資本比率の状況と連結自己資本の額

令和２年３月末における連結自己資本比率は２０ ８５％、連結自己資本の額

は１７，１８３百万円となりました。

連結自己資本は、組合員の普通出資のほか、後配出資によっています。

○ 普通出資による資本調達額

項 目 内 容

発行主体 あわじ島農業協同組合

資本調達手段の種類 普通出資

コア資本に係る基礎

項目に算入した額

３，９０６百万円（前年度３，９０９百万円）

配当率又は利率 出資配当は年２．０％の割合です。

○ 後配出資による資本調達額

項 目 内 容

発行主体 あわじ島農業協同組合

資本調達手段の種類 後配出資

コア資本に係る基礎

項目に算入した額

３６百万円（前年度３２百万円）

配当率又は利率 後配出資に対する配当は０％です。

当連結グループでは、適正なプロセスにより連結自己資本比率を算出し、Ｊ

Ａを中心に信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリス

クに対応した十分な自己資本の維持を図るとともに、内部留保の積み増しに

より自己資本の充実に努めています。



84

（１）自己資本の構成に関する事項

経過措置による不算
入額

－ －

△ 9 △ 10

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

（単位：百万円、％）

少数株主持分のうち、経過措置によりコア資本に
係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本にかかる基礎項目の額　　　　　　　　　（イ）

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライ
ツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を
含む）の額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシン
グ・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であっ
て自己資本に算入される額

退職給付に係る資産の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるも
のを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本
調達手段の額

コア資本にかかる調整項目

コア資本に算入される評価・換算差額等

うち、退職給付に係るものの額

コア資本に係る調整後少数株主持分の額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四
十五パーセントに相当する額のうち、コア資本に
係る基礎項目の額に含まれる額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る
基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて
発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に
係る基礎項目の額に含まれる額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

項　　　　　　目
令和元年度 平成30年度

コア資本にかかる基礎項目

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額

うち、出資金及び資本剰余金の額

うち、再評価積立金の額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額　（△）

うち、上記以外に該当するものの額
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（１）自己資本の構成に関する事項

経過措置による不算
入額

－ －

△ 9 △ 10

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

（単位：百万円、％）

少数株主持分のうち、経過措置によりコア資本に
係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本にかかる基礎項目の額　　　　　　　　　（イ）

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライ
ツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を
含む）の額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシン
グ・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であっ
て自己資本に算入される額

退職給付に係る資産の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるも
のを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本
調達手段の額

コア資本にかかる調整項目

コア資本に算入される評価・換算差額等

うち、退職給付に係るものの額

コア資本に係る調整後少数株主持分の額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四
十五パーセントに相当する額のうち、コア資本に
係る基礎項目の額に含まれる額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る
基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて
発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に
係る基礎項目の額に含まれる額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

項　　　　　　目
令和元年度 平成30年度

コア資本にかかる基礎項目

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額

うち、出資金及び資本剰余金の額

うち、再評価積立金の額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額　（△）

うち、上記以外に該当するものの額

経過措置による不算
入額

（単位：百万円、％）

項　　　　　　目
令和元年度 平成30年度

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

△ 1,748 △ 2,185

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー(△）

うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿
価額の差額に係るものの額

－ －

うち、上記以外に該当するものの額 － －

－ －

－ －

３．当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。

 (注)

２．当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用
リスク削減手法の簡便法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用していま
す。

１．「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農水省告示第2号）に基づ
き算出しています。

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八
パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額　　　　　　　　（ニ）

連結自己資本比率

連結自己資本比率（（ハ）／（ニ））

自己資本の額（（イ）―（ロ））　　　　　　　　（ハ）

リスク・アセット等

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額
に算入される額の合計額

自己資本

特定項目に係る十パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に
該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに
係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに
限る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に
該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに
係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに
限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　　　　（ロ）
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（２）自己資本の充実度に関する事項　　

　信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳

リスク・
アセット額

所要自己
資本額

リスク・
アセット額

所要自己
資本額

B＝A×４％ b＝a×４％

－ － － －

－ － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

(うち出資等のエクスポージャー)

(うち重要な出資のエクスポージャー) － － － (－) (－) (－)

(うち他の金融機関等の対象資本
調達手段のうち対象普通出資等及
びその他外部ＴＬＡＣ関連調達手
段に該当するもの以外のものに係
るエクスポージャー)

－ － －

(うち農林中央金庫又は農業協同
組合連合会の対象普通出資等に係
るエクスポージャー)
(うち特定項目のうち調整項目に
算入されない部分に係るエクス
ポージャー)
(うち総株主等の議決権の百分の
十を超える議決権を保有している
他の金融機関等に係るその他外部
ＴＬＡＣ関連調達手段に関するエ
クスポージャー)

－ － － (－) (－) (－)

(うち総株主等の議決権の百分の
十を超える議決権を保有していな
い他の金融機関等に係るその他外
部ＴＬＡＣ関連調達手段に係る
５％基準額を上回る部分に係るエ
クスポージャー)

－ － － (－) (－) (－)

(うち上記以外のエクスポージャー)

－ － － － － －

(うちＳＴＣ要件適用分) － － － (－) (－) (－)

(うち非ＳＴＣ適用分) － － － (－) (－) (－)

（単位：百万円）

エクスポー
ジャーの期

末残高

株式会社地域経済活性化支援機構等に
よる保証付き

共済約款貸付

出資等

上記以外

証券化

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

取立未済手形

信用保証協会等保証付

地方三公社向け

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

令和元年度

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

我が国の中央政府及び中央銀行向け

外国の中央政府及び中央銀行向け

国際決済銀行等向け

我が国の地方公共団体向け

外国の中央政府等以外の公共部門向け

国際開発銀行向け

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

平成30年度

信用リスク・アセット
エクスポー
ジャーの期

末残高

現金
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（２）自己資本の充実度に関する事項　　

　信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳

リスク・
アセット額

所要自己
資本額

リスク・
アセット額

所要自己
資本額

B＝A×４％ b＝a×４％

－ － － －

－ － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

(うち出資等のエクスポージャー)

(うち重要な出資のエクスポージャー) － － － (－) (－) (－)

(うち他の金融機関等の対象資本
調達手段のうち対象普通出資等及
びその他外部ＴＬＡＣ関連調達手
段に該当するもの以外のものに係
るエクスポージャー)

－ － －

(うち農林中央金庫又は農業協同
組合連合会の対象普通出資等に係
るエクスポージャー)
(うち特定項目のうち調整項目に
算入されない部分に係るエクス
ポージャー)
(うち総株主等の議決権の百分の
十を超える議決権を保有している
他の金融機関等に係るその他外部
ＴＬＡＣ関連調達手段に関するエ
クスポージャー)

－ － － (－) (－) (－)

(うち総株主等の議決権の百分の
十を超える議決権を保有していな
い他の金融機関等に係るその他外
部ＴＬＡＣ関連調達手段に係る
５％基準額を上回る部分に係るエ
クスポージャー)

－ － － (－) (－) (－)

(うち上記以外のエクスポージャー)

－ － － － － －

(うちＳＴＣ要件適用分) － － － (－) (－) (－)

(うち非ＳＴＣ適用分) － － － (－) (－) (－)

（単位：百万円）

エクスポー
ジャーの期

末残高

株式会社地域経済活性化支援機構等に
よる保証付き

共済約款貸付

出資等

上記以外

証券化

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

取立未済手形

信用保証協会等保証付

地方三公社向け

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

令和元年度

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

我が国の中央政府及び中央銀行向け

外国の中央政府及び中央銀行向け

国際決済銀行等向け

我が国の地方公共団体向け

外国の中央政府等以外の公共部門向け

国際開発銀行向け

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

平成30年度

信用リスク・アセット
エクスポー
ジャーの期

末残高

現金

リスク・
アセット額

所要自己
資本額

リスク・
アセット額

所要自己
資本額

B＝A×４％ b＝a×４％

（単位：百万円）

エクスポー
ジャーの期

末残高

令和元年度 平成30年度

信用リスク・アセット
エクスポー
ジャーの期

末残高

－ － － － － －

－ － － － － －

(うちルックスルー方式) － － － (－) (－) (－)

(うちマンデート方式) － － － (－) (－) (－)

(うち蓋然性方式250％) － － － (－) (－) (－)

(うち蓋然性方式400％) － － － (－) (－) (－)

(うちフォールバック方式) － － － (－) (－) (－)

－ － － △ 2,185 △ 87

－ － －

－ － － － －

－ － － － － －

所要自己 所要自己

資本額 資本額

B＝A×４％ B＝A×４％

所要自己 所要自己

資本額 資本額

B＝A×４％ B＝A×４％

(注)

４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。

８．当ＪＡでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。

＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％
÷８％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャー
の種類ごとに記載しています。

２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的
には貸出金や有価証券等が該当します。

３．「三月以上延滞等」とは，元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係
るエクスポージャー及び「金融機関向けおよび第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリス
ク・ウエイトが150％になったエクスポージャーのことです。

５．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエ
クスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポー
ジャーのことです。

６．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置によ
る、リスク・アセットの額および調整項目にかかる経過措置によりなお従前の例によるものとしてリスク・ア
セットの額に算入したものが該当します。

７．「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法
として用いる保証又はクレジットデリバティブの免責額。

オペレーショナル・リスク
に対する所要自己資本の額

＜基礎的手法＞

所要自己資本額計
（分母）計 （分母）計

リスク・アセット等 リスク・アセット等

オペレーショナル・リスク

相当額を８％で除して得た額 相当額を８％で除して得た額

オペレーショナル・リスク

再証券化

中央清算機関関連エクスポージャー

合計(信用リスク・アセットの額)

他の金融機関等の対象資本調達手段に
係るエクスポージャーに係る経過措置
によりリスク・アセットの額に算入さ
れなかったものの額（△）

標準的手法を適用するエクスポージャー別計

ＣＶＡリスク相当額÷８％

リスク・ウェイトのみなし計算が適用
されるエクスポージャー

経過措置によりリスク・アセットの額
に算入されるものの額
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（３）信用リスクに関する事項　　

　①　リスク管理の方法及び手続の概要

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの

残高

うち貸出
金等

うち債券
うち店頭
デ リ バ
ティブ

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの

残高

うち貸出
金等

うち債券
うち店頭
デ リ バ
ティブ

農業 － － － －

林業 － － － － － － － －

水産業 － － － － － － － －

製造業 － － － － － － － －

鉱業 － － － － － － － －

建設・不動産業 － － － － － － － －

電気・ガス・熱供
給・水道業 － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － －

金融・保険業 － －

卸売・小売・飲
食・サービス業 － － － －

日本国政府・地方
公共団体 － －

上記以外 － － － － －

－ －

－ － － － －

－ －

３．当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略しております。

５．「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。

（注）

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、証券化エクスポージャーに該
当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エク
スポージャーを含んでいます。「コミットメント」とは、契約した期間および融資枠の範囲でお客様のご請求に基づ
き、金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの融資可能残額も含めていま
す。

４．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエ
クスポージャーをいいます。

　当連結グループでは、ＪＡ以外で信用事業を行っていないため、連結グループにおける信用リスク管
理の方針及び手続等は定めていません。ＪＡの信用リスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体
の開示内容（ｐ．９）をご参照ください。

（単位：百万円）

　②　信用リスクに関するエクスポージャー(業種別,残存期間別)及び三月以上延滞エク
スポージャーの期末残高

３年超５年以下

５年超７年以下

７年超10年以下

10年超

期限の定めのないもの

残存期間別残高計

法
　
　
　
　
人

個人

その他

業種別残高計

１年以下

１年超３年以下

令和元年度 平成30年度

三月以上
延滞エク
スポー
ジャー

三月以上
延滞エク
スポー
ジャー
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（３）信用リスクに関する事項　　

　①　リスク管理の方法及び手続の概要

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの

残高

うち貸出
金等

うち債券
うち店頭
デ リ バ
ティブ

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの

残高

うち貸出
金等

うち債券
うち店頭
デ リ バ
ティブ

農業 － － － －

林業 － － － － － － － －

水産業 － － － － － － － －

製造業 － － － － － － － －

鉱業 － － － － － － － －

建設・不動産業 － － － － － － － －

電気・ガス・熱供
給・水道業 － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － －

金融・保険業 － －

卸売・小売・飲
食・サービス業 － － － －

日本国政府・地方
公共団体 － －

上記以外 － － － － －

－ －

－ － － － －

－ －

３．当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略しております。

５．「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。

（注）

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、証券化エクスポージャーに該
当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エク
スポージャーを含んでいます。「コミットメント」とは、契約した期間および融資枠の範囲でお客様のご請求に基づ
き、金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの融資可能残額も含めていま
す。

４．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエ
クスポージャーをいいます。

　当連結グループでは、ＪＡ以外で信用事業を行っていないため、連結グループにおける信用リスク管
理の方針及び手続等は定めていません。ＪＡの信用リスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体
の開示内容（ｐ．９）をご参照ください。

（単位：百万円）

　②　信用リスクに関するエクスポージャー(業種別,残存期間別)及び三月以上延滞エク
スポージャーの期末残高

３年超５年以下

５年超７年以下

７年超10年以下

10年超

期限の定めのないもの

残存期間別残高計

法
　
　
　
　
人

個人

その他

業種別残高計

１年以下

１年超３年以下

令和元年度 平成30年度

三月以上
延滞エク
スポー
ジャー

三月以上
延滞エク
スポー
ジャー

貸出金 貸出金

目的使用 その他 償却 目的使用 その他 償却

－ －

－ －

農業 － － －

林業 － － － － － － － － － － － －

水産業 － － － － － － － － － － － －

製造業 － － － － － － － － － － － －

鉱業 － － － － － － － － － － － －

建設・不動産
業

－ － － － － － － － － － － －

電気・ガス・
熱供給・水道
業

－ － － － － － － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － － － － － －

金融・保険業 － － － － － － － － － － － －

卸売・小売・
飲食・サービ
ス業

－ － － － － － － － － － － －

その他 － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － －

－ － － －

(注)

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、証券化エクスポージャー
に該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

２．｢格付あり｣にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用しているもの、｢格付なし｣には
エクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適
格格付機関による依頼格付のみ使用しています。

３．経過措置によってリスク・ウエイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウエ
イトによって集計しています。また、経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集計の対象と
しています。

４．1250％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティ
ブの免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウエイト1250％を適用したエクスポー
ジャーがあります。

計

－

リスク・ウエイト1250％ － － － － － －

その他 － － － － －

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

－

リスク･ウエイト250％ － －

リスク･ウエイト200％ － －

リスク･ウエイト150％ － －

リスク･ウエイト100％ － －

リスク･ウエイト75％ － －

リスク･ウエイト50％

リスク･ウエイト35％ － －

リスク･ウエイト20％ － －

－ － －

リスク･ウエイト10％ － －

リスク･ウエイト４％ － － －

リスク･ウエイト２％ － － － － － －

リスク･ウエイト０％ － －

格付 格付
計

あり なし あり なし

業 種 別 計

（注）当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略しております。

④　信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウエイト1250％を適用する残高
（単位：百万円）

令和元年度 平成30年度

格付 格付
計

期中増加額
期中減少額

期末残高

　　 一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

法
　
　
　
　
人

個　人

③　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額、業種別の個別貸倒引当金の期末残高・
期中増減額及び貸出金償却の額

（単位：百万円）

区　分

令和元年度 平成30年度

期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高 期首残高
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（４）信用リスク削減手法に関する事項　　

　①　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

　②　信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

区　分 適格金融 適格金融

資産担保 資産担保

地方公共団体金融機構向け － － － －

我が国の政府関係機関向け － － － －

地方三公社向け － － － －

金融機関向け及び第一種金融商品
取引業者向け

－ － － －

法人等向け － －

中小企業等向け及び個人向け

抵当権住宅ローン － － － －

不動産取得等事業向け － － － －

三月以上延滞等 － － －

証券化 － － － －

中央清算機関関連 － － － －

上記以外 － －

合　　計

(注)

（５）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項　　

　　　該当する取引はありません。

（６）証券化エクスポージャーに関する事項　　

　　　 該当する取引はありません。

４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共
部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれます。

５.「クレジット・デリバティブ」とは、第三者の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プロテクションの
買い手）と信用リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、当該第三者に信用事由（延
滞・破産など）が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいま
す。

　信用リスク削減手法の適用及び管理方針、手続は、ＪＡのリスク管理の方針及び手続に準じて行って
います。ＪＡのリスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（ｐ．６１）をご参照く
ださい。

（単位：百万円）

１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、主なものとし
ては貸出金や有価証券等が該当します。

２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエク
スポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが
150％になったエクスポージャーのことです。

３．「証券化」（証券化エクスポージャー）とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクス
ポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことで
す。

令和元年度 平成30年度

保証
クレジット・
デリバティブ

保証
クレジット・
デリバティブ
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（４）信用リスク削減手法に関する事項　　

　①　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

　②　信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

区　分 適格金融 適格金融

資産担保 資産担保

地方公共団体金融機構向け － － － －

我が国の政府関係機関向け － － － －

地方三公社向け － － － －

金融機関向け及び第一種金融商品
取引業者向け

－ － － －

法人等向け － －

中小企業等向け及び個人向け

抵当権住宅ローン － － － －

不動産取得等事業向け － － － －

三月以上延滞等 － － －

証券化 － － － －

中央清算機関関連 － － － －

上記以外 － －

合　　計

(注)

（５）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項　　

　　　該当する取引はありません。

（６）証券化エクスポージャーに関する事項　　

　　　 該当する取引はありません。

４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共
部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれます。

５.「クレジット・デリバティブ」とは、第三者の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プロテクションの
買い手）と信用リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、当該第三者に信用事由（延
滞・破産など）が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいま
す。

　信用リスク削減手法の適用及び管理方針、手続は、ＪＡのリスク管理の方針及び手続に準じて行って
います。ＪＡのリスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（ｐ．６１）をご参照く
ださい。

（単位：百万円）

１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、主なものとし
ては貸出金や有価証券等が該当します。

２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエク
スポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが
150％になったエクスポージャーのことです。

３．「証券化」（証券化エクスポージャー）とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクス
ポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことで
す。

令和元年度 平成30年度

保証
クレジット・
デリバティブ

保証
クレジット・
デリバティブ

（７）オペレーショナル・リスクに関する事項　　

（８）出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項　　

上　場

非上場

合　計

売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額

－ － － － － －

（子会社・関連会社株式の評価損益等）

－ － － －

（単位：百万円）

（単位：百万円）

令和元年度 平成30年度

評価益 評価損 評価益 評価損

－ － － －

⑤　連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益の額

（その他有価証券の評価損益等）

令和元年度 平成30年度

評価益 評価損 評価益 評価損

－

③　出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

④　連結貸借対照表で認識され、連結損益計算書で認識されない評価損益の額

（単位：百万円）

平成30年度令和元年度

－

オペレーショナル・リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要

②　出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

令和元年度 平成30年度

貸借対照表計上額 時価評価額

連結グループにかかるオペレーショナル・リスク管理は、子会社においてはＪＡのリスク管理
及びその手続に準じたリスク管理を行っています。ＪＡのリスク管理の方針及び手続等の具体
的内容は、単体の開示内容（ｐ．９）をご参照ください。

連結グループにかかる出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理は、子会
社においてはＪＡのリスク管理及びその手続に準じたリスク管理を行っています。ＪＡのリス
ク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（ｐ．６２）をご参照ください。

①　出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手
続の概要

－

時価評価額

（単位：百万円）

貸借対照表計上額

－
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　　　該当する取引はありません。

（１０）金利リスクに関する事項　　

①　金利リスクの算定手法の概要

②　金利リスクに関する事項

令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度

－

－

－

－

（９）リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

（単位：百万円）

フラット化

短期金利上昇

短期金利低下

⊿NII

IRRBB１：金利リスク

連結グループの金利リスクの算定手法は、ＪＡの金利リスクの算定手法に準じた方法により
行っています。ＪＡの金利リスクの算定手法は、単体の開示内容（ｐ．６３）をご参照くだ
さい。

自己資本の額

項番
⊿EVE

令和元年度 平成30年度

上方パラレルシフト

下方パラレルシフト

スティープ化

最大値
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－
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☆設立         平成２年 ４月    ☆本所所在地 兵庫県南あわじ市市青木 18-1   

☆営業地区         南あわじ市    ☆出資金         ３，９４３百万円 

☆事業利益        ２８５百万円    ☆経常利益          ３２５百万円 

☆当期剰余金       ２０８百万円    ☆総資産       ２３１，１８８百万円 

☆純資産      １７，３６２百万円    ☆貯金        ２１０，４９６百万円 

☆預金      １８４，３３３百万円    ☆貸出金        ２３，７８２百万円 

☆有価証券      ２，９６３百万円    ☆長期共済保有高   ３９７，３１９百万円 

☆短期共済新契約掛金   ７６５百万円    ☆購買品供給高      ５，６１２百万円 

☆販売品販売高   １１，１５７百万円    ☆組合員数        9，３３１人 

☆役員数           ２２人     （正組合員 ５，７３５人 准組合員 ３，５９６人）  

☆単体自己資本比率  ２０．８３％      ☆職員数            ３２６人 

    （正職員  ２５６人  嘱託・契約職員 ７０人） 

兵庫県最大級産直市場 あわじ島まるごと㈱ 美菜恋来屋 ＰＲ 

当ＪＡに関する情報は広報誌、公式ホームページでも紹介しております。 

広報誌【毎月発行】（画像は公式ホームページより抜粋） 

農作業情報をはじめ、地域のニュースや当ＪＡからの連絡事項など、組合員様やお客様とのネット

ワークを大切に、よりわかりやすく、より役に立つことを目的に情報を提供しています。 

公式ホームページ  

ＪＡあわじ島の概要・事業をはじめ、特産品の紹介、店舗・ＡＴＭ案内等、様々な情報を提供して

います。更新は随時行っています。 

令和元年度　ディスクロージャー　Report 2020

Report 2
020
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Report 2
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表4 表1

表2 表3

https://www.ja-awajishima.or.jp/
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